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第１章 監査の概要 

 

１．外部監査の種類 

地方自治法第２５２条の３７第１項に基づく包括外部監査 

 

２．選定した特定の事件名（テーマ） 

子育て支援に関する事務の執行について 

 

３．監査の対象とした理由 

我が国の出生数は、１９７０年代初頭の第２次ベビーブーム以降減少を続け、合計特殊出生

率も１９４７年（昭和２２年）の４．５４をピークに、２００５年（平成１７年）にはピーク時

の３０％にも満たない１.２６まで低下している。その後一時回復は見られたが、ここ数年は微

減傾向にあり最新の統計である２０２３年（令和５年）は１．２０と、欧米諸国と比較すると

低い水準にとどまっている。 

少子化の背景には、未婚化や晩婚化の傾向、核家族化や地域のつながりの希薄化による子育

てに対する不安や孤立感の増大、また大都市を中心に保育所に子どもを預けたくても保育所の

定員に余裕がないことなどから多くの待機児童が生じていることや、仕事と子育てを両立でき

る環境（ワーク・ライフ・バランス）の整備が十分でないことなど、多くの問題が挙げられて

いる。 

高崎市では、「第６次総合計画」（２０１８年度～２０２７年度までの都市づくりの基本的な

考え方）を上位計画としつつ、「高崎市地域福祉計画」、「高崎市障害者福祉計画」、「高崎市男女

共同参画計画」、「高崎市教育大綱」のほか、こども憲章、こども都市宣言など、高崎市の福祉、

教育に関する計画等との整合性を図りながら、「第２期 高崎市子ども・子育て支援事業計画」

（２０２０年度から２０２４年度までの５か年）を作成し、地域全体で切れ目のない子育て支

援体制を構築し、「子どもを産み、育てるなら高崎市」と実感してもらえるよう、子どもと子育

てにやさしいまちを目指し、様々な施策に取り組んでいる。 

子育てと仕事を両立できる環境を整備するため、保育所や放課後児童クラブなどの整備を推

進するとともに、保育所等への入所申し込みを通年で受け付けるなど、「待機児童ゼロ」に向け

た取り組みを推進しているほか、病児・病後児を抱える保護者の子育てと就労の両立を支援し

児童の健全な育成を図るため、医療機関等との連携による病児・病後児保育事業を実施してい

る。 

また、子育てに不安や孤立感を抱える保護者が増加する中、子育てや就労に係る相談支援や

託児などの拠点として「子育てなんでもセンター」を運営するほか、妊娠期から子育て中の母

親等の精神的・身体的な負担軽減を図るため、家事や育児に係る支援を行う「子育てＳＯＳサ

ービス事業」を実施するなど、安心して子育てができる環境整備を推進している。 

保育士等の確保や定着を図るための取り組みとしては、市内の保育施設等に新たに従事する

者への家賃の補助を実施しているほか、令和５年度には、保育士等の就労支援を行う「保育士
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情報ステーション」を開設した。 

発達に不安のある子どもとその保護者への支援としては、「こども発達支援センター」におけ

る相談体制を整備しているほか、保育現場の負担軽減を図るため「気になる子」への支援を行

っている。 

児童虐待事案への対応としては、「こども救援センター」による相談支援体制を強化するとと

もに、令和７年度の児童相談所開設に向けた準備を進めている。 

少子化が進む現状において、子育て支援施策の充実・展開は高崎市の発展に欠かせないもの

であり、市民の関心も非常に高いものと考えられる。 

以上のことを鑑み、子育て支援事業への支出に関する財務事務の執行について、その合規性

や経済性、効率性や有効性を監査し、検証することが、今後の市民の生活にとって非常に有用

であり関心のある施策であるとともに、市民の期待する施策運営に役立つのではないかと考え、

本年度の包括外部監査における対象として選定した。 

 

４．外部監査の方法 

（１） 監査要点 

① 事務の執行は法令や条例等に準拠して適切に行われているか。 

② 事務の執行が効率的かつ効果的に行われているか。 

③ 契約に係る事務及び物品等の管理が適切に行われているか。 

④ 事務を執行する部局の組織体制や人員配置が適切であるか。 

⑤ 事務の執行にあたって庁内で十分な連携が行われているか。 

（２） 主な監査手続 

① 子育て支援に関する財務事務の執行が、関連する法令、条例、規則等に従い処理され

ているかを確認。 

② 子育て支援に関する事業に関連する契約事務が適切に行われているかを確認。 

③ その他必要と認められる手続を行う。 

 

５．監査対象部署 

こども家庭課、保育課、児童相談所準備室、こども救援センター、こども発達支援センター 

 

６．監査対象期間 

令和５年度とする。ただし必要に応じて他の年度についても監査の対象とした。 

 

７．外部監査の実施期間 

令和６年７月１日から令和７年３月３１日まで 
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８．包括外部監査人及び補助者について 

職務 氏名 資格 

包括外部監査人 木倉 也寸人 公認会計士 

 

 

包括外部監査人補助者 

舟木   諒 弁護士 

岩下  尚義 税理士 

宮一  行男 公認会計士 

小野関 龍洋 公認会計士 

塚原  督成 公認会計士 

 

９．利害関係 

包括外部監査の対象とした事件については、外部監査人及び補助者は地方自治法第２５２条

の２９の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

10. その他 

この報告書は、地方自治法第２５２条の３７第５項に規定する「監査の結果」を「指摘」と

して報告するものであるが、「意見」として掲げられている事項は、同法第２５２条の３８第２

項に規定される「監査の結果に関する報告に添える意見」として提出するものである。 

なお、報告書中の各項目についての計数は、端数処理の関係で数値が一致しない場合がある。 
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第２章 高崎市における子ども・子育て支援事業の概要 

  

本章では、第２期子ども・子育て支援事業計画を「計画」とする。  

 

第１ 計画策定にあたって 

１. 計画策定の背景・趣旨 

（１） 計画策定の背景 

１９７０年代初頭の第２次ベビーブーム以降、我が国の出生数は減少を続け、合計特殊出

生率も１９４７年（昭和２２年）の４．５４をピークに、２００５年（平成１７年）にはピ

ーク時の３０％にも満たない１．２６まで低下している。その後一時回復は見られたが、こ

こ数年は微減傾向にあり最新の統計である２０２３年（令和５年）は１．２０と、欧米諸国

と比較すると低い水準にとどまっている。 

このような少子化の背景には、未婚化や晩婚化の傾向、核家族化や地域のつながりの希薄

化による子育てに対する不安や孤立感の増大、また大都市を中心に保育所に子どもを預けた

くても保育所の定員に余裕がないことなどから多くの待機児童が生じていることや、仕事と

子育てを両立できる環境（ワーク・ライフ・バランス）の整備が十分でないことなど、多く

の問題が挙げられる。 

こうした歯止めのかからない少子化の進行に対し、国や地方自治体において法令の整備や

大綱、計画の策定及びそれらに基づく様々な事業を実施するなどの対策を講じているが、問

題の解決には至っていない。 

国は、こうした現状に対処するため、子どもが欲しいという希望が叶い、子育てをしやす

い社会の実現を目指し、国や地域社会を挙げて、子どもや家庭を支援する新しい支え合いの

仕組みの構築について検討を進めている。 

その結果、保育所・園（以下「保育所」という。）や幼稚園及び認定こども園関係者、子育

て支援当事者等による議論を経て、社会保障と税の一体改革の関連法として、２０１２年（平

成２４年）に「子ども・子育て支援法（以下「法」という。）」、「就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律」及び「子ども・子育

て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一

部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（以下「子ども・子育て関

連３法」という。）が成立し、質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供、保育の量

的拡大・確保、地域の子ども・子育て支援の充実等を柱とした子ども・子育て支援新制度が

２０１５年（平成２７年）４月から施行されている。 

 

（２） 計画策定の趣旨 

子ども・子育て関連３法の成立によりスタートすることとなった子ども・子育て支援新制

度は、基礎自治体である市町村が幼児期の学校教育・保育及び地域の子ども・子育て支援を

総合的に実施する主体として位置づけられている。また、すべての子どもに良質な育成環境
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を保障するため、それぞれの子どもや家庭の状況に応じた子ども・子育て支援給付を保障す

るとともに、地域子ども・子育て支援事業を実施し、妊娠・出産期から切れ目のない支援を

行うこととしている。 

このため、市町村は、地域の実情に応じた質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支

援事業が適切に提供されるよう、子ども・子育て支援に係る現在の利用状況及び潜在的な希

望を含めた利用希望を把握した上で、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見

込み並びに提供体制の確保の内容及びその実施時期等の具体的な目標設定を盛り込んだ市

町村子ども・子育て支援事業計画を策定し、必要な給付及び事業を計画的に実施していくこ

ととしている。 

 

２. 計画の位置づけ 

（１） 計画の位置づけ 

本計画は、法第６１条第１項に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」として位置

づけ、高崎市の子ども・子育て支援施策を推進するための計画として策定している。 

 

（２） 他の計画との関係 

本計画は、高崎市のまちづくりの総合計画である「第６次総合計画」を上位計画として、

「高崎市地域福祉計画」、「高崎市障害者福祉計画」、「高崎市男女共同参画計画」、「高崎市教

育大綱」のほか、こども憲章、こども都市宣言など、高崎市の福祉、教育に関する計画等と

の整合性を図り策定している。 

また、第１期計画に引き続き、次世代育成支援行動計画の内容を盛り込み、計画を策定す

るものである。 

 

３. 計画の期間 

本計画の期間は、２０２０年度（令和２年度）から２０２４年度（令和６年度）までの５か

年となっている。 

また、社会状況の変化や計画の進捗状況等により随時必要な修正を加えることとしている。 

 

４. 計画の策定の体制 

（１） 高崎市子ども・子育て会議 

本計画の策定にあたり、法第７２条第１項に基づき、子どもの保護者、子ども・子育て支

援に関わる事業の事業者、子育て支援団体の代表や学識経験者などで構成する高崎市子ど

も・子育て会議を設置している。 

本計画は、この会議において子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査の結果や、パブ

リックコメントにより広く市民の方々から意見を聴き、計画に記載する内容等について審議

し、策定している。 
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（２） ニーズ調査の実施 

本計画の策定にあたり、子育て中の保護者のニーズや意見を把握するためにアンケート調

査を実施している。 

本調査は、法第６０条に定める基本指針に基づき実施したもので、教育・保育及び地域子

ども・子育て支援事業の現在の利用状況と潜在的な利用希望のほか、子育てに関する生活実

態や、子ども・子育てについて日頃感じていることなどを把握することを目的としたもので

ある。 

 

  ○ ニーズ調査の概要 

   ・ 調査期間  平成３１年２月１日から２月２２日まで 

   ・ 抽出方法  住民基本台帳から無作為抽出 

   ・ 調査方法  郵送による配付、回収 

   ・ 調査数、回収数及び回収率 

調査対象者 
就学前児童 
の保護者 

就学児童 
（低学年）の保護者 合計 

調 査 数 ３,０００件 １,０００件 ４,０００件 

回 収 数 １,６２２件  ５３７件 ２,１５９件 

回 収 率 ５４.１％ ５３.７％ ５４.０％ 
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第２ 高崎市の子ども・子育てを取り巻く状況 

   以下は、計画の項目について、直近の数値を使用し分析したものである。 

 

１. 人口、世帯及び出生等の現状 

（１） 総人口、年齢３区分別人口の推移 

① 総人口は減少している。 

② 年齢３区分人口推移では、年少人口が減少し、生産年齢がほぼ横ばい、高齢者人口の割合

が増加している。 

（年少人口 △１．０％、生産年齢人口 ＋０．１％、高齢者人口 ＋０．９％） 

単位（人） 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

総人口 ３７２,１４７ ３７１,５８５ ３６９,６８８ ３６８,１０９ ３６６,５４７ 

年少人口 

（０～１４歳） 

４７,１３０ ４６,１９９ ４５,２４０ ４４,２１３ ４２,９４１ 

１２.７％ １２.４％ １２.２％ １２.０％ １１.７％ 

生産年齢人口 

（１５～６４歳） 

２２０,８５７ ２２０,１９９ ２１８,７３８ ２１８,４７５ ２１７,８６０ 

５９.３％ ５９.３％ ５９.２％ ５９.４％ ５９.４％ 

高齢者人口 

（６５歳以上） 

１０４,１６０ １０５,１８７ １０５,７１０ １０５,４２１ １０５,７４６ 

２８.０％ ２８.３％ ２８.６％ ２８.６％ ２８.９％ 

※ 住民基本台帳(外国人を含む)。各年４月１日現在。 
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（２） 出生数及び合計特殊出生率の推移 

① 出生数は減少傾向にある。 

② 合計特殊出生率は全国を上回っているが、減少傾向となっている。 

（出生数 △２７８人、合計特殊出生率 △０．０９人） 

 
出生数                                   単位（人） 

 平成３１年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

高崎市 ２,６０２ ２,５２５ ２,４７９ ２,３６８ ２,３２４ 

※ 群馬県健康福祉部健康福祉課「人口動態統計」 

 
合計特殊出生率                               単位（人） 

 平成３１年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

高崎市 １.４１ １.３８ １.３７ １.３３ １.３２ 

群馬県 １.４０ １.３９ １.３５ １.３２ １.２５ 

全国 １.３６ １.３３ １.３０ １.２６ １.２０ 

※ 群馬県健康福祉部健康福祉課「人口動態統計」 
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（３）世帯数及び世帯人員の推移 

① 世帯数は増加しており、世帯人員は減少している。 

（世帯数 ＋５，６６３世帯、世帯人員 △０．１１人） 

 

世帯数及び世帯人員                          単位（世帯・人） 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

世帯数 １６６,３５７ １６８,１１９ １６９,０１５ １７０,４２０ １７２,０２０ 

世帯人員 ２.２４ ２.２１ ２.１９ ２.１６ ２.１３ 

※ 住民基本台帳(外国人を含む)。各年４月１日現在。 
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（４）世帯構成の推移 

① 核家族、ひとり親、単独世帯は増加しているが、３世代同居は減少している。 

（人口 ＋８，０５４人、核家族世帯 ＋１９，８９１世帯、ひとり親世帯 ＋３，１７８世

帯、単独世帯＋２０，８６９世帯、３世代同居世帯 △５，９５０世帯） 

 

世帯構成                               単位（世帯・人） 

 平成１７年 平成２２年 平成２７年 令和２年 

核家族 

（夫婦のみ・夫婦と子ども） 
７２,９７３ ７４,８９６ ７６,２３６ ９２,８６４ 

ひとり親 

（ひとり親と子ども） 
１１,１６１ １２,５６６ １３,２６９ １４,３３９ 

単独 

（１人） 
３５,７０４ ４３,３３９ ４５,９３０ ５６,５７３ 

３世代 

（４世代以上を含む） 
１１,８４９ １０,１７７ ８,８１５ ５,８９９ 

合 計 １３１,６８７ １４０,９７８ １４４,２５０ １６９,６７５ 

人 口 ３６４,９１９ ３７１,３０２ ３７１,０８０ ３７２,９７３ 

※ 国勢調査 
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２. 教育・保育施設等の状況 

（１） 年齢別就学前児童数の推移 

① 就学前（０～５歳）児童数は減少している。 

（就学前（０～５歳）児童数 △２，３１５人） 

 

                                      単位（人） 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

０歳 ２,５６４ ２,４５７ ２,４５４ ２,３３９ ２,２６２ 

１歳 ２,７３３ ２,６０３ ２,４９７ ２,５０４ ２,３９１ 

２歳 ２,９４４ ２,７６１ ２,５８８ ２,４８３ ２,４９４ 

３歳 ２,９６０ ２,９２１ ２,７７２ ２,６０８ ２,５０３ 

４歳 ２,９６５ ２,９７４ ２,９１６ ２,７６３ ２,６１２ 

５歳 ３,１３５ ２,９７５ ２,９７６ ２,８９９ ２,７２４ 

合計 １７,３０１ １６,６９１ １６,２０３ １５,５９６ １４,９８６ 

※ 住民基本台帳(外国人を含む)。各年４月１日現在。 
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（２）教育・保育施設の利用状況 

① ３～５歳児は、約９７％が幼稚園又は保育所等を利用している。 

② ０歳児は約２０％だが、１歳児は約６１％、２歳児は約７２％である。 

 単位（人） 

  
０歳 １歳 

２歳 

（満３歳児）
３歳 ４歳 ５歳 

児童数 ２,２２７ ２,４０６ ２,４５５ ２,４９１ ２,６４４ ２,６７８ 

幼

稚

園 

未移行 ０ ０ ２ ６９ ７６ ７２ 

１号 ０ ０ ６２ ５８５ ６９８ ７５０ 

合計 
０ ０ ６４ ６５４ ７７４ ８２２ 

０ ０ ２.６％ ２６.３％ ２９.３％ ３０.７％ 

保育所 
４４１ １,４６４ １,６９１ １,７４５ １,７７１ １,８２９ 

１９.８％ ６０.８％ ６８.９％ ７０.１％ ６７.０％ ６８.３％ 

在宅等その他 
１,７８６ ９４２ ７００ ９２ ９９ ２７ 

８０.２％ ３９.２％ ２８.５％ ３.７％ ３.７％ １.０％ 

合計 ２,２２７ ２,４０６ ２,４５５ ２,４９１ ２,６４４ ２,６７８ 

※ 令和６年５月１日の数値。 

※ 認定こども園（教育部分）は幼稚園として、認定こども園（保育部分）、事業所内保育事業は

保育所として集計。 
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（３）教育・保育施設の利用の推移 

① ３～５歳の利用児童数は、ほぼ横ばいだが、保育所の利用率は上昇している。 

② ０～２歳の利用児童数は、増加傾向にある。 

（３～５歳児 △０．３％、０～２歳児 ＋７．４％） 

 

３～５歳児                                 単位（人） 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童数 ９,０７９ ８,８６６ ８,６３４ ８,２２６ 

利

用 

状

況 

幼稚園 

（３歳以上児） 

未移行 ５５２ ４９１ ４２７ ２３１ 

１号 ２,８９６ ２,６７２ ２,４４６ ２,３５４ 

計 
３,４４８ ３,１６３ ２,８７３ ２,５８５ 

３８.０％ ３５.７％ ３３.３％ ３１.４％ 

保育所 
５,４１９ ５,４８０ ５,５１７ ５,４２５ 

５９.７％ ６１.８％ ６３.９％ ６５.９％ 

合計 
８,８６７ ８,６４３ ８,３９０ ８,０１０ 

９７.７％ ９７.５％ ９７.２％ ９７.４％ 

※ 各年度３月１日現在。（他市町村からの受託分を除く） 
※ 認定こども園（教育部分）は幼稚園として、認定こども園（保育部分）は保育所として集計。 
 

０～２歳児                                 単位（人） 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童数 ８,２８５ ７,８５７ ７,５９５ ７,３８８ 

利

用 

状

況 

幼稚園 

（満３歳児） 

未移行 ９３ ７９ ７４ ５４ 

１号 ３４８ ３８６ ３１７ ３３７ 

計 
４４１ ４６５ ３９１ ３９１ 

５.３％ ５.９％ ５.１％ ５.３％ 

保育所 
４,２２１ ４,２１９ ４,２４９ ４,３１７ 

５０.９％ ５３.７％ ５５.９％ ５８.４％ 

合計 
４,６６２ ４,６８４ ４,６４０ ４,７０８ 

５６.３％ ５９.６％ ６１.１％ ６３.７％ 

※ 各年度３月１日現在。（他市町村からの受託分を除く） 
※ 認定こども園（教育部分）は幼稚園として、認定こども園（保育部分）、事業所内保育事業等

は保育所として集計。 
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第３ 計画の基本的な考え方 

１. 基本理念 

高崎市では、これまでもその時どきの社会情勢や福祉分野をめぐる環境の変化に柔軟に対応

し、施策を進めている。 

今後、ますますその役割が増加していくと見込まれる福祉施策に対しては、子どもやお年寄

り、障害のある人、仕事をしながら子育てをする方々が、安心して暮らすことができ、活力あ

る都市にしていくと同時に、支えが必要な人や守っていくべき人たちへの「やさしい眼差しに

満ちた市政」を進めている。 

本計画の策定にあたっては、この姿勢を基本として、これまでの子ども・子育て支援施策を

積み重ねながら今後の高崎市の子ども・子育て支援施策の更なる充実を図っていくため、基本

となる指針を示している。 

また、基本となる指針の手がかりとして、高崎市の子どもたちが自らの行動指針として『た

かさきこども憲章』を策定している。 

 

◎ たかさきこども憲章（全文） 

 

この「たかさきこども憲章」は、高崎の子どもたちが未来に向けて夢や希望を持ち、明るく、

楽しく、元気よく心身ともに健やかに成長していくために自ら考え行動する指針として、市制

１１０周年を迎えた平成２２年２月に制定されている。 

憲章の策定にあたっては、市内の全小・中学校、特別支援学校の代表者８６人が憲章作成委

員に任命され、子どもたちがそれぞれの考えや想いを出し合い、意見を交わしながら素案を作

成し、子どもたちが議員と執行部に分かれ議論した「たかさきこども議会」を経て制定された。 

この、子どもたち自らが示した行動指針である「こども憲章」に対し、子どもたちを取り巻

わたしたち高崎の子どもは、自分たちの育った愛するこのまちで、緑いっぱいの 

環境や伝統的な文化を守り、夢や希望にあふれる未来をつくるための道しるべとして、 

市制１１０周年を記念し、この「たかさきこども憲章」を定めます。 

 

わたしたちは、一人ひとりの気持ちを考え、笑顔いっぱいの平和なまちにして 

いきます。 
 

わたしたちは、自然を大切にし、緑あふれるきれいなまちをつくっていきます。 
 

わたしたちは、地域の伝統を守り、高崎の新しい文化をつくっていきます。 
 

わたしたちは、思いやりや感謝の気持ちを忘れず、人と人とのつながりを大切に 

していきます。 
 

わたしたちは、夢をかなえるために自分を信じ、努力と挑戦をしていきます。 
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く大人の目線で、未来に向けて無限の可能性を持って輝く子どもたちを健やかに、心豊かに育

てられる「高崎」をつくるための方針として「こども都市宣言」が定められている。 

 

◎ こども都市宣言（全文） 

 

この「こども都市宣言」は、高崎市の大人たちが協力して、子育てや子育て支援に取り組み、

子どもたちが安心して暮らしていけるようなまち、子どもと子育てに優しいまちをつくってい

こうとする決意を表明したもので、高崎市が中核市となった平成２３年４月に宣言したもので

ある。 

高崎市では、子どもたち自らがその健やかな成長を誓った「こども憲章」を、家庭や地域社

会全体で支えていくことの決意を表した「こども都市宣言」で包み込む、全国でも類を見ない

子ども・子育て支援環境づくりを進めている。 

また、子どもは、社会の希望であり、未来をつくる力であり、この子どもたち一人ひとりが

かけがえのない個性ある存在として認められ、「こども憲章」での誓いを胸に健やかに成長し、

「子どもの最善の利益」が実現できる社会を目指し、保護者は、子育てについての第一義的責

任を有するという基本認識のもとに、子育ての感動とそれを通じた親としての成長に喜びや生

きがいを実感できるよう、さらに地域社会は保護者に寄り添い、保護者が自己肯定感を持ちな

がら子どもと向き合える環境を整え、「こども都市宣言」の決意を実践する社会の構築に取り組

んでいる。 

 

 

 

 

 

 

明日の高崎、そして世界を担うのは、子どもたちです。 

市民が育て、守ってきた伝統や精神、自然環境を受け継ぎ、子どもたち一人 

ひとりが、たくましく心豊かに成長することは、わたしたち高崎市民の願いです。 

この願いを実現するために、わたしたちは安心して子どもを産み育てることが 

できるまちづくりに取り組み、子どもの人権を尊重し、子どもたちが様々な可能性に 

挑戦できる社会をつくっていきます。 

高崎市民がともに力を合わせ、大きな心で子どもを見守り、家庭、学校をはじめ地域社

会全体で子どもを育てていくことを決意し、ここに「こどもをはぐくむ都市高崎」を宣言

します。 

すべての子どもがあらゆる可能性にチャレンジすることができ、 

子育ての喜びを、親として、家庭で、地域社会全体で 

感じることができる支えあいのまちづくり 
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２. 基本的視点 

「子どもの最善の利益」を実現するための支えあいのまちづくりを進めていくため、本計画

では、基本理念に基づき、「子ども」、「保護者」そして「地域・子育て支援関係者」の３者の立

場、視点からの方向性・目標を設定し、それぞれの権利や役割を明確にした子育て支援施策の

推進に取り組んでいる。 

以下、本計画における基本的視点である、「１.子どもの視点からの方向性、２.保護者の視点

からの方向性、３.地域・子育て支援関係者の視点からの方向性」を記載する。 

 

基本的視点１ 子どもの視点からの方向性 

○ あらゆる可能性にチャレンジできるサポート体制の構築 

子どもは、社会の希望であり、未来をつくる力です。 

その子どもたち一人ひとりがかけがいのない個性ある存在として認められ、自己肯定感を

もって育まれるためには成長や発達の段階に応じた適切な支援や質の高い教育・保育の提供

は不可欠です。 

本市の子どもたちが、たくましく、力強く成長し、明日の高崎、そして世界を担っていく

存在としてあらゆる可能性にチャレンジできるサポート体制の構築を進めていきます。 

 

基本的視点２ 保護者の視点からの方向性 

○ 子育てに喜びや生きがいを感じながら自らの成長をも実感し楽しむことができる支援体

制の充実 

保護者が子育てにおける第一義的な責任を果たし、子育ての権利を享受するとともに義務

を果たすことができるよう、地域や社会が保護者に寄り添い、子育てに対する不安、孤立感

を和らげ、また妊娠・出産期からの切れ目のない支援を行うことで、保護者が自己肯定感を

持ちながら子どもと向き合えることができる環境を整え、親としての成長の支援も実現し、

子どもの成長と子育ての喜びを感じることができる支援体制の充実を図ります。 

 

基本的視点３ 地域・子育て支援関係者の視点からの方向性 

○ 地域社会のすべての人たちが親子の成長を支え、見守り、共に喜びを分かち合える社会の

構築 

地域社会のあらゆる分野の構成員が、未来の社会を創造し、担う存在であるすべての子ど

もたちが健やかに成長できる社会の構築という目標を共有し、それぞれの知識や経験を最大

限に活かした役割を果たし、地域の子どもの成長と、また親が親として成長していく姿を温

かく見守りともに喜びを分かち合いながら、子どもの最善の利益が実現できる支えあいのま

ちづくりを進めていきます。 
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３. 施策の体系 

「子ども」「保護者」「地域・子育て支援関係者」それぞれの基本的な視点からの方向性・目

標を実現するための施策を展開するため、基本的な目標を設定し、具体的な施策を実施してい

る。なお、計画期間中に追加となった基本施策について、一部修正し記載している。 
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子どもの視点

からの方向性

１

あらゆる可能性にチャレ

ンジできるサポート体制の

構築

(1)子どもの健やかな成長を

支援する体制づくり

①乳幼児健診、保健指導等の充実

②小児医療体制及び保健医療サービスの充実

③食育の推進

④子どもの生きる力の育成

⑤相談支援体制の充実

(2)特別な支援が必要な子ども

への支援の充実

①障害のある子どもへの支援体制の充実

②発達に不安のある子どものサポート体制の推進

③情報提供の推進

(3)安全・安心な子どもの成

長に配慮した環境の整備

①児童館・児童センターの充実

②図書館、公民館などを活用した学習環境の充実

③公園、運動場等の充実

(4)良質な教育や保育を受け

ることができる環境の整備

①幼児期の教育・保育環境の基盤整備の充実

②学校施設及び放課後児童クラブの整備・充実

保護者の視点

からの方向性

２

子育てに喜びや生きがいを

感じながら自らの成長をも

実感し楽しむことができる

支援体制の充実

(1)安心して子どもを産み育

てることができる環境づく

り

①妊娠・出産期の支援の充実

②産後の支援の充実

③相談支援体制の充実

④情報提供の推進

⑤経済的負担の軽減

(2)仕事と子育ての両立支援

①多様な保育ニーズに対する支援の充実

②待機児童を出さないための施策の推進

③放課後児童健全育成事業の推進

④就労に関する情報提供の推進

⑤男女共同参画の推進

(3)ひとり親への支援

①日常生活支援の充実

②自立のための就労支援等の充実

地域・子育て支援関係者の

視点からの方向性

３

地域社会のすべての人たち

が親子の成長を支え、

見守り、共に喜びを

分かち合える社会の構築

(1)地域の子育て支援体制の

強化

①相談・支援体制の強化

②ボランティア・NPO等との連携及び活動支援の

推進

(2)児童虐待防止対策の充実

①児童虐待防止への意識の醸成及び通告、連絡

体制の整備の充実

②関係機関との連携体制の強化

(3)子育て支援事業に従事す

る人たちへの支援体制の充

実

①保育所（園）・幼稚園・認定こども園

への支援の強化

②放課後児童クラブ関係者への支援の推進

す
べ
て
の
子
ど
も
が
あ
ら
ゆ
る
可
能
性
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
こ
と
が
で
き
、
子
育
て
の
喜
び
を
、 

親
と
し
て
、
家
庭
で
、
地
域
社
会
全
体
で
感
じ
る
こ
と
が
で
き
る
支
え
あ
い
の
ま
ち
づ
く
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【基本理念】【基本的視点】  【基本目標】    【基本施策】 

◎施策の体系図 
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第４ 取り組んでゆく施策  

１．あらゆる可能性にチャレンジできるサポート体制の構築 

（１） 子どもの健やかな成長を支援する体制づくり 

子どもたちが未来を担うたくましい存在として成長する過程における基礎形成として、心

と身体の健やかな成長は最も重要であることから、子どもたちが心身ともに健やかに成長し、

将来様々な可能性にチャレンジすることができる体制の充実を図っている。 

 

① 乳幼児健診、保健指導等の充実 

高崎市の母子保健事業は、国の『健やか親子２１（第２次）』に基づいて実施している。

子どもの成長や発達段階に応じたきめ細かな健康診査を実施し、健やかな成長を見守り、

支援している。また、保護者に対する保健指導体制を充実し、育児不安等の軽減を図って

いる。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 股関節脱臼検診の実施 
満２〜３か月児を対象に各保健センターにおい
て集団健康診査を実施します。 

健康課 

２ 
乳幼児健康診査（委託）
の推進 

３～４か月児を対象とする３か月児健康診査、９
～１０か月を対象とする９か月児健康診査は、市
内委託医療機関において個別に実施します。 

健康課 

３ 
乳幼児健康診査（集団）
の実施 

１歳６か月児を対象とする１歳６か月児健康診
査、３歳児を対象とする３歳児健康診査は、各保
健センターにおいて集団で実施します。 

健康課 

４ 
２歳児個別歯科健康診
査の実施 

２歳３か月～２歳６か月児を対象に、市内委託医
療機関において個別歯科健康診査を実施します。 

健康課 

５ あかちゃん学級の推進 
４～５か月になる赤ちゃんを対象に、育児や離乳
食についての相談を行います。 

健康課 

６ すくすく相談 
７〜８か月になる赤ちゃんを対象に、歯や離乳
食、育児についての相談を行います。 

健康課 

７ 個別保健指導 

保護者の育児不安の解消のため、乳幼児健診等を
活用し、個別に育児相談や必要な保健指導を実施
します。また的確に対応できる支援体制を整備し
ます。 

健康課 

８ 離乳食教室 

７か月になる第一子をもつ保護者を対象に、離乳
食講話、歯科講話を実施し、適切な離乳や児の成
長に合った適切な口腔ケアを行うことができる
よう支援します。 

健康課 

 

② 小児医療体制及び保健医療サービスの充実 

夜間や休日に急に病気になった場合の体制の強化や法律等で定期予防接種とされている

もののほか、任意接種となっているものに対しても一部公費負担を行うなど病状の重症化

等の予防に努めている。 

また、インフルエンザ等感染症の予防、拡大防止対策を進めている。 
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NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 夜間休日急病診療所 
夜間等に急病になったときなどのために、高崎市
夜間休日急病診療所において、内科と小児科の診
療を実施します。 

保健医療総務
課 

２ 休日当番医 
日曜・祝日・年末年始に、内科・小児科・外科・
整形外科・婦人科・耳鼻咽喉科・眼科の休日当番
診療を実施します。 

保健医療総務
課 

３ 小児救急医療体制整備 
子どもが急な発熱などをおこした場合、いち早く
市内の病院で治療を受けられるよう、２４時間 
３６５日の小児救急医療体制を整備します。 

保健医療総務
課 

４ 定期予防接種の実施 

感染の恐れのある疾病の発生及び蔓延を予防す
るために、予防接種を行うとともに公衆衛生の向
上及び健康増進に寄与することを目的として実
施します。 
（Ｂ型肝炎・ロタウイルス・小児用肺炎球菌・四
種混合・ヒブ・ＢＣＧ・麻しん風しん混合・水痘・
日本脳炎・二種混合・ＨＰＶ（子宮頸がん、女子
のみ）） 
なお、第２期計画策定時に計画されていなかった
ロタウイルスは令和２年１０月、ＨＰＶは令和５
年４月から定期予防接種を開始しています。 

保健予防課 

５ 
任意予防接種（一部公
費負担）の実施 

乳幼児のおたふくかぜ（流行性耳下腺炎）におい
て、一部公費負担を実施します。 

保健予防課 

６ 
特別の理由により免疫
が消失した子どもの再
接種費用の助成 

骨髄移植を受けた等の特別な理由により免疫が
消失し、過去に接種済みの定期の予防接種の効果
が期待できないと医師に判断された場合、再接種
の費用を助成します。定期予防接種のうちＢＣＧ
は４歳未満、小児用肺炎球菌は６歳未満、ヒブは
１０歳未満、四種混合は１５歳未満とし、その他
の予防接種については２０歳に達するまでとし
ます。 

保健予防課 

７ 

インフルエンザ、ノロ
ウイルス等感染症の予
防啓発、情報の発信、
指導等。手洗いチェッ
カー貸出事業 

感染症発生動向調査や予防啓発、情報発信等を実
施し、必要に応じて指導を実施します。感染症予
防の基本である手洗いについて、手洗いチェッカ
ーを貸し出します。 

保健予防課 

８ 
小児慢性特定疾病医療
費の支給 

１８歳未満（継続の場合は２０歳まで）の小児慢
性特定疾病にかかっている児童等に対し、医療費
支給認定を受けることにより、医療費の一部を助
成します。 

保健予防課 

９ 
小児慢性特定疾病医療
費等特別助成 

８の対象者が支払った自己負担額に相当する額、
８の基準を満たさない者のうち市で独自に定め
る基準を満たす児童等に対する医療費の一部、８
の認定に必要な医療意見書等の作成費用や通院
費を助成します。ただし、福祉医療の対象となる
ものは除きます。 
なお、令和２年４月から８の対象者のうち重症認
定患者と人工呼吸器装着者について、家族と外出
する際の交通費等の一部を助成しています。 

保健予防課 
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③ 食育の推進 

「食」に関する正しい知識を身に付け、成長・発達段階における適切な食事の摂り方や

食習慣の定着などの実践により心身の健やかな成長に寄与する取組みを進めている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
高崎市食育推進計画に
基づく事業の推進 

「高崎市第３次食育推進計画」に基づき、食育施
策を総合的かつ計画的に推進します。 

健康課 

２ 
保育所・認定こども園・
幼稚園での食育の推進 

保育所・認定こども園・幼稚園では、子どもたち
が食に関して正しい知識、習慣が身につけられる
ように、各園において、実情に合わせた「食育指
導計画」を作成し、行事や調理体験など子ども参
加型の取組みを通して、食育を推進します。 

保育課 
健康教育課 

３ 
小中学校での学校給食
の充実及び食育教育の
充実 

家庭科の授業や特別活動等において、栄養や食生
活についての知識理解を深め、正しい食習慣を養
います。また学校給食や学校保健委員会等を通じ
て家庭と連携し、食育を推進します。 

健康教育課 

 

④ 子どもの生きる力の育成 

子どもたちが未来を創る力として健やかに成長する過程において、身体の成長・健康と

ともに、知・徳・体のバランスのとれた生きる力を養うことは非常に重要であり、確かな

学力の向上、豊かな人間性の育成、心身の健康と体力の向上を柱として、生涯学び続け、

心豊かにたくましく生きぬく子どもの育成に取り組んでいる。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 確かな学力向上の支援 

一人ひとりの子どもの自己実現に向け、基礎・基
本の確実な習得と、自ら学び考え行動する力の育
成を目指して、各教科等の指導において、子ども
にわかりやすい授業づくりを実践します。また、
少人数指導やティームティーチングを充実させ、
個に応じたきめ細かな指導の充実を図ります。 

学校教育課 

２ 
豊かな人間性育成の支
援 

温かい人間関係づくりを基盤にすえ、自らを律し
つつ、他人とともに協調し、他人を思いやる心や
感動する心が育つよう、道徳教育や特別活動、小
学生を対象とした自然体験活動や中学生を対象と
したやるベンチャーウィークなどの体験活動の充
実を図ります。 

学校教育課 

３ 
心身の健康と体力の向
上への支援 

自分の健康に関心をもち、自らすすんで健康なか
らだをつくる子どもを育成するため、保健・体
育・食育を相互に関連付けた三位一体の健康教育
を推進するとともに、家庭・地域と連携した健康
に対する自己管理能力の育成を図ります。 

健康教育課 
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⑤ 相談支援体制の充実 

様々な事情により日常的に負担を抱えている子どもに対し、子どもが子どもらしく過ご

せるための支援の充実を図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
ヤングケアラーＳＯＳ
サービス事業 

家事やきょうだいの世話、家族の介護等を日常的
に行っている小学生から高校生までの子ども「ヤ
ングケアラー」を対象に、１日２時間、週２日を
上限にサポーターを無料で派遣し、生活における
負担の軽減を図ります。 
なお、第２期計画策定時に行われていなかった事
業であり令和４年９月から開始しています。 

学校教育課 

 

（２） 特別な支援が必要な子どもへの支援の充実 

障害や発達の遅れ等の特性の有無に関わらず、すべての子どもがかけがいのない個性ある

存在として認められ、一人ひとりの可能性を最大限に伸ばすことができる環境の整備はとて

も大切であることから、特別な支援が必要な子どもにとっても最善の利益を実現できる支援

体制の充実を図っている。 

 

① 障害のある子どもへの支援体制の充実 

障害のある子どもが家庭や地域社会で適切な支援を受け、自立した生活を送ることがで

きるよう、支援の充実を図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
高崎市障害者福祉計画
に基づく事業の推進 

「高崎市障害者福祉計画」に基づき、積極的に障
害者福祉施策を推進します。 

障害福祉課 

２ 
児童発達支援事業の充
実 

療育の必要がある未就学児を対象に、質の高い日
常生活における基本的な動作の指導、知識技能の
付与、集団生活への適応訓練などを行う児童発達
支援事業の充実・向上を図ります。 

障害福祉課 

３ 
放課後等デイサービス
事業の充実 

療育の必要がある就学している児童生徒を対象
に、授業の終了後又は休業日に、質の高い生活能
力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促
進などを行う放課後等デイサービス事業の充実・
向上を図ります。 

障害福祉課 

４ 
保育所等訪問支援事業
の充実 

保育所等を訪問し、障害児に対して、障害児以外
の児童との集団生活への適応の為の質の高い専
門的な支援その他必要な支援を行う保育所等訪
問支援事業の充実・向上を図ります。 

障害福祉課 

５ 
障害児相談支援事業の
充実 

１８歳未満の障害のある子どもの療育に関する
相談支援を実施し、療養施設に通うための質の高
い障害児支援利用計画を作成し、関係機関との連
絡調整等を行う障害児相談支援事業の充実・向上
を図ります。 

障害福祉課 
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６ 
障害者支援ＳＯＳセン
ターばる～んにおける
相談・支援の充実 

年齢や障害の種類、状況を問わず、障害に関する
不安や悩み事、心配事をワンストップで受け付
け、対応の助言や関係部署、関係機関へつなぐこ
とにより、障害のある人やその家族などへの支援
を行います。 

障害福祉課 

７ 
特別児童扶養手当の支
給 

精神又は身体に重い障害のある児童（２０歳未
満）について、手当を支給することにより、児童
の福祉の増進を図ります。 

こども家庭課 

８ 障害児福祉手当の支給 
在宅で常時介護を必要とする重度の障害児に対
して手当を支給します。 

障害福祉課 

９ 福祉医療費助成の実施 

一定の障害を有し、世帯の所得が一定の基準額の
範囲内の方に対して、医療費の自己負担金を助成
することにより医療費の負担を軽減し、健康管理
の向上及び福祉の増進を図ります。 
なお、第２期計画策定時に行われていなかった重
度心身障害者の所得基準を令和５年８月から導
入しています。 

保険年金課 

１０ 育成医療の実施 
１８歳未満の障害児に対して、障害の軽減などの
ために医療費の助成を行います。 

障害福祉課 

 

② 発達に不安のある子どものサポート体制の推進 

発達に不安や特性のある子どもを総合的にサポートし、乳幼児期から学齢期まで一貫し

た支援を行うことにより子どもたちが将来自立し社会参加するために必要な力を培える体

制づくりを進めている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 個別相談の充実 

心理士、保健師、教諭、保育士、言語聴覚士、作
業療法士等専門職による個別相談を随時実施し、
発達に不安のある子どもとその保護者の相談に
応じ、子育ての不安の軽減を図ると共に、関係機
関と連携しながら総合的に支援していきます。 

こども発達支
援センター 

２ 
保育所（園）・認定こ
ども園・幼稚園等巡回
相談の推進 

保育所（園）・認定こども園・幼稚園の集団生活
の中で保護者・保育士・教諭等の何らかの気付き
を適切な支援につなげていくために心理士、保健
師、教諭等のスタッフによる巡回相談を行い、支
援します。 

こども発達支
援センター 
保育課 
学校教育課 

３ 学校訪問相談の充実 

小・中学校の集団生活の中で保護者・教職員等の
何らかの気付きを適切な支援につなげていくた
めに心理士、保健師、教諭等のスタッフによる訪
問相談を行い、支援します。 

こども発達支
援センター 
学校教育課 

４ 
乳幼児発達相談「にこ
にこるーむ」 

各保健センターを会場に作業療法士による乳幼
児の発達相談を行い、保護者と子どもが安心して
日常生活を過ごせるよう支援します。 

こども発達支
援センター 
健康課 
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５ 
ペアレントトレーニン
グ 

親が子どもの行動変容における心理やパターン
を理解・分析し、問題行動を適切な対応で減少す
ることのできる技術を獲得することを目的とし、
ペアレントトレーニングを実施します。 

こども発達支
援センター 

６ 
気になる子への支援の
推進 

発達の遅れや、常同行動など他の子と少し違う行
動が見られるなど、いわゆる気になる子に対し、
保育所・認定こども園・幼稚園などで手厚い支援
を受けられる体制づくりを図ります。 

保育課 
教職員課 

 

③ 情報提供の推進 

障害のある子どもが家庭や地域社会で適切な支援を受け、自立した生活を送ることがで

きるよう、情報提供の推進に努めている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
事業所や市ＨＰでの情
報提供の推進 

障害児相談支援事業所や障害者支援ＳＯＳセン
ターでの相談体制の充実、市ＨＰにて最新情報の
掲載などを実施します。 

 
障害福祉課 

 

（３） 安全・安心な子どもの成長に配慮した環境の整備 

子どもたちが成長の段階に応じて、のびのびと思いっきり身体を動かしたり、ゆっくりと

保護者とともに過ごすことができる施設等の子育て環境の充実は、子どもの心身の発育に大

きな影響を及ぼすことから、子どもたちが安心して遊び、過ごすことができる環境の整備に

努めている。 

 

① 児童館・児童センターの充実 

子どもの遊びを通して、健康の増進や情操を高めることを目的とした児童館・児童セン

ターで、天候に左右されず子どもたちがのびのびと遊ぶことができる環境整備の充実を図

っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
児童館・児童センター
の充実 

地域の子育て拠点として、健全な遊びを与えると
ともに異年齢交流の場を提供します。 

こども家庭課 

２ 
民間児童センターへの
支援の充実 

異年齢交流の場として利用できるように、民間の
児童センターへのバックアップを行います。 

こども家庭課 

 

② 図書館、公民館などを活用した学習環境の充実 

子どもの発達に応じた絵本などの充実や読み聞かせの会の開催など、親子で利用しやす

い開かれた図書館の環境づくりを目指している。 

また、公民館図書室の充実、開放を進めるほか、子育て支援講座等を開催し、子どもも

保護者も共に学ぶことができる環境づくりを進めている。 
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NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
子ども向け絵本の充実
及び保護者への情報提
供 

子育て中の親及び子どもに対する読書を通じた
親子のふれあいの支援のため、絵本の充実や紹介
に努めるとともに、子ども向け図書の貸し出しを
促進します。 

図書館 
中央公民館 

２ 読み聞かせの会の推進 
子育て中の親及び子どもに対する読書を通じた
親子のふれあいの支援を目的とした読み聞かせ
活動を促進します。 

社会教育課 
図書館 
中央公民館 

３ 
ブックスタート事業と
の連携の強化 

ブックスタート事業は、赤ちゃんと保護者が絵本
を通じて親子のふれあいや絆を深めるきっかけ
づくりを目的とした子育て支援事業です。事業の
実施において、図書館や公民館図書室との連携強
化を図ります。 

こども家庭課 
図書館 
中央公民館 

４ 
子育て支援講座等の充
実 

子育てやしつけなどの家庭教育の在り方を見つ
め直してもらうため、より多くの親に働きかけ、
家庭教育について考える機会を提供することに
より、家庭の教育力の向上を図ります。 

社会教育課 
中央公民館 

５ 子ども図書館の整備 
子どもたちが豊かな創造性や健やかな成長を育
む場として、高崎駅東口の都市集客施設内に、子
ども図書館を整備します。 

市街地整備課 
図書館 

 

③ 公園、運動場等の充実 

近年、子どもの健康増進だけでなく豊かな人間性を形成するために、子どもの体力や運

動能力を培うことの大切さが言われている。子どもの成長の段階に応じた遊びや運動が安

心してできる、心身の健康を増進できる環境整備を進めている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
公園・緑地のユニバー
サルデザイン化 

公園出入り口や園路などの段差解消や水飲みな
ど、バリアフリーに対応した施設整備を進め、子
どもから高齢者まで誰もが利用しやすいユニバ
ーサルデザインに配慮した公園及び緑地を整備
します。 

公園緑地課 

２ 公園の整備 

公園は、遊びの場やスポーツ・レクリエーション
の場、自然や緑とふれあう場など、様々役割を担
っていることから、子どもたちが安全・安心に利
用できる魅力ある公園づくりに取り組んでいき
ます。 

公園緑地課 

３ 体育施設の整備 
子どもからお年寄りまで、市民が各種のスポーツ
活動に参加できるよう、市民ニーズを踏まえた整
備を推進します。 

スポーツ課 

 

 

 



26 

 

 

（４） 良質な教育や保育を受けることができる環境の整備 

幼稚園、保育所や認定こども園、また小中学校や放課後児童クラブは、子どもたちのそれ

ぞれの成長・発達段階に応じた教育・保育を提供する必要があることから、それぞれの施設

や設備、運営上の面において、量的にも質的にも良好な環境の整備に努めている。 

 

① 幼児期の教育・保育環境の基盤整備の充実 

幼児期における学校教育や保育に対するニーズを捉えた必要な整備を進めている。 

また、既存の認定こども園や認定こども園に移行する幼稚園、保育所に対し、必要な支

援を行うとともに、利用者のニーズを踏まえ、適切に普及・促進を図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
教育・保育施設に対す
る必要な基盤整備 

教育・保育施設に対する必要な基盤整備を実施す
るとともに、認定こども園に移行する施設に対し
ても、適切に対応します。 

保育課 
教職員課 

 

② 学校施設及び放課後児童クラブの整備・充実 

小・中学校教育環境や放課後児童健全育成事業の充実を図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
安心して学ぶことがで
きる教育環境の整備 

子どもたちが学校で安心して学習ができるよう、
防犯・防災に対する体制の整備・充実に引き続き
取り組んでいきます。 

教育総務課 

２ 
放課後児童クラブに対
する必要な環境整備 

保護者の就労等により放課後に保育が必要な児
童が安心して過ごせるように、空き家及び学校の
余裕教室の活用や、必要な施設の整備など、地域
の実状に応じて適切に対応します。 

こども家庭課 
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２．子育てに喜びや生きがいを感じながら自らの成長をも実感し楽しむことができる支援体制の

充実 

（１） 安心して子どもを産み育てることができる環境づくり 

核家族化や地域のつながりの希薄化、さらには就労形態の多様化などにより、出産や育児

に対し悩みや不安を抱えている人たちが増加している現状を踏まえ、様々な角度からその不

安を和らげ、安心して出産、育児ができる環境の整備に取り組んでいる。 

 

① 妊娠・出産期の支援の充実 

子どもが欲しいという希望や出産期の様々な不安に対して適切な援助や支援を行い、安

心して妊娠・出産・育児ができる体制の充実を図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
一般不妊治療費助成事
業の実施 

子どもを授かりたいと願い不妊治療を行う人の
負担軽減を図ります。 

健康課 

２ 
不妊に悩む方への特定
治療支援事業の実施 

特定不妊治療（体外受精又は顕微授精）を行って
いる夫婦の経済的な負担を軽減し、その治療に要
する医療費の一部を助成し支援を行います。 
なお、不妊治療の保険適用化に伴い、生殖補助医
療費助成事業を実施しています。 

健康課 

３ 
不育症治療費助成事業
の実施 

不育症に悩む夫婦の経済的負担を軽減するため、
その検査、治療に要する医療費の一部を助成し、
支援を行います。 

健康課 

４ 妊婦健康診査の充実 
妊娠中の異常の早期発見に努め、適切な保健指導
や治療の推進を図ることを目的に、妊婦一般健康
診査の助成を行います。 

健康課 

５ 
妊婦個別歯科健康診査
の実施 

かかりつけ医による、妊娠中の歯科健康診査・歯
科保健指導を受けることで、う歯や歯周病の治
療・予防を目指します。 

健康課 

６ 
マタニティレッスン 
・プレパパママ教室の
実施 

妊娠、分娩、育児、妊娠・授乳期の食事と栄養に
ついての知識普及と交流会等を実施します。 

健康課 

７ 
おなかの赤ちゃんをみ
んなで守る事業の推進 

母子健康手帳交付時に「マタニティ車用ステッカ
ー」を、全妊婦に配布し、地域であたたかく気遣
い、妊婦を見守ります。 

健康課 

８ 
多胎妊婦健康診査費助
成の実施 

多胎児の妊婦は、単胎児の妊婦にくらべ、健康診
査の回数が多くなります。このため、１４枚交付
している「妊婦健康診査受診票」を超えた分の費
用の一部について助成を行います。 

健康課 

９ 
新生児聴覚検査費助成
の実施 

聴覚障害を早期に発見し、適切な支援を講じるた
めに有効とされる、新生児聴覚検査費用の一部を
助成します。 

健康課 
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１０ 
子育てＳＯＳサービス
事業の実施 

妊娠中の人や乳幼児の保護者の心と身体にかか
る負担軽減のため、ヘルパーを派遣して家事等を
援助し、安心して育児や日常生活を営めるよう支
援します。 

保育課 

１１ 
がん患者等妊孕性温存
治療費等助成事業の実
施 

将来的な妊娠や出産への希望を残すため、がん等
の治療開始前に行う妊孕性温存治療及び凍結保
存の維持に要する費用の一部を助成し、支援を行
います。 
なお、第２期計画策定時に行われていなかった事
業であり令和２年４月から開始しています。 

健康課 

１２ 
新生児難病検査等費用
助成の実施 

都道府県と政令都市が公費検査として新生児に
実施している先天性代謝異常等（２０疾病）の検
査があるが、公費検査以外（９疾病）は、任意検
査となり費用は自己負担になっている。また、こ
の任意検査で病気が発見されても治療できる施
設や専門医が限られているとの課題があるため、
高崎市では、この「検査費用の助成」と「通院費
の特別助成」を実施します。 
なお、第２期計画策定時に行われていなかった事
業であり令和５年１０月から開始しています。 

健康課 

１３ 
初回産科受診料助成事
業の実施 

本市の全ての妊婦に対して、初回産科受診料助成
金を交付することで妊婦の経済的負担を軽減し、
適切な時期の産科初診につなげるとともに、出
産・子育て応援交付金による伴走型相談支援事業
と一体的に実施することにより、両事業を効果的
に推進することを目的として実施します。 
なお、第２期計画策定時に行われていなかった事
業であり令和５年６月から開始しています。 

健康課 

１４ 
出産・子育て応援事業
の実施 

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育て
できるよう、妊娠期から出産・子育てまで一貫し
て身近で相談に応じ、様々なニーズに即した必要
な支援につなぐ伴走型相談支援の充実を図ると
ともに、妊娠の届出や出生の届出を行った妊婦・
子育て世帯等に対し、出産育児関連用品の購入費
助成や子育て支援サービスの利用負担軽減を図
る出産・子育て応援給付金を一体的に実施しま
す。 
なお、第２期計画策定時に行われていなかった事
業であり令和５年１月から開始しています。 

健康課 

１５ 
出産入院費用支援の実
施 

正常分娩による出産で、国内の産科・産婦人科・
助産所等に入院した産婦を対象に出産入院費用
を助成します。 
なお、第２期計画策定時に行われていなかった事
業であり令和５年７月から開始しています。 

健康課 

１６ 
母子手帳アプリの利活
用（子育てアプリ） 

電子母子手帳や予防接種のスケジュール管理機
能、母子教室関係の予約等に活用し、高崎市の子
育て支援情報を継続的に発信し、妊娠期から子育
て期に至るまで切れ目のない子育て支援の充実
を図ります。 
なお、第２期計画策定時に行われていなかった事
業であり令和５年４月から開始しています。 

健康課 
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② 産後の支援の充実 

出産後の保護者は、大きな精神的・身体的な不安や負担を感じ、また核家族化などを背

景として近くに助けを求めることができる親族や知人がいない現状が多くある。 

産後の支援は、子どもだけでなく保護者の心身の健康を支えていくことが大切であり、

こうした支援の充実を図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
子育てＳＯＳサービス
事業の実施（再掲） 

妊娠中の人や乳幼児の保護者の心と身体にかか
る負担軽減のため、ヘルパーを派遣して家事等を
援助し、安心して育児や日常生活を営めるよう支
援します。 

保育課 

２ 
産婦個別歯科健康診査
の実施 

かかりつけ医による、産後の歯科健康診査・歯科
保健指導を受けることで、う歯や歯周病の治療・
予防を目指します。 

健康課 

３ 産後ケア事業の実施 

産後の心身共に不安定な時期に、家族等から援助
が受けられない母子等に対して、心身のケアや育
児のサポートを行い、育児不安の解消や虐待の予
防を図ります。 
なお、第２期計画策定時に行われていなかった事
業であり令和２年４月から開始しています。 

健康課 

４ 産婦健康診査の実施 

産後うつの予防や新生児の虐待予防等を図るた
め、産婦の健康診査を実施し、心身状態を確認す
るとともに、産後初期段階における支援を強化
し、安心して育児が行える環境を整えます。 
なお、第２期計画策定時に行われていなかった事
業であり令和２年４月から開始しています。 

健康課 

 

③ 相談支援体制の充実 

核家族化や地域のつながりの希薄化などにより、近隣に相談ができる親族や知人がいな

いため、孤立感を感じている保護者が増加している。 

こうした保護者の不安や孤立感を和らげるための訪問による相談や、個別相談など相談

支援体制の充実を図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
助産師・保健師・栄養
士による訪問指導の推
進 

育児上の困難や不安を感じることが最も多い新
生児期に家庭を訪問し、発育・生活環境等につい
て助言し、育児不安の相談に応じ、安心して育児
を行えるよう指導を行い、推進します。 
なお、令和２年４月から栄養士も参加していま
す。 

健康課 
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２ 
母子等保健推進員活動
の推進（通称母

ぼ

推
すい

さん） 

市長から委嘱を受けた地域の役員が、市と子育て
家庭をつなぐ活動をしています。乳児家庭全戸訪
問事業（こんにちは赤ちゃん事業）と１歳児訪問
では、乳幼児のいる家庭に伺い、健診等のお知ら
せや育児の悩みについて一緒に考えます。 
市は、活動内容の周知や研修等の実施により、地
域住民の健康と福祉の増進に寄与する母子等保
健推進員の活動を支援します。 

健康課 

３ 

母子等保健推進員によ
る乳児家庭全戸訪問事
業（こんにちは赤ちゃ
ん事業）の推進 

生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪
問し、育児に関する不安や悩みを聞き、必要に応
じて市保健師につなげるなど、子育て支援に関す
る情報提供等を行います。 

健康課 

４ 家庭児童相談の充実 

子育てに悩んでいる人、悩みを相談する人が近く
にいない人、不安のある人、母子生活支援施設へ
の入所相談等、家庭児童に関する各種相談の充実
を図ります。 

こども救援セ
ンター 

５ 
子どもの発達相談の充
実 

個別相談や保育所・認定こども園・幼稚園への巡
回相談、学校訪問等で支援を必要とする子どもや
その保護者、及び保育士、教諭等の支援の充実を
図ります。 

こども発達支
援センター 

６ 子育て相談の実施 

子育てなんでもセンターは、子育て支援の拠点施
設として、子育て中や妊娠中の人が、１か所で
様々な相談ができ、必要な支援が受けられる体制
を整えます。 
母子等健康相談、子どもの発達面の相談、教育相
談等を行います。 

子育てなんで
もセンター 

 

④ 情報提供の推進 

生活スタイルの多様化や子育て観の変化などにより求められる子育て情報は多種多様で

あり、またインターネット等の普及により簡単に情報を手にすることが可能となった反面、

情報があふれ真に必要とする情報の判断に苦慮することも見受けられることから、保護者

それぞれの環境や立場によって必要な情報を伝えたり、いつでも情報を手に入れることが

できる環境づくりを進めている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ ぴよぴよ広場の実施 

出生体重１,５００ｇ未満の児を対象に、低出生
体重児の発育発達に合わせた育児についての情
報提供を図り、家庭での療育を支援するととも
に、当事者同士の交流の場を確保し、相互に支え
あう力を育成することを目的にしています。 

健康課 

２ 
保育所等入所案内等の
配布 

保育所・認定こども園（保育部分）入所案内は広
報高崎や市のＨＰでの周知を行うほか、保育課・
各支所保育担当課又は各施設において配布を行
います。 
また、幼稚園・認定こども園（教育部分）に関す
る資料等も関連部署の窓口に設置及び配布を行
います。 

保育課 
教職員課 
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３ 
子育て応援ブックの作
成・配布 

出産や子育てに関する各種サービスや相談窓口
をわかりやすく掲載した情報誌を作成し、母子手
帳交付時などに配布します。 

こども家庭課 

４ 
子育て応援情報サイト 
『ちゃいたか』の充実 

子どもや子育てに関する情報を集めたポータル
サイトとして、子育て中や子育てに関わっている
人たちに対し、わかりやすく情報提供し、子育て
に対する不安や悩みを軽減、解消できるよう充実
を図ります。 

こども家庭課 

５ 
「すくいく」たかさき
子育てサークル団体情
報誌の作成・配布 

子育てサークル団体に関する情報を分かりやす
く掲載し、作成・配布します。 

社会教育課 

６ 
生涯学習情報サイト 
「まなびネットたかさ
き」の充実 

市内各社会教育施設で実施する子育て支援講座
の紹介、子育てサークル情報、家庭教育に関わる
講師の紹介をします。 

社会教育課 

７ 就園相談の実施 
子育てなんでもセンターにおいて、保育所・認定
こども園・幼稚園の情報提供・相談を行います。
各園の園長等が輪番で相談を受け付けます。 

子育てなんで
もセンター 

 

⑤ 経済的負担の軽減 

子どもを希望する多くの夫婦が積極的に子どもを産む選択ができない主な理由として

「子育てにお金がかかりすぎる」といった経済的理由が全体の約８割を占めている。 

若年層の雇用環境は、非正規雇用割合の上昇等、厳しい状況にあることを踏まえ、法に

基づく手当等の給付とともに市独自の施策による経済的負担の軽減に努めている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 児童手当の支給 

中学卒業までの児童を養育している者に、子育て
家庭の生活を安定させ、生活の質が高まるよう支
援するため、経済的負担の一部を支給します。 
なお、令和６年１０月から制度改正により高校生
年代までを対象としています。 

こども家庭課 

２ 
福祉医療費助成（中学
校３年生まで）の実施 

中学校３年生まで（１５歳到達後最初の３月３１
日まで）の子どもに対する医療費の助成制度で、
医療に係る自己負担金を助成することにより、健
康管理の向上及び福祉の増進を図ります。 
なお、令和５年４月から対象年齢を高校生世代ま
で（１８歳到達後最後の３月３１日まで）対象を
広げています。 

保険年金課 

３ 
幼児教育･保育の無償
化の実施 

保育所・認定こども園・幼稚園等を利用する３歳
から５歳の全ての子どもについて、少子化対策を
目的に保護者の経済的負担を軽減するため、保育
料の無償化を実施します。 

保育課 
教職員課 
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４ 
第３子目以降保育料無
料化の実施 

保育所・認定こども園（保育部分）の３歳未満児
及び放課後児童クラブにおいて児童の属する世
帯が子どもを３人以上扶養している場合、申請に
より第３子目以降に該当する入所児童の保育料
の無料化を実施します。 
令和６年４月から手続き簡素化のため、申請が必
要なくなりました。 

保育課 
こども家庭課 

５ 
第３子目以降副食費無
償化の実施 

保護者が負担している副食費について、無償化の
対象となる子どものうち、子どもの属する世帯が
子どもを３人以上扶養している場合、第３子目以
降に該当する子どもの副食費の無償化を実施し
ます。 

保育課 
教職員課 

６ 
実費徴収に係る補足給
付事業の実施 

一定の所得以下の世帯や第３子目以降の子ども
がいる世帯等を対象に、保護者が教育・保育施設
に支払うべき食事の提供に要する費用や日用品、
文具などの購入等に要する費用の一部を助成し
ます。 

保育課 
教職員課 

 

（２） 仕事と子育ての両立支援 

出産を機に仕事をやめる女性の割合は減少しているものの、実際に仕事をやめた女性の約

４分の１が、仕事を続けたかったが、仕事と育児の両立が難しいという理由で仕事をやめて

いる。 

就労形態の多様化や共働き家庭の増加など、多様な子育て支援ニーズを的確に捉え、仕事

と子育ての両立を図ることができる環境づくりを進めている。 

 

① 多様な保育ニーズに対する支援の充実 

働きたくても子どもを預ける保育所・認定こども園がないため就労をあきらめている待

機児童の問題が全国で発生している現状や、様々な就労形態による保育ニーズの多様化な

どの社会的な情勢を踏まえ、仕事を理由に出産・育児をあきらめることのないよう、同時

に出産・育児を理由に就労をあきらめることがないような支援体制の充実を図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 保育所等の施設の充実 
保育所等の入所申込状況等を踏まえながら、待機
児童が発生しないように施設の充実を図ります。 

保育課 

２ 延長保育事業の充実 
保護者からの保育ニーズに対応するため、通常の
開所時間を延長して保育の充実を図ります。 

保育課 

３ 休日保育事業の充実 
保護者の就労等で休日の保育が必要になった場
合の保育の充実を図ります。 

保育課 

４ 一時預かり事業の充実 

育児疲れによる保護者の心理的・身体的負担軽
減、保護者の疾病や災害等により家庭での保育が
困難となる場合に、一時的な保育の充実を図りま
す。 

保育課 
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５ 
幼稚園・認定こども園
での一時預かり事業の
充実 

保護者の就労等の事由による保育ニーズに対応
するため、幼稚園及び認定こども園の在園児（１
号認定子ども）を主な対象とした一時預かり事業
の充実を図ります。 

教職員課 
保育課 

６ 
病児・病後児保育の充
実 

病気の発症時や回復期の子どもで、保護者の就労
等の理由により、保護者が保育できない場合に、
子どもを預かる事業で、実施施設の充実を図りま
す。 
なお、令和６年２月からスマートフォンで２４時
間予約できるオンラインシステムを運用し、利用
者の利便性向上も図っています。 

保育課 

７ 子育て支援センターの
充実 

市内１４の保育所・認定こども園、群馬福祉会館
において、子育てに関する不安や疑問についての
相談を受けたり､地域の保育情報の提供や活動状
況の紹介などを行っています。 
それぞれの実施場所で工夫しながら遊び場を提
供し､親子､親同士､子ども同士のコミュニケーシ
ョンづくりや子育てサークル活動などのお手伝
いをしながら、地域での子どもの成長の見守り、
子育て支援ができるよう機能の充実を図ります。 

保育課 

８ ファミリー・サポート・
センター事業の充実 

地域において子育ての援助を受けたい人と行い
たい人が会員となり、子育ての相互援助活動を行
うことにより、安心してゆとりある子育てができ
る環境づくりを目指す活動を実施しています。 
依頼・援助のコーディネートなどの支援体制や事
業の周知等を引き続き充実させ、利用の促進を推
進します。 

保育課 

９ 交流・プレイルーム事
業の実施 

子育てなんでもセンターにおいて、子育て中の人
がお互いに情報交換できる交流の場や子どもた
ちの遊びの場を提供し、安心して子どもを産み、
育てることができるよう事業の充実を図ります。 

子育てなんで
もセンター 

１０ 託児ルーム事業の実施 

子育てなんでもセンターにおいて、子育て中のリ
フレッシュ（映画鑑賞や観劇、買い物、美容院）
等、どんな時でも気軽に利用できる託児ルーム事
業を実施します。 
運営は、保育所などを運営する若手経営者で組織
されたＮＰＯ法人に委託をし、保育士の資格を持
つスタッフが常勤します。 
なお、令和３年１０月から群馬支所内にも託児ル
ームを開設し、本事業を実施しています。 

子育てなんで
もセンター 
保育課 

 

② 待機児童を出さないための施策の推進 

保育所等の定員増に伴う増築等必要な施設整備を継続して実施するほか、保育士の確保

を進めるための高崎市独自の補助制度を推進している。 

さらに、今後も需要が見込まれる保育ニーズに対応するため、保育士資格取得者が働き

やすい環境の整備に努めている。 
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NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
保育所等への施設整備
補助の充実 

定員増に伴い増築等が必要な保育所等に対する
財政支援の充実に努めます。 

保育課 

２ 
保育所等入所待機児童
解消補助制度の推進 

年度途中でも保育所等に入所することができる
よう、必要な保育士の人件費の一部に対する補助
制度の推進を図ります。 

保育課 

３ 
保育士資格取得（予定）
者等に対する施設見学
の実施 

保育士資格の取得を目指す学生や一度保育士を
経験したが子育て等によりブランクのあった
方々等を対象として、実際の保育所等の見学や先
輩保育士との懇談により資格取得後等に保育士
として働くことに希望が持てるよう、必要な取り
組みを実施します。 

保育課 

４ 保育士確保事業の実施 

潜在的な保育士不足が見受けられる中、需要が見
込まれる保育ニーズに対応するため、人材派遣会
社等を通じて保育士確保に努めます。 
なお、令和５年度には子育てなんでもセンター内
に就労支援などを行う総合窓口を設置し、さらに
保育士等への家賃補助を実施することで、保育士
等の人材不足の解消に努めています。 

保育課 

 

③ 放課後児童健全育成事業の推進 

保護者の就労等により放課後に保育が必要な児童に適切な遊びや生活の場を提供し、そ

の健全育成を図る放課後児童健全育成事業を推進し、すでに実施している高学年の更なる

受け入れの促進や、必要に応じて施設整備を行うなど事業の充実を図ることで、仕事と子

育ての両立に寄与している。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
放課後児童クラブの運
営に対する支援の推進 

放課後児童クラブに対するハード面、ソフト面の
支援を継続して実施し、地域の実情に応じた適切
な取り組みを行います。 

こども家庭課 

 

④ 就労に関する情報提供の推進 

高崎市が行う就労に関する事業のほか、ハローワークや群馬県が実施する就労支援事業

との連携・協力を推進していくとともに、出産等により仕事をやめた人たちなどの再就職

支援のため、情報提供に努めている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 市民就業相談の実施 
就職・就労に関する悩みや相談に対し、就労支援
や職業訓練などの各種支援機関の案内に努めま
す。 

産業政策課 

２ ハローワークとの連携 

子育て中の人の再就職を支援するため、求人情報
の提供や就職面接会などハローワークと連携し、
一人でも多くの人を就職につなげていけるよう
努めます。 

公共職業安定
所 
産業政策課 
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３ 就労相談の実施 

子育てなんでもセンターにおいて、出産、子育て
を機に離職した人の再就職に向けた支援、子育て
と仕事の両立などに関する相談、ハローワークと
連携した求人情報の提供を行います。 
毎週水曜日はハローワークが、火曜日から金曜日
はキャリアコンサルタントの資格を持つスタッ
フが、相談を受け付けます。 

子育てなんで
もセンター 

 

⑤ 男女共同参画の推進 

固定的な性別役割分担意識の解消を進め、男女がよきパートナーとしてともに責任を担

い、性別にかかわらず一人ひとりの個性や能力を十分に発揮できる社会の充実を図ってい

る。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
高崎市男女共同参画計
画に基づく事業の推進 

「高崎市第４次男女共同参画計画」に基づき、男
女共同参画社会の形成に関する事業を推進しま
す。 

人権男女共同
参画課 

２ 
ＤＶ相談及び男女共同
参画相談の充実 

配偶者等からの暴力や、男女の日常生活で生じる
問題などの相談に応じ、必要な支援を行います。 

人権男女共同
参画課 

３ 
仕事と生活の調和（ワ
ーク・ライフ・バラン
ス）の推進 

仕事と生活との調和の普及を図るため、男性も主
体的に子育てや家事に関わることができるよう
な講座の開催や、育児・介護休業の取得しやすい
職場環境づくりに向けた啓発に努めます。 

人権男女共同
参画課 

 

（３） ひとり親への支援 

様々な理由によりひとり親となった家庭は、経済的な困窮、就労における課題、子どもの

養育の状況など、様々な問題を抱えている家庭の割合が高く、その子どもの成長の過程にお

いてその夢や希望をあきらめなければならないことがある。 

これらに対応するため、ひとり親家庭の保護者の負担軽減や、子どもがそれぞれの成長段

階で夢や希望の実現に向けチャレンジできる支援を進めている。 

 

① 日常生活支援の充実 

ひとり親家庭が抱える経済的・精神的な困難に対する支援を行い、日常生活の安定を図

りながら自立に向けた支援の充実を図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 児童扶養手当の支給 

父母の離婚等により、父又は母と生計を同じくし
ていない児童を対象に、育成される家庭の生活の
安定と自立を助け、児童の福祉の増進を図るた
め、手当を支給します。 

こども家庭課 
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２ 
ひとり親家庭等への医
療費助成の実施 

ひとり親家庭で１９歳未満（１８歳到達後最初の
３月３１日まで）の児童とその扶養者に対して医
療費の自己負担分を助成する制度で、医療費の負
担を軽減し、健康管理の向上及び福祉の増進を図
ります。 

保険年金課 

３ 
ひとり親家庭児童入学
（卒業）祝金の支給 

ひとり親家庭の児童が小学校に入学する場合、又
はひとり親家庭の児童が中学校を卒業する場合、
保護者の方に入学（卒業）祝金を支給します。 

こども家庭課 

４ 

子育て短期支援事業
（ショートステイ・ト
ワイライトステイ）の
推進 

保護者が疾病や仕事等の社会的な事由により、家
庭において子どもを養育することが一時的に困
難になった場合、児童福祉施設等で一時的に養育
をします。 

こども救援セ
ンター 

５ 
未婚のひとり親に対す
る寡婦（夫）のみなし
適用 

税法上、寡婦（夫）控除を受けられない婚姻歴の
ないひとり親に対し、寡婦（夫）控除等をみなし
適用し、負担軽減を図ります。申請に基づき認定
された場合は、寡婦（夫）控除が適用されたもの
として使用料等を算定します。 
なお、令和３年度分より、地方税法等の一部改正
により「ひとり親控除」が創設されたため、当該
みなし適用が廃止となりました。 

こども家庭課 

 

② 自立のための就労支援等の充実 

ひとり親家庭の保護者がよりよい収入や雇用条件で就労することができるようにするた

めの援助や、子どもの学費や事業開始のための資金の貸付等を行うことによってひとり親

家庭の自立の推進を図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
高等職業訓練促進給付
金等事業の推進 

母子家庭の母又は父子家庭の父の自立促進を図
るため、促進費及び一時金を支給し、生活の安定
に資する資格の取得を支援します。 

こども家庭課 

２ 
自立支援教育訓練給付
金事業の推進 

母子家庭の母又は父子家庭の父の職業能力開発
を支援し、ひとり親家庭の自立促進を図るために
訓練給付金を支給し、母子・父子家庭の自立を推
進します。 

こども家庭課 

３ 
高卒認定試験合格支援
給付金の充実 

高等学校を卒業していないひとり親家庭の親及
び、その子どもが高等学校卒業程度認定試験の合
格を目指す場合に、対策講座の授業費用の一部を
補助し、ひとり親家庭の親及び、その子どもの学
びなおしを支援します。 

こども家庭課 

４ 
母子父子寡婦福祉資金
貸付金の充実 

母子家庭、父子家庭及び寡婦の経済的自立と児童
の福祉を増進するための貸付の充実を図ります。 

こども家庭課 

５ 
母子・父子自立支援員
による相談体制の充実 

母子・父子自立支援員を配置し、母子・父子家庭
等の自立に向けた総合的な支援、相談の充実を図
ります。 

こども家庭課 
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３．地域社会のすべての人たちが親子の成長を支え、見守り、共に喜びを分かち合える社会の構

築 

（１） 地域の子育て支援体制の強化 

様々な社会的要因を背景に地域のつながりの希薄化とともに地域の子育て力の低下が懸

念されているが、子育て中の保護者が子育てに不安や孤立感を持つことがなくなるようにす

るには地域の支援や見守りが不可欠である。 

そのため、行政による支援の強化とともに、地域の人たちによる子育てに対する見守りを

強化し、地域社会全体の子育て支援体制の充実を図っている。 

 

① 相談・支援体制の強化 

出産や子育てに対する相談や指導体制の充実を図るとともに、地域に出ることを躊躇し

ている保護者には訪問による相談等を行い、子育ての不安を取り除く体制を強化している。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
健康課保健師等による
相談指導等の充実 

妊産婦・新生児を対象に家庭訪問をし、疾病予防
と育児不安等の軽減のために必要な保健指導、助
言を行い、また健（検）診等で発達や養育に不安
のある母子を対象に、養育指導と不安解消のため
の相談を受け付けます。 

健康課 

２ 
母子等保健推進員活動
の推進（通称母

ぼ

推
すい

さん） 
（再掲） 

市長から委嘱を受けた地域の役員が、市と子育て
家庭をつなぐ活動をしています。乳児家庭全戸訪
問事業（こんにちは赤ちゃん事業）と１歳児訪問
では、乳幼児のいる家庭に伺い、健診等のお知ら
せや育児の悩みについて一緒に考えます。 
市は、活動内容の周知や研修等の実施により、地
域住民の健康と福祉の増進に寄与する母子等保
健推進員の活動を支援します。 

健康課 

３ 
乳幼児健康診査未受診
者対策の強化 

乳幼児健康診査未受診者をもらさず受診勧奨を
行い、もれなく発育・発達の確認を行います。 

健康課 

４ 
養育支援等必要な訪問
支援の実施 

子育てに不安を抱えていたり、さまざまな理由に
より子どもの養育に支援を必要としている家庭
等に対して、専門職員や保健師等が訪問を行い、
保護者の育児不安の軽減や定期的な訪問支援等
を行うことにより、養育力の向上や児童虐待等の
未然防止を図ります。 

こども救援セ
ンター 
健康課 
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５ 
子育て世代包括支援セ
ンター事業 

保健センター６か所とこども家庭課（子育てなん
でもセンター）、こども救援センターにおいて以
下の業務を推進します。 
■全ての妊産婦・乳幼児・保護者等、子育て世代
を対象として、安心して妊娠・出産・子育てがで
きるよう、関係各機関と連携調整を行い、地域・
関係各機関へ子育て情報等の発信に努めます。 
■母子健康手帳交付時に保健師・助産師が行う面
談の機会を活用し、必要な情報の把握と相談に応
じ、適切な関係機関・支援を紹介するなどして、
妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援を
行います。 

健康課 
こども家庭課 
子育てなんで
もセンター 
こども救援セ
ンター 

 

② ボランティア・ＮＰＯ等との連携及び活動支援の推進 

子どもたちの健やかな成長の支援には、保護者や事業者、行政だけでなく地域で活躍す

るボランティアの方々やＮＰＯ・子育て支援団体等の協働が不可欠であることから、ボラ

ンティアやＮＰＯ等との連携・協力体制を進めていくとともに、これらの方々が活動しや

すい環境の整備及び支援の充実を図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
ファミリー・サポート・ 
センター事業の会員へ
の支援 

地域における子育て援助の担い手であるファミ
リー・サポート・センター事業の「まかせて会員」
になりやすい環境の整備と、その支援の充実を図
ります。 

保育課 

２ 
ブックスタート事業の
推進 

赤ちゃんと保護者が絵本を通じて、親子のふれあ
いや絆を深めるきっかけづくりを目的としたブ
ックスタート事業を地域の読み聞かせボランテ
ィアへ委託し、協働で推進します。 

こども家庭課 

３ 
こども基金助成事業の
充実 

主体的に子育て支援活動を行う団体を対象とし
て、高崎市こども基金からその活動費の一部を助
成することで、子育て支援活動の支援の充実を図
ります。 

こども家庭課 

４ 
『ちゃいたか』サポー
ターの活動支援の充実 

子育て応援情報サイト「ちゃいたか」では、市民
ボランティアの「ちゃいたかサポーター」が子育
て等の情報を発信します。 
新規サポーターへの全３回の研修やサポーター
会議等を開催し、活動支援の充実を図ります。 

こども家庭課 

 

（２） 児童虐待防止対策の充実 

高崎市においても児童虐待相談・対応件数が増加する中、こども救援センターでは、虐待

対応の迅速化ときめ細やかな支援を行うため、専門職の配置も含めた体制の強化を図ってい

る。 

また、地域の見守りや関係機関との更なる連携により、虐待の早期発見・早期対応と未然

防止に努めている。 
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① 児童虐待防止への意識の醸成及び通告、連絡体制の整備の充実 

児童虐待の未然防止、早期発見には地域住民からの通告や連絡などが不可欠であり、虐

待の可能性があると感じた場合は、すぐに関係機関等へ通告する意識の醸成を図ると同時

に、通告をしやすく、受けやすい環境整備の充実を図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
相談・訪問支援体制の
強化 

適切な児童家庭相談援助活動、虐待通告があった
場合等の迅速な対応とその後の適切な支援体制
を強化します。 

こども救援セ
ンター 

２ 
２４時間電話受付体制
の実施 

２４時間電話相談等窓口を開設し、児童虐待通告
や相談等の受付体制の充実を図ります。 

こども救援セ
ンター 

３ 
オレンジリボン児童虐
待防止推進キャンペー
ンの実施 

毎年１１月は、国が推進する児童虐待防止推進月
間です。期間中は研修会を開催するなど、児童虐
待防止に向けた啓発活動を実施します。 

こども救援セ
ンター 

 

② 関係機関との連携体制の強化 

通告があった場合の迅速な対応や情報共有には、日頃からの緊密な連携体制が重要とな

ることから、ケースに応じた迅速かつ適切な対応をとることができる連携体制の強化に努

めている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
群馬県児童相談所等関
係機関との連携・情報
共有体制の充実 

児童福祉機関や保健医療機関、教育機関等の関係
機関による連携を強化し、ケース会議等での情報
共有や必要に応じた緊急会議を開催します。 

こども救援セ
ンター 

２ 

高崎市こどもを守る地
域協議会（要保護児童
対策地域協議会）の充
実及び強化 

要保護児童の早期発見や適正な保護又は要支援
児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るた
めに設置され、各関係機関との連携・協力を確保
しながら、要保護児童等に対する総合的な支援を
実施します。 

こども救援セ
ンター 

 

（３） 子育て支援事業に従事する人たちへの支援体制の充実 

子どもや子育て支援において保育所・認定こども園・幼稚園は地域の中核的な役割を担う

施設であり、また放課後児童クラブもその必要性・重要性が高まっている。 

こうした施設に対する質的・量的な支援の充実を図り、保護者や子どもたちが安心して利

用できる環境づくりを進めている。 

 

① 保育所・幼稚園・認定こども園への支援の強化 

共働き世帯の増加などにより、乳幼児の保育ニーズは今後も一定の増加が見込まれてお

り、子育てをしながら仕事との両立を図ることの環境整備には、保育施設のソフト・ハー

ドのいずれの充実も不可欠であることから、保育施設との緊密な連携、協力体制の整備及

び支援の充実を図っている。 
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また、高崎市の幼児教育の充実には、教育施設と市との密接な関係を構築していくこと

が必要であり、保育施設の支援と同様、教育施設に対する支援の充実も図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
保育所等の環境整備に
対する財政支援の充実 

保育ニーズに対応するための施設整備や、途中入
所が可能となるような運営に対して、財政支援を
実施するなど保育所等における環境整備に努め
ます。 

保育課 

２ 
私立幼稚園の運営に対
する支援の実施 

私立幼稚園の教育の振興及びその経営の健全化
を支援するため、運営費の一部に対する補助を実
施します。 

教職員課 

３ 
認定こども園移行施設
に対する支援の実施 

認定こども園に移行する施設に対し、円滑に移行
ができるよう、適切な支援を行います。 

保育課 
教職員課 

 

② 放課後児童クラブ関係者への支援の推進 

共働き家庭の増加などにより、放課後児童クラブの充実は緊急の課題であり、質・量と

もにその充実が望まれており、子どもたちが実りのある放課後を過ごすために、放課後児

童クラブ関係者との連携、協力体制を推進し、その環境整備や支援の強化を図っている。 

 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

１ 
放課後児童支援員等を
対象とした研修会の実
施 

設備及び運営に関する基準を定めた条例でも、事
業者が支援員等の資質向上のための研修会を確
保しなければならないことが定められているた
め、職員の知識及び技術の向上が図れるよう、県
と連携しながら各種研修会の実施に努めます。 

こども家庭課 
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◎ 基本的視点における事業等一覧 

基本的 
視点 

基本目標 基本施策 事業名等 

１ 

子
ど
も
の
視
点
か
ら
の
方
向
性 

（1）子どもの健
やかな成長を支
援する体制づく
り 

①乳幼児健診、保健指導
等の充実 

股関節脱臼検診の実施 

乳幼児健康診査（委託）の推進 

乳幼児健康診査（集団）の実施 

２歳児個別歯科健康診査の実施 

あかちゃん学級の推進 

すくすく相談 

個別保健指導 

離乳食教室 

②小児医療体制及び保健
医療サービスの充実 

夜間休日急病診療所 

休日当番医 

小児救急医療体制整備 

定期予防接種の実施 

任意予防接種（一部公費負担）の実施 

特別の理由により免疫が消失した子ど
もの再接種費用の助成 

インフルエンザ、ノロウイルス等感染症
の予防啓発、情報の発信、指導等。手洗
いチェッカー貸出事業 

小児慢性特定疾病医療費の支給 

小児慢性特定疾病医療費等特別助成 

③食育の推進 

高崎市食育推進計画に基づく事業の推
進 

保育所・認定こども園・幼稚園での食育
の推進 
小中学校での学校給食の充実及び食育
教育の充実 

④子どもの生きる力の育
成 

確かな学力向上の支援 

豊かな人間性育成の支援 

心身の健康と体力の向上への支援 

⑤相談支援体制の充実 ヤングケアラーＳＯＳサービス事業 

（2）特別な支
援が必要な子
どもへの支援
の充実 

①障害のある子どもへの
支援体制の充実 

高崎市障害者福祉計画に基づく事業の
推進 

児童発達支援事業の充実 

放課後等デイサービス事業の充実 

保育所等訪問支援事業の充実 

障害児相談支援事業の充実 

障害者支援ＳＯＳセンターばる～んに
おける相談・支援の充実 

特別児童扶養手当の支給 

障害児福祉手当の支給 

福祉医療費助成の実施 

育成医療の実施 
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②発達に不安のある子ど
ものサポート体制の推進 

個別相談の充実 

保育所・認定こども園・幼稚園等巡回相
談の推進 

学校訪問相談の充実 

乳幼児発達相談「にこにこるーむ」 

ペアレントトレーニング 

気になる子への支援の推進 

③情報提供の推進 
障害児相談支援事業所や障害者支援Ｓ
ＯＳセンターでの相談体制の充実、市Ｈ
Ｐにて最新情報の掲載など 

（3）安全・安心
な子どもの成
長に配慮した
環境の整備 

①児童館・児童センター
の充実 

児童館・児童センターの充実 

民間児童センターへの支援の充実 

②図書館、公民館などを
活用した学習環境の充実 

子ども向け絵本の充実及び保護者への
情報提供 

読み聞かせの会の推進 

ブックスタート事業との連携の強化 

子育て支援講座等の充実 

子ども図書館の整備 

③公園、運動場等の充実 

公園・緑地のユニバーサルデザイン化 

公園の整備 

体育施設の整備 

（4）良質な教
育や保育を受
けることがで
きる環境の整
備 

①幼児期の教育・保育環
境の基盤整備の充実 

教育・保育施設に対する必要な基盤整備 

②学校施設及び放課後児
童クラブの整備・充実 

安心して学ぶことができる教育環境の
整備 

放課後児童クラブに対する必要な環境
整備 

 

基本的 
視点 

基本目標 基本施策 事業名等 

２ 

保
護
者
の
視
点
か
ら
の
方
向
性 

（1）安心して
子どもを産み
育てることが
できる環境づ
くり 

①妊娠・出産期の支援の
充実 

一般不妊治療費助成事業の実施 

不妊に悩む方への特定治療支援事業の
実施 
なお、不妊治療の保険適用化に伴い、特
定不妊治療費助成制度は終了したが、生
殖補助医療費助成事業を実施している。 

不育症治療費助成事業の実施 

妊婦健康診査の充実 

妊婦個別歯科健康診査の実施 

マタニティレッスン・プレパパママ教室
の実施 

おなかの赤ちゃんをみんなで守る事業
の推進 

多胎妊婦健康診査費助成の実施 

新生児聴覚検査費助成の実施 

子育てＳＯＳサービス事業の実施 

がん患者等妊孕性温存治療費等助成事
業の実施 
なお、第２期計画策定時に行われていな
かった事業であり令和２年４月から開
始している。 
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新生児難病検査等費用助成の実施 
なお、第２期計画策定時に行われていな
かった事業であり令和５年１０月から
開始している。 
初回産科受診料助成事業の実施 
なお、第２期計画策定時に行われていな
かった事業であり令和５年６月から開
始している。 
出産・子育て応援事業の実施 
なお、第２期計画策定時に行われていな
かった事業であり令和５年１月から開
始している。 
出産入院費用支援の実施 
なお、第２期計画策定時に行われていな
かった事業であり令和５年７月から開
始している。 
母子手帳アプリの利活用（子育てアプ
リ） 
なお、第２期計画策定時に行われていな
かった事業であり令和５年４月から開
始している。 

②産後の支援の充実 

子育てＳＯＳサービス事業の実施（再
掲） 

産婦個別歯科健康診査の実施 

産後ケア事業の実施 
なお、第２期計画策定時に行われていな
かった事業であり令和２年４月から開
始している。 

産婦健康診査の実施 
なお、第２期計画策定時に行われていな
かった事業であり令和２年４月から開
始している。 

③相談支援体制の充実 

助産師・保健師・栄養士による訪問指導
の推進 
なお、令和２年４月から栄養士も参加し
ている。 

母子等保健推進員活動の推進（通称母推
さん） 

母子等保健推進員による乳児家庭全戸
訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）の
推進 

家庭児童相談の充実 

子どもの発達相談の充実 

子育てなんでもセンターでの子育て相
談の実施 

④情報提供の推進 

ぴよぴよ広場の実施 

保育所等入所案内等の配布 

子育て応援ブックの作成・配布 

子育て応援情報サイト『ちゃいたか』の
充実 

「すくいく」たかさき子育てサークル団
体情報誌の作成・配布 
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生涯学習情報サイト「まなびネットたか
さき」の充実 

子育てなんでもセンターでの就園相談
の実施 

⑤経済的負担の軽減 

児童手当の支給 
なお、令和６年１０月から制度改正によ
り高校生年代までを対象としている。 

福祉医療費助成（中学校３年生まで）の
実施 
なお、令和５年４月から対象年齢を高校
生世代まで（１８歳到達後最後の３月 
３１日まで）対象を広げている。 

幼児教育・保育の無償化の実施 

第３子目以降保育料無料化の実施 

第３子目以降副食費無償化の実施 

実費徴収に係る補足給付事業の実施 

（2）仕事と子
育ての両立支
援 

①多様な保育ニーズに対
する支援の充実 

保育所等の施設の充実 

延長保育事業の充実 

休日保育事業の充実 

一時預かり事業の充実 

幼稚園・認定こども園での一時預かり事
業の充実 

病児・病後児保育の充実 

子育て支援センターの充実 

ファミリー・サポート・センター事業の
充実 

子育てなんでもセンターでの交流・プレ
イルーム事業の実施 

子育てなんでもセンターでの託児ルー
ム事業の実施 

②待機児童を出さないた
めの施策の推進 

保育所等への施設整備補助の充実 

保育所等入所待機児童解消補助制度の
推進 

保育士資格取得（予定）者等に対する施
設見学の実施 

保育士確保事業の実施 

③放課後児童健全育成事
業の推進 

放課後児童クラブの運営に対する支援
の推進 

④就労に関する情報提供
の推進 

市民就業相談の実施 

ハローワークとの連携 

子育てなんでもセンターでの就労相談
の実施 

⑤男女共同参画の推進 

高崎市男女共同参画計画に基づく事業
の推進 

ＤＶ相談及び男女共同参画相談の充実 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ
ランス）の推進 
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（3）ひとり親
への支援 

①日常生活支援の充実 

児童扶養手当の支給 

ひとり親家庭等への医療費助成の実施 

ひとり親家庭児童入学（卒業）祝金の支
給 

子育て短期支援事業（ショートステイ・
トワイライトステイ）の推進 

未婚のひとり親に対する寡婦（夫）のみ
なし適用 
なお、令和３年度分より、地方税法等の
一部改正にされ「ひとり親控除」が創設
されたため、当該みなし適用が廃止とな
る。 

②自立のための就労支援
等の充実 

高等職業訓練促進給付金等事業の推進 

自立支援教育訓練給付金事業の推進 

高卒認定試験合格支援給付金の充実 

母子父子寡婦福祉資金貸付金の充実 

母子・父子自立支援員による相談体制の
充実 

 

基本的 
視点 

基本目標 基本施策 事業名等 

３ 

地
域
・
子
育
て
支
援
関
係
者
の
視
点
か
ら
の
方
向
性 

（1）地域の
子育て支援
体制の強化 

①相談・支援体制の強化 

健康課保健師等による相談指導等の充実 

母子等保健推進員活動の推進（通称母推
さん）（再掲） 

乳幼児健康診査未受診者対策の強化 

養育支援等必要な訪問支援の実施 

子育て世代包括支援センター事業 

②ボランティア・ＮＰＯ等
との連携及び活動支援の推
進 

ファミリー・サポート・センター事業の会
員への支援 

ブックスタート事業の推進 

こども基金助成事業の充実 

『ちゃいたか』サポーターの活動支援の
充実 

（2）児童虐
待防止対策
の充実 

①児童虐待防止への意識の
醸成及び通告、連絡体制の
整備の充実 

相談・訪問支援体制の強化 

２４時間電話受付体制の実施 

オレンジリボン児童虐待防止推進キャン
ペーンの実施 

②関係機関との連携体制の
強化 

群馬県児童相談所等関係機関との連携・
情報共有体制の充実 

高崎市こどもを守る地域協議会（要保護
児童対策地域協議会）の充実及び強化 

（3）子育て
支援事業に
従事する人
たちへの支
援体制の充
実 

①保育所・幼稚園・認定こ
ども園への支援の強化 

保育所等の環境整備に対する財政支援の
充実 

私立幼稚園の運営に対する支援の実施 

認定こども園移行施設に対する支援の実
施 

②放課後児童クラブ関係者
への支援の推進 

放課後児童支援員等を対象とした研修会
の実施 
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第５ 子ども・子育て支援事業の展開 

１． 子ども・子育て支援法に基づく量の見込み及び確保方策 

（１） 法に基づく量の見込み及び確保方策の趣旨 

法では、市町村は、基本指針に即して、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提

供体制の確保等に関する市町村子ども・子育て支援事業計画を定めることになっている。 

事業計画には、教育・保育等の現在の利用状況等を参考に教育・保育提供区域ごとに、５

年間の教育・保育等の必要利用定員総数（量の見込み・需要）と供給体制の確保の内容（確

保方策・供給）を具体的な数値目標として設定することとされている。 

高崎市においては、今後、さまざまな施策の実施により社会的な状況等の変化等も考えら

れ、将来の状況が不透明であることから現状での実績を参考に数値を設定することを基本と

している。 

また、本計画における教育・保育提供区域は、高崎市全域を１区域としている。 

 

（２） 量の見込み等の設定の対象となる事業 

区分 設定区分・事業名 内容・設定細目等 

教育・保育 

１号認定 ３～５歳：保育の必要性なし 

２号認定 ３～５歳：保育の必要性あり 

３号認定 
１・２歳：保育の必要性あり 

０歳：保育の必要性あり 

地域子ども・ 
子育て支援事業 

利用者支援事業 

時間外保育事業（延長保育事業） 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 

一時預かり事業 

幼稚園での一時預かり事業 

子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 

病児・病後児保育事業 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

妊婦健康診査 

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

養育支援訪問事業、こどもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

実費徴収に係る補足給付事業（※） 

（※） 実費徴収に係る補足給付事業については、量の見込み等を作成する事業の対象外。 
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（３） 児童数の推計 

量の見込み等の設定にあたり、計画期間内の児童数を推計している。 

児童数の推計にあたっては、人口動態の状況や出生数の推移等を踏まえて見込むこととさ

れている。高崎市の総人口は過去５年間ほぼ同水準を保っているものの、就学前（０～５歳）

児童数においてはこれまで減少傾向で推移しており、平成３１年４月１日現在１７,７９８

人で、１８，０００人を下回る状況となっている。 

そのため、本計画においては計画策定時の児童数の水準を基に、一定の割合で減少してい

くものとして推計している。 

 

（４） 量の見込みの算出 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みは、現在の利用状況や実績、潜

在的な利用希望を把握するために実施したニーズ調査により算出されたニーズ量等を総合

的に考慮し算出したものである。 

 

（５） 幼児期の学校教育・保育の量の見込み及び確保方策 

① 幼児期の学校教育・保育の基本的事項 

（ア）支給認定 

施設型給付の対象となる子どもは、法第１９条に定める支給要件に基づき、法第２０

条の規定により市の認定を受けることになる。 

認定区分の概要は次のとおりである。 

 

認定区分 対象となる子ども 給付の内容 対象施設・事業 

１号認定子ども 
満３歳以上で教育を希望する 
（保育の必要性がない）就学前 
の子ども 

教育標準時間 
幼稚園 
認定こども園 

２号認定子ども 
満３歳以上で保育を必要とする 
就学前の子ども 

保育短時間 
保育標準時間 

保育所 
認定こども園 

３号認定子ども 
満３歳未満で保育を必要とする 
就学前の子ども 

保育短時間 
保育標準時間 

保育所 
認定こども園 
小規模保育事業等 
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（イ）幼稚園及び保育所の入園・入所実績 

過去４年間の幼稚園及び保育所の入園・入所実績は次のとおりである。 

単位（人） 

区分・年齢 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童数 
３～５歳 ９,０７９  ８.８６６  ８,６３４  ８,２２６  

０～２歳 ８,２８５  ７,８５７  ７,５９５  ７,３８８  

幼稚園 

未移行 

３～５歳児 

５５２  ４９１  ４２７  ２３１  

１号 ２,８９６  ２.６７２  ２,４４６  ２,３５４  

計 
３,４４８  
（３８ .０％） 

３,１６３  
（３５ .７％） 

２,８７３  
（３３ .３％） 

２,５８５  
（３１ .４％） 

保育所 ３～５歳児 
５,４１９  
（５９.７％） 

５,４８０  
（６１ .８％） 

５,５１７  
（６３ .９％） 

５,４２５  
（６５ .９％） 

３～５歳児 合計 
８,８６７  
（９７ .７％） 

８,６４３  
（９７ .５％） 

８,３９０  
（９７ .２％） 

８,０１０  
（９７ .４％） 

幼稚園 

未移行 

０～２歳児
（満３歳児） 

９３  ７９  ７４  ５４  

１号 ３４８  ３８６  ３１７  ３３７  

計 
４４１  

（５ .３％） 
４６５  

（５ .９％） 
３９１  

（５ .１％） 
３９１  

（５ .３％） 

保育所 ０～２歳児 
４,２２１  
（５０.９％） 

４,２１９  
（５３ .７％） 

４,２４９  
（５５ .９％） 

４,３１７  
（５８ .４％） 

０～２歳児 合計 
４,６６２  
（５６ .３％） 

４,６８４  
（５９ .６％） 

４,６４０  
（６１ .１％） 

４,７０８  
（６３ .７％） 

※１ 児童数及び保育所の入所実績、幼稚園の入園実績は、各年度３月時点 
※２ 幼稚園には認定こども園（教育部分）を含む。保育所には認定こども園（保育部分）、

事業所内保育事業、小規模保育事業等含む。 
※３ （ ）内は、各年度の年齢区分別の児童数に対する入園・入所児童の割合 

 

３～５歳児の利用率実績は、ほぼ横ばいで、利用児童数は令和２年度実績から８５７

人減少しているが、利用を希望する児童については利用できている状況となっている。 

一方、０～２歳児の利用実績は、増加傾向にあり、利用児童数は令和２年度実績から

４６人増加し、約７．４ポイント増加している。 

 

② 幼児期の学校教育・保育の量の見込み 

（ア）１号認定及び２号認定の量の見込みの考え方 

１号認定及び２号認定の対象となる３～５歳児については、令和５年度の利用実績で

約９７．４％が幼稚園や保育所等を利用している状況である。 

今後もこの状況に大きな変化はないものと見込み、対象児童全員が幼稚園や保育所等

を利用することとして量の見込みを設定している。 
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（イ）３号認定の量の見込みの考え方 

３号認定の対象となる０～２歳児については、利用実績が増加傾向にあり女性の社会

進出による共働き家庭の増加や核家族化などの社会的な背景を考慮すると今後もこの傾

向は続くものと見込まれるが、将来的な展望は不透明な状況である。 

こうした状況を勘案し、本計画では３号認定の量の見込みを令和元年度の実績見込み

を踏まえた水準に設定している。なお、量の見込みの設定に関しては、計画策定時の見

込みであり、実際の利用状況や社会的動向等を踏まえ、適宜修正を行うとしている。 

 

③ 幼児期の学校教育・保育の量の確保方策 

幼児期の学校教育・保育の量の見込みに対する確保方策は、保育所、認定こども園の増

改築や新設、保育士確保施策、移行を希望する幼稚園の認定こども園化の推進による満３

歳児未満の受け入れ枠の拡大により対応可能と見込んでいる。 
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（６） 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保方策 

① 地域子ども・子育て支援事業の趣旨 

地域子ども・子育て支援事業は、法第５９条に規定された市町村が実施する事業で、地

域の実情に応じ、妊娠、出産から育児までの切れ目のない支援を総合的に実施している。 

 

② 地域子ども・子育て支援事業の概要及び量の見込み等の考え方 

地域子ども・子育て支援事業に規定される各事業の概要は、下記のとおりである。 

また、各事業の量の見込みは、現時点において、今後の見通しは不確定な要素が多いこ

とから、原則として各事業のこれまでの実績を基準として実利用人数が今後も同水準を保

つと見込み設定している。 

確保方策については、今後の情勢を見極めつつ、利用者の希望が増加すると見込まれた

場合には、速やかに実施体制を整えていくこととしている。 

 

（ア）利用者支援事業 

子ども又は保護者の身近な場所で、保育所・認定こども園・幼稚園等の教育・保育施

設や、一時預かり、病児・病後児保育事業など地域の子育て支援事業等の中から適切な

ものを選択し円滑に利用できるよう情報の集約や提供などを行うとともに、保護者から

の相談に応じ、必要な助言や関係機関との連絡調整等を行う事業である。 

高崎市では、保育課及び各支所窓口での保育所等の入所相談機能を充実させるととも

に、各保健センターにおいても妊娠･出産･育児に関する各種相談に対し、情報提供、助

言、指導を適切に行い、保護者からの相談に柔軟に応じていくことができるよう体制の

整備を進めている。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 

 令和２年度～令和６年度 

①量の見込み 
基本型・特定型 １か所 

母子保健型 ６か所 

②確保方策 
基本型・特定型 １か所 

母子保健型 ６か所 

②－① ０か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 
※ 基本型・特定型：主として、地域子育て支援拠点等身近な場所で日常的に利用でき、かつ相談 

機能を有する施設で実施 
※ 母子保健型：主として、保健センター等母子保健に関する相談機能を有する施設で実施 
※ 基本型・特定型は、総合相談･情報提供機関として保育課を、母子保健型は、総合保健センタ 

ー健康課、各保健センターを設定 

※ 利用実績を基本として設定するが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行う。 
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（イ）時間外保育事業（延長保育事業） 

保護者の就労形態の多様化や通勤時間の増加等に伴い、保育所の開所時間（１１時間）

を超える保育需要に対応するため、保育所において必要な保育を実施する事業である。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 

 令和２年度～令和６年度 

①量の見込み 概ね１,５００人 

②確保方策 概ね１,５００人 

②－① ０人 

実施箇所数 概ね３４か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 
※ 利用実績を基本として設定するが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行う。 

 

（ウ）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

共働き家庭など保護者が昼間家庭にいない児童に、専用施設や学校の余裕教室等など

で遊びや生活の場を提供し、その健全育成を図る事業である。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 

 令和２年度～令和６年度 

①量の見込み 

１年生 概ね１,１００人 

２年生 概ね１,０５０人 

３年生 概ね９００人 

４年生 概ね５８０人 

５年生 概ね３６０人 

６年生 概ね２１０人 

合計 概ね４,２００人 

②確保方策 概ね４,２００人 

②－① ０人 

実施箇所数 概ね９８か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 
※ 利用実績を基本として設定するが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行う。 
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（エ）地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 

小学校就学前の児童とその保護者が身近な場所で自由に利用し、親子同士の交流や

子育てについての情報の提供や育児に対する相談などを受け付ける子育て支援の拠点

となる施設を設置する事業である。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 

 令和２年度～令和６年度 

①量の見込み 概ね１０,０００人（延べ人数） 

②確保方策 概ね１０,０００人（延べ人数） 

②－① ０人 

実施箇所数 概ね１６か所 

※ 量の見込み等の数値は、各月度（単月度）の数量 
※ 利用実績を基本として設定するが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行う。 

 

（オ）一時預かり事業（幼稚園等での一時預かり事業含む） 

保護者の就労形態の多様化への対応などにより、通常の教育時間の前後や長期休業中

に、希望する児童を対象として幼稚園や認定こども園（教育部分）において実施する預

かり保育や、家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、

昼間、保育所や認定こども園において一時的に預かる事業である。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 

 令和２年度～令和６年度 

①量の見込み 
幼稚園等 概ね１１０,０００人（延べ人数） 

保育所等 概ね７,０００人（延べ人数） 

②確保方策 
幼稚園等 概ね１１０,０００人（延べ人数） 

保育所等 概ね７,０００人（延べ人数） 

②－① ０人 

実施箇所数 
幼稚園等 概ね６２か所 

保育所等 概ね１６か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 
※ 利用実績を基本として設定するが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行う。 
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（カ）子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 

ショートステイは、保護者が、疾病や仕事の都合など身体上、環境上の理由等により

児童の養育が困難となった場合に、児童福祉施設等で一定期間（原則として７日以内）

その児童を養育、保護する事業である。高崎市では、乳児院１か所、児童養護施設３か

所で実施している。 

また、トワイライトステイは、保護者が、仕事等で帰宅が夜間になる等の理由により

児童の養育が困難となった場合に、児童福祉施設等で一時的（夕方から概ね１０時ごろ

まで）にその児童を養育、保護する事業である。高崎市では、児童養護施設３か所で実

施している。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 

 令和２年度～令和６年度 

①量の見込み 
ショートステイ 概ね７０人（延べ人数） 

トワイライトステイ 概ね１０人（延べ人数） 

②確保方策 
ショートステイ 概ね７０人（延べ人数） 

トワイライトステイ 概ね１０人（延べ人数） 

②－① ０人 

実施箇所数 
ショートステイ 概ね４か所 

トワイライトステイ 概ね３か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 
※ 利用実績を基本として設定するが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行う。 

 

（キ）病児・病後児保育事業 

児童が発熱等の急な病気になった場合、病院や保育所等に付設された専用スペース等

において看護師等が一時的に保育する、又は、保育中に体調不良となった児童を保育所

等の医務室等において看護師等が緊急的な対応を行う事業である。高崎市では、病児対

応型が４か所、病後児対応型が１か所、体調不良時対応型が１１保育所等で実施してい

る。 

■ 量の見込み及び確保方策 

 令和２年度～令和６年度 

①量の見込み 概ね５,５００人（延べ人数） 

②確保方策 概ね５,５００人（延べ人数） 

②－① ０人 

実施箇所数 概ね１６か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 
※ 利用実績を基本として設定するが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行う。 
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（ク）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

児童の預かりや送迎などの援助を受けることを希望する者（依頼会員）と援助を行う

ことを希望する者（提供会員）との相互援助活動に関する連絡・調整を行う事業である。 

なお、病児・病後児の預かりや、早朝・夜間等の緊急時の預かり等が対象となる病児・ 

緊急対応強化事業も実施している。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 

 令和２年度～令和６年度 

①量の見込み 概ね１,５１０人（延べ人数） 

②
確
保
方
策 

一時預かり（未就学児） 概ね９００人（延べ人数） 

一時預かり（就学児） 概ね６００人（延べ人数） 

病児・緊急対応強化 概ね１０人（延べ人数） 

②－① ０人 

実施箇所数 １か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 
※ 利用実績を基本として設定するが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行う。 

 

（ケ）妊婦健康診査 

妊婦の健康管理の充実を図るため、健康状態の把握、検査計測、保健指導を実施する

とともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業である。高崎市

は、妊婦１人に対し妊婦一般健康診査受診票１４枚を配布して群馬県医師会委託産婦人

科等で実施している。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 

 令和２年度～令和６年度 

①量の見込み 概ね３３,０００人（延べ人数） 

②確保方策 

実施場所 

実施体制 

検査項目 

実施場所： 

群馬県医師会委託産婦人科等 

実施体制： 

健康課・各保健センターにて母子手帳交付時に配布 

検査項目： 

国の定める標準審査項目に群馬県医師会と協議し決定 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 
※ 利用実績を基本として設定するが、今後の状況等により適宜見直しを行う。 
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（コ）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、育児に関する不安や悩みを聞き、

相談に応じるほか、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握及び助言を行う事

業である。高崎市は、高崎市母子等保健推進協議会で実施している。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 

 令和２年度～令和６年度 

①量の見込み 概ね２,８００人（延べ人数） 

②確保方策 

実施体制 

実施機関 

実施体制：概ね５７０人 

実施機関：健康課・各保健センター 

委託団体：高崎市母子等保健推進協議会 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定するが、今後の状況等により適宜見直しを行う。 

 

（サ）養育支援訪問事業、こどもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能力を向上させ

るための支援（相談支援、育児・家事援助等）を行う事業である。 

また、こどもを守る地域ネットワークの機能強化を図るため、調整機関職員やネット

ワーク構成員（関係機関）の専門性の強化や、ネットワーク関係機関間の連携強化を図

る事業も実施している。高崎市は、こども救援センターや健康課等で必要な訪問や支援

を実施している。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 

 令和２年度～令和６年度 

①量の見込み 概ね５０人（実人数） 

②確保方策 

実施体制 
実施体制：こども救援センター・健康課等関連部署 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定するが、今後の状況等により適宜見直しを行う。 

 

（シ）実費徴収に係る補足給付事業 

子どもが教育・保育の提供をうけた場合に、保護者が支払うべき食事の提供に要する

費用（食材料費）や日用品、文具等の購入に要する費用、行事への参加に要する費用に

ついて、一定の所得以下の世帯、第３子目以降の子ども、低所得者で生計が困難である

世帯（生活保護法による被保護世帯）である場合にその費用の一部を助成する事業であ

る。  



 

57 

 

 

２． 高崎市独自の子ども・子育て支援等に関する施策の展開 

高崎市では法に定められた教育・保育や地域子ども・子育て支援事業による各施策を実施す

るだけでなく、高崎市の現状や地域のニーズに応じた子育て支援施策を展開していくほか、既

存の事業においても必要に応じ国などの基準を上回る事業を展開し、子ども・子育て支援の更

なる充実を図っている。 

 

（１） 幼児期の学校教育に対する支援施策 

幼児期の学校教育の中心的な施設である私立幼稚園は、子ども・子育て支援新制度の施行

に伴い、新制度の幼稚園に移行した園と移行していない園に分かれ、財政支援の仕組みが異

なる。高崎市では、財政支援の変更、認定こども園等への移行、幼児教育・保育の無償化な

ど、園からの相談、調整に対応するため、幼稚園担当の職員配置など、組織体制の支援によ

り、私立幼稚園との連携を強化している。 

幼稚園設置者に対しては運営費の一部について市単独で財政支援を行うなど、必要な財政

支援を実施している。保護者に対しては、幼稚園保育料の軽減、幼稚園就園奨励費の助成や

第３子目以降幼稚園保育料無料化を実施しているが、幼児教育・保育の無償化により保育料

は無償化されている。 

また、発達や発育の遅れ、常同行動など他の子と少し違う行動が見られるなどで幼稚園や

保育所等における気になる子が多くなっている現状に鑑み、幼稚園及び保育所等における気

になる子への支援を行い、教育・保育現場における負担軽減を図っている。 

 

《主な取り組み》 

・幼稚園運営費市単独補助金【継続】 

・気になる子対策【継続】 

・第３子目以降副食費無償化【新規】 等 

 

（２） 保育所、多様な保育ニーズ、子育て世代に対する支援施策 

子育て支援施策の充実において保育所等は今後も重要な役割を担っていくが、その支援と

して、全国に先駆けて実施した年度途中での入所に対応できるよう保育所が予め採用した保

育士に対する人件費の一部を補助する保育所入所待機解消支援事業補助金や特別な支援が

必要と思われる気になる子への支援、また、保育士確保対策の一環として、保育士の資格取

得を目指す学生や資格を持ちながら現在働いていない方などを対象とした保育所の見学会

などを引き続き実施するとともに、新たに人材派遣会社等を利用し保育士を確保した場合に

その経費の一部を補助する更なる支援も実施するなど、独自の支援策の強化に努めている。 

また、核家族の進展や就労形態の変化に伴う多様な保育ニーズに対応するため、高崎市独

自の運営に係る支援を実施し、病児・病後児保育事業や休日保育事業など様々な事業におい

て事業の充実を図り、必要とされる保育ニーズの確保に努めている。 

さらに、子育て世代に向けては、０から２歳の子どもの保育料の軽減措置や第３子目以降
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保育料の無料化、また第３子目以降の３歳以上の子どもの副食費を無償化するなどの経済的

負担軽減策を引き続き実施するとともに、子育てや仕事復帰への機会を支援するための育児

休業取得者の入所制限の撤廃や、特定の期日や期間を設けず、通年にわたり随時に入所の受

付を行う入所制度を実施している。 

 

《主な取り組み》 

・保育所保育料軽減措置【継続】 

・第３子目以降保育料無料化【継続】 

・第３子目以降副食費無償化【新規】 

・保育所入所待機解消支援事業補助金【継続】 

・保育士資格取得（予定）者施設見学推進事業【継続】 

・病児・病後児保育事業、休日保育事業等市単独補助金の交付【継続】 

・気になる子対策【継続】 

・保育士確保事業【新規】 

・育児休業取得者の入所制限の撤廃【新規】 

・保育所入所の通年化【新規】 

 

（３） 放課後児童健全育成事業に対する支援施策 

高崎市では、放課後児童健全育成事業の実施にあたり学校の協力のもと可能な限り敷地内

の専用施設の建設や余裕教室の活用など、児童の健全育成や安全に配慮した取り組みを実施

している。 

また、制度改正により新たに対象となった高学年児童についても、かねてからその受け入

れを実施している。 

高崎市の多くの放課後児童クラブは地域の方々を中心とした運営委員会への委託により

運営しているが、「地域の子どもは地域で育てる」の考え方の下、今後も地域住民の協力を

得ながら事業の充実を図っていくこととしているが、支援員の処遇改善など、国の動向等を

見極めながら状況に応じた柔軟な支援を実施していくこととしている。 

また、保護者への負担軽減として、第３子目以降の保育料無料化など、高崎市独自の施策

を実施している。 

 

《主な取り組み》 

・放課後児童クラブの運営に要する費用の市単独補助【継続】 

・高学年児童受け入れの推進【継続】 

・第３子目以降放課後児童クラブ保育料無料化【継続】  等 
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（４） その他の総合的な支援施策 

子育てに不安や孤立感を抱える保護者が増加する中、子育てに関する相談や支援をワンス

トップで行う子育てなんでもセンターをはじめとし、家事・育児に関する支援を行う子育て

ＳＯＳサービス事業の実施や、児童虐待相談や家庭児童相談をこども救援センターで行うこ

とにより、安心して子育てができる環境整備を推進している。子育て世代が高崎市で安心し

て子どもを産み育てるとともに、「高崎で子どもを産みたい」「子育てするなら高崎市」と実

感できるよう支援している。 

 

① 子育てなんでもセンター 

子育て支援の拠点として、子育て中や妊娠中の人が、１か所でいつでも気軽に様々な相

談ができ、必要な支援を受けられる体制を整えている。 

 

《主な取り組み》 

・子育て相談事業 

・交流・プレイルーム事業 

・就労相談事業 

・託児ルーム事業  等 

 

② 子育てＳＯＳサービス 

妊娠中の人や乳幼児の保護者の心と身体にかかる負担軽減のため、ヘルパーを派遣して

家事等を援助し、安心して育児や日常生活を営めるよう支援している。 

 

《主な取り組み》 

・家事支援 

・乳幼児の育児支援 

・子育て相談  等 

 

③ こども救援センター 

虐待が疑われる家庭への働きかけや、子育てや家庭に関する悩み相談を通じて、保護者

のニーズに合わせた支援を行っている。 

 

《主な取り組み》 

・家庭児童相談 

・児童虐待相談 

・女性相談  等 
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３． 幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び推進に関する体制の確保 

幼児期の学校教育と保育を一体的に提供する認定こども園は、幼稚園と保育所の機能を併せ

持ち、保護者の就労状況やその変化に対し、柔軟に子どもを受け入れられる施設であることな

どから、高崎市では、既存の幼稚園や保育所からの移行や新たな設置について、利用者のニー

ズや設置者の意向、施設・設備等の状況を踏まえて対応している。 
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第３章 監査結果について 

１ 監査対象事業の選定について 

監査対象事業の選定は、「子どもを産み、育てるなら高崎市」への取り組みをみるため、令和

５年度高崎市歳入歳出決算書の一般会計歳出の３款(民生費)２項(児童福祉費)及び母子父子寡

婦福祉資金貸付事業特別会計歳出の１款（事業費）１項（母子父子寡婦福祉資金貸付事業費）

のほか、たかさき子育て応援情報サイト「ちゃいたか」を対象とした。 

以下は監査の結果により、指摘又は意見の対象となった事業である。 

単位(千円) 

項目 事業名 決算額 

児童福祉総務費 ４，３３６，０６５ 

 こども家庭課経費 １２，８９１ 

保育課経費 １０７，０００ 

放課後児童健全育成事業 ９１７，８４４ 

私立保育所振興事業 １，０５５，３７４ 

こども救援センター事業 ７，４６５ 

地域子育て支援拠点事業 ９３，９９０ 

こども発達支援センター事業 １５，８８９ 

子育てなんでもセンター運営事業 ８０，７３９ 

子育てＳＯＳサービス事業 ３３，９２８ 

児童措置費 １７，４７６，５４７ 

 児童措置事業 １７，４７６，５４７ 

母子生活支援費 １２４，３７９ 

 母子家庭等自立支援事業 ６７，３９５ 

児童館費 ５３，８５９ 

 児童館運営事業 ５３，８５９ 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 １９，０６８ 

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業 １４，８７８ 
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２ 個別の事業について 

（１） 個別の事業について 

選定した監査対象事業については、事業区分と事業種別で分類した。 

事業区分については、国等の制度を含めた「補助事業」と、市の予算のみで実施する「市

単独事業」の２事業に分類した。 

事業種別については、「補助金・負担金事業」、「委託事業」及び「その他」の３事業に分

類した。その他を除く２事業には、それぞれ以下のとおり監査要点と監査手続を設定し監

査を行った。 

 

（２）補助金・負担金事業 

① 監査要点 

ア 補助対象は適切か、公益上の必要性はあるか。 

イ 補助金の申請、決定、交付等の手続は定められた手順によっているか。 

ウ 補助金額の算定及び交付時期は適切か。 

エ 補助事業の実績報告は適切か。 

オ 補助交付団体への指導・監督は適切か。 

カ 補助事業の効果測定及びフィードバックは適切か。 

② 監査手続 

ア 交付(変更)申請、交付決定及び事業実績報告の審査等の事務が、関係諸法令等に従い

適正に行われているかを検証するため、補助金関係書類を閲覧する。 

イ 支出負担行為書等の資料を閲覧し、支出が適正に行われているか確認する。 

ウ 補助金の支出額の実在性・正確性を確認するため、事業実績報告書の検証や関連する

証憑類との突合を行う。 

エ 事業の詳細、事業による効果の検証等を行うため、担当部署に対するヒアリングを実

施する。 

 

（３）委託事業 

① 監査要点 

ア 契約の方式及び相手方の選定方法は適正か。 

イ 委託理由に合理性があるか。 

ウ 委託事務に必要な件数、金額が予算上明確になっているか。 

エ 委託料の算定方法は適正か。 

オ 委託契約は適法であり、支払いは正確か。 

カ 委託料は業務の内容に対し適正な水準か。委託先では業務コストの削減努力が行われ

ているか。 

キ 当該委託契約は予定した行政目的に貢献しているか。 

ク 委託成果品の検査及び委託契約の履行について適時、適切に確かめられているか。 
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② 監査手続 

ア 委託先の選定や委託料の算定、契約及び委託料の支払いなどの事務が適切に行われて

いるか検証するため、関連資料を閲覧する。 

イ 事業の詳細、事業による効果の検証等を行うため、担当部署に対するヒアリングを実

施する。 

ウ 管理事業については、関連資料を閲覧するとともに、関係者への聴取や視察を行う。 
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NO１ 子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査委託料  

１ 事業の名称 子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査委託料 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 委託事業 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども企画担当 

５ 根拠例規 子ども・子育て支援法 

６ 事業目的 子ども・子育て支援法に基づき、策定を予定している「第３期高崎市子

ども・子育て支援事業計画」に記載する「量の見込み」を推計するため

アンケート形式による調査を実施する。 

７ 事業の概要 第３期子ども・子育て支援事業計画策定にあたり必要とされるニーズ

調査の調査票４，０００通の封入・封かん業務及び回収した調査票の集

計・分析業務を委託により実施するもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  － 

令和４年度  － 

令和５年度  ２，２４４ 

  
 

９ 閲覧資料 ・業務委託契約書 

・検査調書 

・業務委託完成届 

・契約締結伺兼支出負担行為書 

・随意契約理由書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

当該事業の目的については子ども・子育て支援法に基づき、策定を予定している「第３期

高崎市子ども・子育て支援事業計画」に記載する「量の見込み」を推計するためのものであ

り、アンケートの発送と集計までの業務委託を行ったことに対する支出となっている。実際に

アンケートが行われた結果が集計された「子ども・子育て支援調査報告書」が提出されてい

ることを確認し、調査に関しては以下のとおりの規模で行われており、発送集計までを行う

とある程度のまとまった支出が発生するものであると推測されることから、当該事業に関す

る支出額について特段の指摘事項はない。 

 配布数 回収数 回収率 

就学前児童 ３，０００件 １,４９５件 ４９.８％ 

就学児童 １，０００件 ５４２件 ５４.２％ 

計 ４，０００件 ２,０３７件 ５０.９％ 



 

65 

 

 

当該アンケートの最後には、教育・保育環境、子育て環境や支援に関しての自由記述欄が

あり、その内容について「子ども・子育て支援調査報告書」にて、「自由記述編」が作成され

ている。当該報告書は９０ページにも及ぶ内容となっており、子育て世代が高崎市に対する

子育ての支援等への関心が非常に高いということがうかがえるものであった。 

今回実施されたアンケートは、「第３期高崎市子ども・子育て支援事業計画」に記載する

「量の見込み」を推計するためのものであり、高崎市が行っている子育て支援に関する利用

状況や今後のニーズを把握することが主な目的で、実際にアンケートの集計結果をもって当

該事業に関する目的は達成されているものである。 

 

【意見１】アンケートの有効活用について 

 報告書の内容は関連する部署へ報告されているとのことであったが、自由記述欄の内容は、

実際の高崎市の子育てに関するサービスを享受している市民からの貴重な意見として、各部署

においてその内容について分析調査して報告されることが望ましい。当該意見の内容について

分析調査した結果として、現在の子育て支援事業の必要性や十分性について把握し、現在の事

業の縮小、拡大や、新たなニーズがあれば新規の事業を行うための検討材料として有効に活用

すべきものと考える。 
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NO２ ひとり親家庭児童卒業祝金  

１ 事業の名称 ひとり親家庭児童卒業祝金 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども福祉担当 

５ 根拠例規 高崎市ひとり親家庭児童卒業祝金贈呈要綱 

６ 事業目的 ひとり親家庭児童の中学校卒業の際に祝い金を贈り、児童の健全な成

長を祝福することにより、福祉向上を図る。 

７ 事業の概要 支給対象は、中学校を卒業するひとり親家庭児童の保護者。 

支給要件は、児童を扶養する配偶者のない者又はこれに準ずる者であ

って、児童と共に当該児童の中学校卒業年の３月１日現在において、高

崎市に住所を有すること。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  １，６００ 

令和４年度  １，５４０ 

令和５年度  １，５０８ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

資料を閲覧した結果、高崎市内のひとり親家庭の児童３７７人に対して４,０００円を支給

しているものであることが確認できた。 

また、支給の対象となる保護者名、住所、振込口座名等が記載された一覧表について確認

し、実際に当該内容の卒業祝金が贈呈されているものと判断できた。 

ひとり親家庭児童卒業祝金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO３ こども基金積立金  

１ 事業の名称 こども基金積立金 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども企画担当 

５ 根拠例規 高崎市こども基金条例 

６ 事業目的 次代の社会を担う子どもが健やかに育つことを支援していくため、市

費及び寄附金をもってこども基金を設置し、地域の子育て支援活動を

支援することを目的とする。 

７ 事業の概要 高崎市こども基金条例に基づいて実施しているこども基金助成事業の

残額、基金の利子及び寄附金を基金に積み立てるもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ４，０４０ 

令和４年度  ５，０２６ 

令和５年度  １，３５６ 

  
 

９ 閲覧資料 ・令和５年度振替命令書 

・こども基金年度間振替額計算 

・高崎市こども基金寄附受付簿 

・一括運用実績 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

こども基金積立金への積立金額について内容を確認した結果、寄付金１，３４３，２７７

円について、「高崎市こども基金寄附受付簿」の合計と一致していることを確認した。また、

利子収入１２，２３６円は「令和５年度一括運用実績」にて、こども基金積立金の残高をも

とに計算を行っていることが確認できた。 

 こども基金積立金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO４ 託児業務委託料（保育課経費） 

１ 事業の名称 託児業務委託料（保育課経費） 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 委託事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市託児施設設置及び管理に関する条例 

高崎市託児施設設置及び管理に関する条例施行規則 

６ 事業目的 平成２９年度に開設した「子育てなんでもセンター」内託児施設の好評

を受け、令和３年１０月から、子育て世代の人口が増加傾向にある群馬

地域においても、特定の保育所や幼稚園への在籍の有無にかかわらず、

誰もが気軽に利用できる託児施設を新たに設置することにより、子育

て世代のニーズに応えていくとともに、子育て支援の充実を図る。 

７ 事業の概要 次の条件による児童の一時預かりを実施する託児業務をＮＰＯ法人ぐ

んまこどもわくわくサポーターズに委託（年１回契約、前金払）。 

設置場所：群馬支所３階の旧議会フロアの一部 

（高崎市足門町１６５８） 

対象児童：生後６ヶ月以降の乳幼児から概ね小学校３年生までの児童 

利用定員：概ね１５人程度 

開所日 ：年末年始（１２月２９日から１月３日）を除く毎日 

開所時間：午前７時３０分から午後８時（１２時間３０分開所） 

利用料金：１時間３００円（１日の上限２,０００円） 

※食事代等は別途 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  １９，５８４ 

令和４年度  ３９，１６８ 

令和５年度  ３９，１６８ 

  
 

９ 閲覧資料 ・検査調書 

・高崎市役所群馬支所内託児ルーム託児業務実績報告書 

・高崎市群馬支所託児施設における託児業務仕様書 

・支出負担行為書 

・業務委託契約書 

・見積書 

・執行伺 

・随意契約書 

・高崎市群馬支所託児施設使用料収納事務委託契約書 

１０ 課題 特になし 
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１１ 監査結果 

託児業務委託料に関して各種資料を閲覧し、委託業務に関する支出行為の事務処理の適切

性、業務に関する効率性等に関する確認を行った。 

当該託児所に関してはおおよそ１日１５人の児童を上限としており、１時間当たりの利用

料として利用者から３００円を徴収している。 

令和５年度の利用実績は「高崎市役所群馬支所内託児ルーム託児業務実績報告書」（以下

この項目内において「報告書」という。）によれば年齢別の年間の利用者数は以下のとおり

となっている。 

 

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳以上 

７２７人 ２,１５４人 ２,３７６人 ６１１人 ２７６人 ６６５人 

 

合計利用者数は６,８０９人であり、単純に３６５日で１日当たりの利用者を計算すると、

１８人となり、利用定員としている１５人を超過している計算となるが、利用時間帯が異な

る利用者等もいることから、託児所の運営が利用者の受け入れ上限を超過して行われている

とうことではないと考えられる。 

また、託児所の利用料については、１時間当たり３００円で、１日最大では２，０００円

となっている。兄弟姉妹で３人以上が同時に利用する場合、３人目以降の利用は無料となっ

ている。延べの利用時間については、報告書にて、３３，２６３時間と報告されていること

から、この関係を利用して１年間の利用料の徴収額について概算で計算を行うと、    

３３，２６３時間×３００円＝９，９７８，９００円となる。報告書では令和５年度の利用

料の徴収金額は、９，６９８，０００円と報告されていることから、おおむね近似してい

る。１日最大料金２,０００円であることや、３人目以降利用については無料の条件がある

ため、徴収実績の方が少ないことについて妥当であり、利用料金の徴収は適切に行われてい

ると考えられる。 

ＮＰＯ法人ぐんまこどもわくわくサポーターズからの令和５年の収支報告書について、 

３５，２６８，２７９円と支出の全体の９０％と大きな割合を占めている人件費について検

討を行った。 

託児所の運営に際しては、正社員７名（うち１名は園長）、パート８名となっており、合計

１５名の職員が在籍している。託児所を運営するに際して、従事者数が必要十分な人員であ

るか、もしくは人員過大になっていないかを保育士の配置基準を参考（２０２４年の改正

前）として行った。 

 

保育士１名当たりの配置基準（令和６年内閣府令１８号参考、改正前） 

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳以上 

３人 ６人 ６人 ２０人 ３０人 ３０人 
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１日当たり利用者平均（年末年始のみ休日のため３６０日で計算）を上記令和５年度の報

告書の人数から算定すると以下のようになる。 

 

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳以上 

２.０人 ５.９人 ６.６人 １.６人 ０.７人 １.８人 

 

上記関係から必要な保育士の配置人数を保育士の配置基準により確認すると、 

・０歳児…１名 

・１歳児…１名 

・２歳児…２名 

・３歳児…１名 

・４歳～５歳以上児…１名 

となり、合計で６名の保育士が託児所に配置されている必要がある。 

令和５年度の従事者は園長を除くと１４名であり、早番遅番等の勤務状況等もあることか

ら、１日を通しての勤務人数については１日平均７名と推測し、１年間の勤務日数は２５０

日程度と仮定すると、延べ出勤日数は２５０日×７名の１,７５０名となる。これを営業日

数の３６０日で割ると、１日当たりの保育士の勤務人数は４.８名と計算される。配置基準

によれば最低保育士が６名必要なところ、推定計算した保育士は４.８名とおおよそ１名足

りていない状況となる。 

しかしながら、実際には時間帯により利用者が分散していること、３歳児以上については

保育士１名が受け持つ子供の人数（２０人～３０人）に対して利用者が少なくなっており、

３歳児以上について実際には１名で足りることから、保育士は５名で配置されていれば良い

ことになり、上記４.８名と近似している。 

よって、保育士の人数が不足、もしくは過大であるという現状ではないと考えられ、必要

最小限の人員配置によって託児施設の運営が行われていると判断できることから、人件費の

支出金額ついては妥当であるとの心証を得た。 

託児業務委託料に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO５ 保育士確保手数料 

１ 事業の名称 保育士確保手数料 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 特になし 

６ 事業目的 公立保育所（園）における保育士の人材不足に対応するため、人材紹介

会社を通じて、保育士確保を強化する。 

７ 事業の概要 紹介者が採用された場合、年収見込額の３０％を紹介手数料として支

払う。 

また自己都合等により１年以内に退職した場合は、在職期間によって

支払った紹介手数料の一部を返還してもらう。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ５，３２３ 

令和４年度  ５，０５５ 

令和５年度  ５，３６１ 

  
 

９ 閲覧資料 ・人材紹介に関する基本契約書 

・随意契約理由書 

・支出負担行為書 

・覚書 

・年収及び手数料計算資料 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

当該事業については、上記事業目的に記載のとおりの人材紹介会社へ紹介料を支払うもの

であるため、人材紹介会社への手数料が適切に計算されているかどうかについて確認を行っ

た。 

人材紹介に関する基本契約書及び覚書より手数料の計算は、総年収に対して手数料率をか

ける方法で算定されている。 

紹介された採用者が１年以内に退職した場合は、基本契約書に従い料金の一部を返還する

ことになっており、決められた返還率に従い返還されていることを確認する。 
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単位（千円） 

採用者 総年収 手数料率 手数料 返還率 返還額 

１ １，９２０ ３０％ ５７６ - - 

２ １，６５５ ３０％ ４９６ - - 

３ １，９３５ ３０％ ５８０ - - 

４ １，９７１ ３０％ ５９１ - - 

５ １，６５５ ３０％ ４９６ - - 

６ １，６９７ ３０％ ５０９ ５％（※） ２５ 

７ １，７４２ ３０％ ５２２ - - 

８ １，７３０ ３０％ ５１９ - - 

９ ２，０２２ ３０％ ６０６   

※１２か月以内の退職のため料金の５％となる（基本契約書より） 

 

上記にて手数料計算のエクセルで計算された総年収に対して、手数料を再計算した結果、

計算は適切に行われていることを確認した。 

 

【意見２】保育士情報ステーションとの連携について 

保育園を運営する上で保育を行うことは非常に重要な要素であることは言うまでもなく、人

材不足が叫ばれている昨今において、人材紹介会社を介して人材確保を行うことで、大きな支

出が発生しているが、これについては子育て支援を行う上で必要不可欠な支出であり金額の多

寡については問題ではないと考える。 

令和５年度において高崎市保育士情報ステーションが設立されており、市内の保育士を確保

する事業が行われていることから、保育士の採用について高崎市保育士情報ステーションを有

効活用することで人材会社を介した採用が減少することが望まれる。そのために、保育士に対

して高崎市の保育士情報ステーションの存在の更なる周知や、採用に関して上手に連携を図る

ことが期待される。 
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NO６ 保育士情報ステーション運営委託料  

１ 事業の名称 保育士情報ステーション運営委託料 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 委託事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 特になし 

６ 事業目的 市内保育所等における人材確保、保育人材の求職活動支援及び採用後

のアフターケア、相談等を行う総合相談窓口を設置し、保育士等の人材

不足を解消することにより、市民が安心して子どもを産み、育てること

ができるまちづくりを推進し、子どもたちの健全な育成を図る。 

７ 事業の概要 高崎市子育てなんでもセンター内、就労支援スペースにある保育士情

報ステーションにおいて市内保育士の就労相談支援及び市内保育施設

の求人情報の提供、就職説明会等の保育士就労イベントなどの業務を

ＮＰＯ法人ぐんまこどもわくわくサポーターズに委託して実施してい

る。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  － 

令和４年度  － 

令和５年度  １０，０００ 

  
 

９ 閲覧資料 ・業務委託契約書 

・支出負担行為書 

・実績報告書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

（１）保育士情報ステーションの概要 

人材不足が深刻な保育士・幼稚園教諭を確保するため、子育てなんでもセンター内に保育

士情報ステーションを令和５年６月１日に開設した。保育士や幼稚園教諭の就労支援などを

行い、子どもたちが安心・安全に過ごせる保育現場の充実を目指し、以下の業務を行ってい

る。 

 

① 保育士関連の悩みごとの相談 

現在働いている保育士の悩み事の相談や保育士に興味がある方、保育士を志望の学生か

らの疑問・質問への対応を行う。 
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② 保育士の求人情報を提供 

ハローワーク高崎と連携して、保育所等の求人情報の提供や就労相談などを専門家がサ

ポートする。また、直接求職エントリーも可能となっている。 

③ 再就職・現場復帰をサポート 

保育士の資格や幼稚園教諭の免許を持っており、現場を離れている人の再就職の支援を

行い、必要な研修や実習を行い、スムーズな現場復帰を後押しする。 

④ その他 

市内の私立保育所の園長や職員と直に話ができる機会も設定している。職場の雰囲気や

働き方など、実際に働く人の生の声を聞くことができる。また、就労中の保育士の悩み事

などの相談も受け付け、継続して働けるよう支援する。 

・場所 

〒３７０-０８２６ 群馬県高崎市田町７１ 

オアシス高崎２階 高崎市子育てなんでもセンター内 

・相談可能日時 

火曜日～土曜日（祝日、年末年始を除く。）の午前１０時～午後５時。 

・保育求人サイト 

利用登録を行うことで、求人情報への応募も可能となっている。 
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（２）保育士情報ステーション運営委託料について 

令和５年度の予算に対する実績について確認を行ったが、予算１０，０００千円に対し

てＮＰＯ法人ぐんまこどもわくわくサポーターズより提出された「高崎市保育士情報ステ

ーション運営業務実績報告書」は、保育士情報ステーションのＨＰ制作費用が５，０００

千円、スタッフ人件費３，０００千円、ＨＰ運営委託費２，０００千円という内訳となっ

ていた。 

また、事業の活動実績については、就労等に関する相談が２８５件、保育士の採用件数

が２４件、ＨＰへの求人登録数は８３件、求人登録者は７５名と報告されている。その

他、Ｇメッセにて開催された就職説明会の参加者が７３名、市内保育施設見学バスツアー

が開催されたと報告がされている。 

上記の事業実績のうち、就職説明会やバスツアーに関する費用の実績が生じていなかっ

たが、当該費用に関してはＮＰＯ法人わくわくサポーターズの母体である高崎市保育協議

会が費用の負担をしていることにより当該事業に関連する費用は生じていないとの回答を

得た。 

保育士情報ステーション運営委託料に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO７ 保育課経費（建物借上料）  

１ 事業の名称 保育課経費（建物借上料） 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 特になし 

６ 事業目的 保育や福祉のサービス施設と、保育や福祉・医療関係者向けの住居機能

が一体となった多機能複合施設であるオアシス高崎の複合施設の利点

を生かし、高齢者から、子ども、アクティブ世代、学生まで多世代間で

交流できる機会を設けるため、保育部分の支援を行う。 

７ 事業の概要 オアシス高崎ビル１階フロア及び屋上広場の一部について、借上料を

支出するもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

 単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ４０，９８７ 

令和４年度  ４０，９８７ 

令和５年度  ４０，９８７ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・賃貸借契約書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

当該事業に関する資料を閲覧した結果、賃貸借契約書に従い賃料の支払いを行っているも

のであり、支払いの事務処理手続きに関して適切に実行されていることを確認した。 

保育課経費（建物借上料）に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO８ 放課後児童健全育成事業（需用費）  

１ 事業の名称 放課後児童健全育成事業（需用費） 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども企画担当 

５ 根拠例規 高崎市放課後児童クラブ設置及び管理に関する条例 

高崎市放課後児童健全育成事業実施要綱 

６ 事業目的 保護者が労働などにより昼間家庭にいない小学校児童に対し、授業の

終了後及び土曜日、長期休業期間（春、夏、冬休み）等の学校休業日に

適切な遊び、生活の場を提供し、児童の健全育成を図るとともに子育て

と仕事の両立支援を行う。 

７ 事業の概要 主に、倉渕地区及び箕郷地区の直営学童における給食材料費（おやつ

代） 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ７，９１３ 

令和４年度  ７，４０６ 

令和５年度  ７，３５５ 

※需用費総額  
 

９ 閲覧資料 ・物品購入請求書 

・支出負担行為書 

・執行伺 

・請書 

・契約書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

放課後児童健全育成事業（需用費）に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO９ 放課後児童クラブ委託料  

１ 事業の名称 放課後児童クラブ委託料 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 委託事業 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども企画担当 

５ 根拠例規 高崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例 

高崎市放課後児童健全育成事業実施要綱 

６ 事業目的 保護者が労働などにより昼間家庭にいない小学校児童に対し、授業の

終了後及び土曜日、長期休業期間（春、夏、冬休み）等の学校休業日に

適切な遊び、生活の場を提供し、児童の健全育成を図るとともに子育て

と仕事の両立支援を行う。 

７ 事業の概要 地域の各種団体や学校関係者等の委員をもって組織された運営委員会

等に対し、放課後児童クラブの運営を委託するもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度 ７１７,８６５ 

令和４年度 ８０３,８３８ 

令和５年度 ８５０,６３７ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・令和５年度放課後児童健全育成事業運営委託料 算出表 

・収支予算書 

・収支決算書 

・検査調書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

高崎市が運営委託料を支出している放課後児童クラブ（全９７クラブ）より、監査人が任

意に抽出した放課後児童クラブの令和５年度の収支状況は以下のとおりであった。 

単位（円） 

クラブ名 高崎市からの運営委託料 保護者負担金 収支差額 

Ａクラブ ８,６７６,７００ ２,３３７,１３１ ３,２２４,４３５ 

Ｂクラブ ５,４１３,９００ ７,５８８,７０２ ４,１１７,２４５ 

Ｃクラブ １０,８７６,２００ ８,９５５,６００ １１,３３０,２１８ 

Ｄクラブ １２,２０３,６００ ７,９５３,０００ ７,０６６,６１０ 

Ｅクラブ １３,８３６,５００ ９,１５９,０００ ７,４９０,４２１ 
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Ｆクラブ ５,３６３,４００ ３,０２５,３００ ７,３５７,７６４ 

Ｇクラブ ４,７７０,２００ ５,７３１,３００ △５,６２２,０４３ 

Ｈクラブ ３,２８５,６００ ２,１４７,３００ △４,３５６,３９５ 

Ｉクラブ １３,３４５,０００ ８,８９４,０００ ２,６６３,５３４ 

 ※放課後児童クラブの収支決算書より 

 

放課後児童クラブの主な収入は高崎市からの運営委託料及び保護者負担金であり、主な支

出は人件費である。放課後児童クラブの人件費について、高崎市は、各運営委員会等の裁量

に任せており、各放課後児童クラブでの計上額が大きく異なっている状況である。その結

果、収支差額は放課後児童クラブにより大きく異なる状況であり、一部の放課後児童クラブ

においては高崎市からの委託料を超える多額の余剰金が存在している。 

なお、高崎市は、放課後児童クラブの運営を、社会福祉法人等の民間事業者や地域の保護

者等が運営責任者となる運営委員会へほぼ委託している。共働き世帯が増え放課後児童クラ

ブの利用を希望する家庭が増えている状況からもその保護者を運営責任者とする運営委員会

では、自身の仕事の他に運営委員会の業務も行うこともあり、役員のなり手がおらず、また

役員も１年で交代となることから運営のノウハウも蓄積せず円滑なクラブ運営が難しい状況

である。そのため、クラブ運営に一定のノウハウを有する民間事業者へ運営委託を行うこと

で保護者の負担を減らし、また円滑なクラブ運営に寄与するものと考えられる。ただし、民

間事業者への運営委託にあたっては、委託先の民間事業者が撤退するリスク、委託費用の増

加や現在の学童指導員との雇用契約関係等には留意が必要である。 

また、放課後児童クラブから提出される収支予算書の収入の部における前年度繰越収支差

額の金額と収支決算書の収入の部における前年度繰越収支差額の金額が異なっている放課後

児童クラブが存在した。当該金額は収支予算書及び収支決算書において異なるものではない

と考えられることから担当者へ質問したところ放課後児童クラブの誤入力によるものである

との回答であった。 

しかし、放課後児童クラブから提出される収支予算書や運営委託料の算出資料等について

は担当者がチェックを実施しており、誤入力については担当者によるチェック機能により是

正されるべきものである。この点について、限られた担当者の中で、資料の提出が一定の期

間に集中することや限られた期間で、放課後児童クラブから提出される資料のチェックだけ

でなく、その他の施策の企画・立案および推進を行っている状況となっている。 

さらに、子ども・子育て支援交付金の申請にあたっては放課後児童クラブからの「放課後

児童健全育成事業運営委託料 算出表」から必要な情報をエクセルシートに入力を行ってい

るが、担当者人員が少数であることからエクセルシートへデータを直接取り込める入力フォ

ーマットを放課後児童クラブへ提示し、入力されたものをエクセルシートへ取り込み、市で

は内容確認のみを行うといった仕組みを構築し、業務の効率化や作業の正確性を確保するこ

との検討が必要であると考えられる。 

高崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例第９条第１項に
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おいて、「放課後児童健全育成事業所には、遊び及び生活の場としての機能並びに静養する

ための機能を備えた区画（以下この条において「専用区画」という。）を設けるほか、支援

の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。」とされ、同条第２項及び附則第

２条において、「専用区画の面積は、児童１人につきおおむね１．６５㎡以上となるよう努

めるものとする。」とされているが、運営を委託している児童クラブ全９７クラブのうち 

４５クラブが条例における面積基準の要件を満たしていない状況となっている。 

 

【意見３】放課後児童クラブの収支差額について 

放課後児童クラブにより収支差額が大きく異なる状況であり、一部の放課後児童クラブにお

いては高崎市からの委託料を超える多額の余剰金が生じている。多額の余剰金は不正の温床に

なりやすいことから、余剰金が一定額を超える場合には、保護者負担金の軽減や委託料の見直

しを検討するといったことが必要であると考える。 

 

【意見４】放課後児童クラブの運営委託先について 

放課後児童クラブの運営は、保護者による運営委員会が主な運営委託先となっているが、保

護者の負担の軽減やクラブ運営面からも一定のノウハウを有する民間事業者へ運営を委託する

ことの検討が必要であると考える。 

 

【意見５】提出書類のチェック体制について 

 放課後児童クラブから提出される資料のチェック体制について、資料の提出が一定の期間に

集中することや限られた期間での書類の内容確認が求められることから、担当部署における人

員体制の強化又は少子化対策を含めた子ども政策の企画・立案を行う担当者と政策を推進する

担当者を別々にする対応が必要であると考える。 

 

【意見６】国への交付金申請の情報入力について 

子ども・子育て支援交付金の申請にあたっては放課後児童クラブからの「放課後児童健全育

成事業運営委託料 算出表」から必要な情報をエクセルシートに入力している。限られた担当

者人員で行うことであることからエクセルシートへデータを直接取り込める入力フォーマット

を放課後児童クラブへ提示し、入力されたものをエクセルシートへ取り込み、市では内容確認

のみを行うといった仕組みを構築し、業務の効率化や作業の正確性を確保することの検討が必

要であると考える。 

 

【意見７】放課後児童クラブの面積基準について 

高崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例第９条第２項及び

附則第２条において、「専用区画の面積は、児童１人につきおおむね１．６５㎡以上となるよ

う努めるものとする。」とあるが、運営委託をしている全９７クラブのうち４５クラブにおい

て専用区画の面積が１．６５㎡未満となっており、放課後児童クラブの増床や新設により面積

基準について条例の要件を満たすよう改善することが必要であると考える。 
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NO１０ 放課後児童クラブ施設借上料  

１ 事業の名称 放課後児童クラブ施設借上料 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども企画担当 

５ 根拠例規 高崎市放課後児童健全育成事業実施要綱 

６ 事業目的 保護者が労働などにより昼間家庭にいない小学校児童に対し、授業の

終了後及び土曜日、長期休業期間（春、夏、冬休み）等の学校休業日に

適切な遊び、生活の場を提供し、児童の健全育成を図るとともに子育て

と仕事の両立支援を行う。 

７ 事業の概要 放課後児童クラブの過密化に伴い、リース方式によって建設した施設

の借上料を支払うもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ３４,８８８ 

令和４年度  ２６,０４４ 

令和５年度  ２６,０４４ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・賃貸借契約書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

放課後児童クラブ施設借上料に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO１１ 物価高騰対策支援事業補助金（放課後児童健全育成事業)  

１ 事業の名称 物価高騰対策支援事業補助金（放課後児童健全育成事業） 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども企画担当 

５ 根拠例規 高崎市放課後児童クラブにおける物価高騰対策支援事業補助金交付要

綱 

６ 事業目的 物価高騰等に直面する児童福祉施設等が、利用者の負担を増やすこと

なく、地域の実情に応じて柔軟かつ安定的に保育及び子育て支援事業

を実施することができるよう、予算の範囲内で補助金を交付する。 

７ 事業の概要 各民営クラブからの申請に基づき、光熱費の上昇により増加した経費

に対し、令和５年４月１日の在籍児童数に２，０００円を乗じて得た基

準額を上限に補助を行う。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  － 

令和４年度  ２,８００ 

令和５年度  ６,７６３ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

物価高騰対策支援事業補助金（放課後児童健全育成事業）に対し、特段指摘及び意見すべ

き事項はなかった。  
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NO１２ 特別保育奨励報償金  

１ 事業の名称 特別保育奨励報償金 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 特になし 

６ 事業目的 低年齢児（０～２歳児）、障害児及び軽度障害児を受け入れている市

内の私立の保育所及び認定こども園に対し報償費を支払うことによ

り、これらの子どもの受け入れを奨励する。 

７ 事業の概要 各月の初日に在籍する低年齢児（０～２歳児）、障害児及び軽度障害

児の数に応じ、１人当たり月額の単価を乗じて得た額を支払う。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ６８,６２９ 

令和４年度  ７０,０２９ 

令和５年度  ６９,１５３ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・令和５年度 特別保育奨励報償費 総括表 

・令和５年度 特別保育奨励報償費「軽度障害児」施設確認名簿 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

特別保育奨励報償金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO１３ 広域保育補助事業負担金  

１ 事業の名称 広域保育補助事業負担金 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 児童福祉法 

高崎市管外保育実施要綱 

６ 事業目的 市内在住の児童が県内の市外保育所へ入所を希望し、高崎市が希望保

育所の所在市町村へ入所の委託をした場合に、保育体制の充実に資す

るために保育所所在市町村から当該保育所に交付された補助金のうち

高崎市在住の児童分ついて負担するもの。 

７ 事業の概要 市内在住の児童が県内の市外保育所に入所した場合に、その児童分と

して保育所所在市町村が保育所に交付した補助金額を支払うもの。 

【支払先】委託先市町村長 

【支払時期】年度末 

【支払方法】一括支払い（口座振込もしくは納付書払） 

【主な対象補助事業】 

保育充実促進費補助金（低年齢児保育） 

（１歳児）月額１０,９００円、（３歳児）月額１,８３０円 

８ 過去３年間の

決算の状況 

 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ３,３５６ 

令和４年度  ５,９２０ 

令和５年度  ４,３０８ 
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・請求書 

・歳出伝票一覧表 

１０ 課題 補助対象者は、新規で県内の市外保育所を希望する方のほか、県内の市

外保育所を利用しながら高崎市に転入する方も対象となるため、対象

児童数は流動的なものとなる。また、対象年齢が限定的であることや障

害の有無による負担額の増減など、増減要因が変則的なものでもある

ため、負担額は年度によって多少の増減が生じてしまう。 

 

１１ 監査結果 

広域保育補助事業負担金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO１４ 施設振興費補助金 

１ 事業の名称 施設振興費補助金 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市私立保育所等施設振興費補助金交付要綱 

６ 事業目的 市内の私立保育所及び認定こども園が当該施設の維持、改善等を図る

事業に対して、その事業費の一部を補助することで、保育所等に入所し

ている児童の健康と心身の発達を保障することを目的とする。 

７ 事業の概要 私立保育所等が当該施設の維持管理のために必要とする修繕や改修、

施設及び設備に対する小規模な整備、必要な備品を購入する等の事業

に対して、その事業費の全部又は一部について補助金を交付する。 

【補助基準額算定式】 

２００,０００円＋当該年度の初日における利用定員数×３,０００円 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ４４,８５１ 

令和４年度  ４５,９７４ 

令和５年度  ４４,７２２ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・高崎市私立保育所等施設振興費補助金交付申請書 

・高崎市私立保育所等施設振興費補助金所要額調書 

・高崎市私立保育所等施設振興費補助金に係る事業の予算書 

・見積書 

・高崎市私立保育所等施設振興費補助金実績報告書 

・高崎市私立保育所等施設振興費補助金所要額調書 

・高崎市私立保育所等施設振興費補助金に係る事業の収支精算書 

・請求書 

・領収書 

・納品書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

補助対象事業について実績報告書が必要な添付書類とともに提出されているかの確認を行

った。 
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① 高崎市私立保育所等施設振興費補助金所要額調書の添付 

② 高崎市私立保育所等施設振興費補助金に係る事業の収支精算書の添付 

③ 補助金の交付の対象となる経費に係る領収書等の写しの添付 

④ 補助金所要額について申請書と実績報告書で一致しているか 

⑤ 実績報告書の提出は事業終了後１月以内に提出されているか 

 

【確認結果】 

No． 法人の名称 ① ② ③ ④ ⑤ 

１ 社会福祉法人 Ａ ○ ○ ○ ○ ※ 

２ 社会福祉法人 Ｂ ○ ○ ○ ○ ※ 

３ 社会福祉法人 Ｃ ○ ○ ○ ○ ※ 

４ 社会福祉法人 Ｄ ○ ○ ○ ○ ※ 

５ 社会福祉法人 Ｅ ○ ○ ○ ○ ※ 

６ 社会福祉法人 Ｆ ○ ○ ○ ○ ※ 

７ 社会福祉法人 Ｇ ○ ○ ○ ○ ※ 

８ 学校法人 Ｈ ○ ○ ○ ○ ※ 

９ 学校法人 Ⅰ ○ ○ ○ ○ ※ 

１０ 学校法人 Ｊ ○ ○ ○ ○ ※ 

 

※実績報告書の提出はいずれも令和６年３月３１日である。しかし、請求書等の日付は以

下のとおり令和６年３月３１日以前となっており、補助金交付対象事業が完了により請求書

等が発行されていると考えれば実績報告書の提出は令和６年３月３１日に拘らず事業完了後

速やかに（１月以内）に行われるべきと考えられる。 

 

No． 法人の名称 請求書等日付（最も遅い日付） 

１ 社会福祉法人 Ａ 令和５年８月２４日 

２ 社会福祉法人 Ｂ 令和５年６月２６日 

３ 社会福祉法人 Ｃ 令和５年１１月１８日 

４ 社会福祉法人 Ｄ 令和５年７月２０日 

５ 社会福祉法人 Ｅ 令和６年２月２１日 

６ 社会福祉法人 Ｆ 令和５年９月２０日 

７ 社会福祉法人 Ｇ 令和５年６月２８日 

８ 学校法人 Ｈ 令和６年２月２０日 

９ 学校法人 Ｉ 令和５年１１月２０日 

１０ 学校法人 Ｊ 令和５年８月２０日 
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任意にサンプル抽出した１０件について実績報告書の提出日はすべて令和６年３月３１日

となっているが、補助金交付対象事業の請求書に基づく対象経費の支出は令和６年３月３１

日以前の日付となっており、補助金の交付対象事業の終了時点は令和６年３月３１日以前と

思料される。 

また、実績報告書の添付書類である「高崎市私立保育所等施設振興費補助金所要額調書」

の３．事業実施年月日についてすべて着手：令和５年４月１日、完了：令和６年３月３１日

となっている。 

高崎市私立保育所等施設振興費補助金交付要綱第６条において、補助対象事業についての

実績報告書の提出について以下のとおり定められている。 

 

（実績報告） 

第６条 補助金の交付を受けたものは、当該交付に係る事業が終了した日から１月以内又は当

該年度の補助金の交付に係る事業が完了した日の属する年度の翌年度の４月５日までの日であ

って市長が別に定める日までに、高崎市私立保育所等施設振興費補助金事業実績報告書（様式

第３号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（１）高崎市私立保育所等施設振興費補助金所要額調書 

（２）高崎市私立保育所等施設振興費補助金に係る事業の収支精算書 

（３）補助金の交付の対象となる経費に係る領収書等の写し 

 

【意見８】実績報告書の提出時期について 

高崎市私立保育所等施設振興費補助金交付要綱第６条において実績報告書の提出時期につい

ては「当該交付に係る事業が終了した日から１月以内又は当該年度の補助金の交付に係る事業

が完了した日の属する年度の翌年度の４月５日までの日であって市長が別に定める日まで」と

定めており、実績報告書の提出が一時点に集中することによる業務負荷を分散させる観点から

も対象事業の完了後、１月以内の提出を求めることが必要と考える。 
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NO１５ 保育充実促進費補助金  

１ 事業の名称 保育充実促進費補助金 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市私立保育所等運営支援補助金交付要綱 

高崎市保育充実促進費補助金交付要綱 

６ 事業目的 市内の私立の保育所及び認定こども園の設置者に対し補助金を交付す

ることにより、入所する児童の処遇の改善及び施設における運営の充

実を図り、地域社会の要望に即応した保育体制の実現を目指す。 

７ 事業の概要 次の各号に掲げる経費について、当該各号に定める条件を満たす場合

にそれぞれ職員１人分の人件費を対象経費とし、その全部又は一部に

ついて補助金を交付する。 

（１）低年齢児保育費：１歳児５人につき保育士等１人以上を配置する

場合    

１歳児１人につき月額１０,９００円 

（２）３歳児保育費：３歳児１８人につき保育士等１人以上を配置する

場合    

３歳児１人につき月額１,８３０円 

（３）障害児保育費：市が定義する障害児に該当する児童のために保育

士等を加配する場合    

障害児１人につき月額３７,７００円又は月額７４,９６０円 

（４）臨時調理員費：調理現場における勤務体制の改善のために調理員

等を加配する場合    

月額８７,２６０円 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ２１８,９８５ 

令和４年度  ２３４,０３９ 

令和５年度  ２２９,８８９ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・実績報告書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

保育充実促進費補助金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。  
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NO１６ 保育所入所待機解消支援事業補助金  

１ 事業の名称 保育所入所待機解消支援事業補助金 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市私立保育所等運営支援補助金交付要綱 

高崎市入所待機解消支援事業費補助金交付要綱 

６ 事業目的 市内の私立保育所及び認定こども園の設置者に対し補助金を交付する

ことにより、年度の中途においても児童が保育所等へ入所しやすい体

制を整備し、保育の円滑かつ安定的な実施の実現を目指す。 

７ 事業の概要 年度当初又は年度の中途において、あらかじめ、年度途中で児童を受け

入れるために必要な保育士等を雇用した場合、当該保育士等の人件費

を対象経費とし、その全部又は一部について補助金を交付する。 

（１）補助の対象期間は、０歳児の数と１歳児の数を保育士配置基準で

０歳児に換算した数の合計数に対して、必要となる保育士等が増

える月までの間とする。 

（２）１歳児の数の換算については、保育士配置基準が０歳児３：１、

１歳児５：１（保育充実促進費補助金の対象となる場合）のため、

１歳児１人を０歳児０.６人分として算出する。 

（３）補助基準額は、（１）により求められた期間の月数に月額    

１６０,０００円を乗じた額とする。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  １４１,２８０ 

令和４年度  １２８,３１５ 

令和５年度  １３８,２１８ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・実績報告書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

保育所入所待機解消支援事業補助金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

 

以下では、所管部課である福祉部保育課の取組んでいる待機児童対策についての監査を行

った結果を記載する。 

 



 

90 

 

 

（１）待機児童の状況について 

令和元年度から令和５年度までの高崎市における０歳から５歳までの就学前児童数、入所

申込者数、待機児童数の推移は以下のとおりである。 

 

 
 

（いずれの年度も４月１日時点） 

 

高崎市では、近年、就学前児童数は毎年約５００人ずつ減少する傾向にあるが、入所申込

者数は約９,０００人でほぼ横ばいで推移している状況である。なお、この間の待機児童数

は０人で推移している。 

全国的な傾向としては、厚生労働省の発表では新型コロナウイルス感染症の感染が拡大し

た令和２年から同感染症が５類感染症に移行した令和５年５月までの期間において、待機児

童数が減少する傾向がみられることが報告されているが、次に示すように時期によって減少

要因は異なっている。 

令和２年度から令和４年度においては、保育の受け皿拡大の一方で、少子化による就学前

児童数の減少、さらに新型コロナウイルス感染症を懸念した保育所等の利用控えによる影響

が挙げられている（厚生労働省 第５２回社会保障審議会児童部会 令和４年９月 資料４ 

令和４年４月の待機児童数の調査結果）。特に入所申込者数は令和２年４月以降減少に転じ

ており、新型コロナウイルス感染症による影響は想像に難くない。 

他方、令和５年度においては、令和５年５月に新型コロナウイルス感染症が５類感染症に

移行した時期と同じくして、同感染症による利用控えによる影響は待機児童数の減少影響の

記載からはなくなっている（こども家庭庁 保育所等関連状況取りまとめ（令和５年４月１

日）及び「新子育て安心プラン」集計結果）。 

17,798 17,301 
16,691 

16,203 
15,596 
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0
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令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
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以上を踏まえ高崎市の状況をみると、高崎市への影響は全国の傾向とは異なっていること

がわかる。 

就学前児童数の減少や新型コロナウイルス感染症の影響を加味しても、なお入所申込者数

が横ばいで推移しているということは、潜在的な保育のニーズは一定程度存在している状況

であるとみることができる。 

このことは、直近のこども家庭庁の待機児童数調査においても女性就業率が上昇傾向にあ

ること（令和４年：７９.８％→令和５年：８０.８％）、また共働き世帯割合の増加（令和

４年：７３.７％→令和５年：７５.６％）などにより、保育ニーズは引き続き留意が必要で

あるとの記載からも読み取れ、宅地開発や転入者の増加による保育ニーズの増加や想定外の

施設の閉園等による利用定員減少などの地域の事情も注視の必要性が挙げられている（こど

も家庭庁 保育所等関連状況取りまとめ（令和６年４月１日）及び「新子育てあんしんプラ

ン」集計結果）。 

 

（２）待機児童に含まれない児童について 

待機児童とは、保育の必要性の認定（２号又は３号）がされ、特定教育・保育施設（認定

こども園の幼稚園機能部分及び幼稚園を除く。以下同じ。） 又は特定地域型保育事業の利用

の申込がされているが、利用していないものから、「除外４類型」を除いた数とされている。

除外４類型とは、特定の保育所等のみ希望している者、求職活動を休止している者、育児休

業中の者、地方単独保育施策（各自治体が一定の施設等基準に基づき運営費支援等を行って

いる保育施策）を利用している者とされている。 

そのため、希望する認定こども園・保育所等に入所したかったが入所できずに幼稚園や認

可外保育施設等に一時的に入所し、希望する認定こども園・保育所等の定員に空きが生じる

ことを待っている者は「待機児童」の計数から除かれているため、いわゆる隠れ待機児童と

して、認定こども園・保育所等の潜在的なニーズを図る指標の一つと考えられている。 

 

（３）高崎市の状況について 

高崎市における希望する保育所等に入所することができなかった子どもの数の過去３年間

の推移は、以下のとおりである（いずれも時点は４月１日時点）。 

      単位（人） 

年齢（歳） 令和３年 令和４年 令和５年 

０ ２３ １６ ９ 

１ ４１ ５７ ５５ 

２ １９ １４ １０ 

３ ０ ３ ２ 

４ ０ １ ０ 

５ ０ ０ ０ 

合計 ８３ ９１ ７６ 
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年齢別にみると０歳児から２歳児に多く、その中でも１歳児の数が多い傾向がある。これ

は一般的に育児休業明けの１歳児において待機児童が多くなる傾向があることと整合する。 

 

（４）年度途中（１０月１日時点）の待機児童の状況について 

入所時期は年度初めの４月１日時点であるが、年度途中（１０月１日時点）における待機

児童の過去５年間の推移は以下のとおりである。 

なお、令和３年度以降については、令和３年地方分権改革に関する提案募集において同調

査の廃止が指定都市市長会からの提案事項となり、厚生労働省において各自治体に対し同調

査の廃止に関するアンケートを実施したところ、大多数の自治体において同調査を廃止して

も待機児童解消のための取組に支障が生じないとの回答があったため、厚生労働省は同調査

の全国集計を行わないこととしたことにより集計データが存在しない。 

 

 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

待機児童数（人） ４６ ２０ - - - 

 

（５）高崎市における待機児童対策について 

高崎市における待機児童対策については、「第２期子ども・子育て支援事業計画」におけ

る施策の体系図上は以下のとおりとなっている。 

 

【基本理念】 

「すべての子どもがあらゆる可能性にチャレンジすることができ、子育ての喜びを、親とし

て、家庭で、地域社会全体で感じることが出来る支えあいのまちづくり」 

【基本的視点】 

「保護者の視点からの方向性２子育てに喜びや生きがいを感じながら自らの成長をも実感

し楽しむことが出来る支援体制の充実」 

【基本目標】 

「保護者の視点からの方向性２（２）仕事と子育ての両立支援」 

【基本施策】 

「保護者の視点からの方向性２（２）②待機児童を出さないための施策の推進」 

 

 以上に基づいた具体的な事業における過去３年間の当初予算額と決算額は以下のとおり

である。 

① 保育所等への施設整備補助の充実 

定員増に伴い増築等が必要な保育所等に対する財政支援を実施している。施設整備計画

書に基づき優先度を審査した上で、利用定員が増加に資する事業に対して優先して財政支

援を実施している。毎年度当初予算額と決算額のずれが生じているが、これは予算繰越に

よって次年度に執行する予算として支出されることや当初予定されていた施設の計画変更

等により補助金額に変更が生じること等が要因である。 
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令和３年度【当初予算】２件：２０３,９５３千円【決算】１件：１０５,７９２千円 

令和４年度【当初予算】２件：１６１,８４７千円【決算】１件：  ８２,２７６千円 

令和５年度【当初予算】３件：１８２,１１４千円【決算】２件：２４８,５９９千円 

 

② 保育所等入所待機児童解消補助制度の推進 

年度途中でも保育所等に入所することができるよう、必要な保育士の人件費の一部に対

する補助制度を実施している。毎年度決算額が当初予算額を上回っているが、施設ごとに

年度ごとの傾向が異なる状況となっており、補助対象人数を精緻に見積もることが難し

く、予算は毎年度一定額として措置し、実績に応じて補正予算を組んで対応している。 

令和３年度【当初予算】１１４,０００千円 【決算】６６件：１４１,２８０千円 

令和４年度【当初予算】１１４,０００千円 【決算】６７件：１２８,３１５千円 

令和５年度【当初予算】１１４,０００千円 【決算】６８件：１３８,２１８千円 

 

③ 保育士資格取得（予定）者等に対する施設見学の実施 

保育士資格の取得を目指す学生や一度保育士を経験したが子育て等によりブランクのあ

った方々等を対象として、実際の保育所等の見学や先輩保育士との懇談により資格取得後

等に保育士として働くことに希望が持てるよう、必要な取り組みとして保育所の施設見学

を実施している。目標、実績ともに年２回となっている。 

 

④ 保育士確保事業の実施 

潜在的な保育士不足が見受けられる中、需要が見込まれる保育ニーズに対応するため、

人材派遣会社等を通じて保育士確保を実施する。 

 

（ア）私立保育所分 

職業紹介等の方法により新たに保育士等を雇用した市内の私立保育所等の設置者に対

して、紹介手数料の一部を補助金として交付するもの。 

令和３年度【当初予算】５,０００千円【決算】１７件：２,９９０千円 

令和４年度【当初予算】５,０００千円【決算】２０件：３,３８９千円 

令和５年度【当初予算】４,５００千円【決算】２０件：３,３６１千円 

 

（イ）公立保育所分 

保育士の人材不足に対応するため、人材紹介会社を通じて保育士確保を強化するも

の。紹介者を採用した場合、年収見込額の３０％を紹介手数料として直接的な予算執行

により支払うもの。 

令和３年度【当初予算】５,０００千円【決算】１０件：５,３２３千円 

令和４年度【当初予算】５,０００千円【決算】  ９件：５,０５５千円 

令和５年度【当初予算】５,０００千円【決算】  ９件：５,３６１千円 
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私立保育所分の補助金事業について当初予算額と決算額に毎年度相違があるが、基本

的には予算における積算金額は１件当たり２０万円に件数を乗じたものとしており、実

際申請額の１件当たりの金額が２０万円を満たないケースがあるため、予算額と比較す

ると決算額が少額となる傾向となっている。 

 

（６）監査対象に対する意見 

以下は待機児童対策に関する意見である。 

① 待機児童対策について 

高崎市における待機児童の状況をみると、「（１）待機児童の状況について」で記載した

とおり、就学前児童数が減少しているが、入所申込者数が横ばいで推移していた。これは

潜在的な保育のニーズは一定程度存在していることを示すものである。各家庭における

個別の事情はあるが、保育所等に入所できない子どもが減少傾向にあるものの一定数存

在していることは、直近の状況を把握できなかったが、過去の状況から年度途中における

待機児童が存在していたことからもうかがえる。特に年齢別にみると０歳児から２歳児

に多く、その中でも１歳児の数が多く、担当課もその事実を認識している。そのため、利

用定員の増加に資する施設設備を優先して補助金を支出しており、こども家庭庁が定義

する待機児童（４月１日時点集計）は発生していなかった。これは保育所申込の通年化や

入所定員の増加に資する施設整備の補助や保育士確保のための人件費の補助等、各事業

が効果を発揮していることに他ならない。一方で、保育所等に入所できない子どもは存在

しておりより手厚い施策が求められている。特に年齢別では１・２歳児の保育所等に入所

できない子どもの数が多い状況であり、それを減らすための施策を優先して講じている。

保育ニーズは少子化に加え共働き世帯の増加により年度や地域によってばらつきがあり

特定の施策を以って課題を解決させることは容易ではない。 

 

 

  

【意見９】保護者に対するきめ細やかな対応について 

保育所等に入所できない子どもの数は減少傾向にあることから、各事業が効果を発揮してい

ることがうかがえる。引き続き各地域の保育ニーズに応え子どもを産み育てやすい環境づくり

をより進展していくことが必要であると考える。 
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NO１７ 保育士確保補助金  

１ 事業の名称 保育士確保補助金 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業  

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市保育士確保補助金交付要綱 

６ 事業目的 市内の認可施設（保育所・認定こども園）を設置運営する法人が紹介事

業者を介して保育士等を確保した場合に、それに要した経費の一部を

支援することで法人の健全な運営と施設における保育環境の向上に資

することを目的とする。 

７ 事業の概要 職業紹介等の方法により新たに保育士等を雇用した市内の私立保育所

等の設置者に対して補助金を交付する。補助金の額は、紹介手数料に２

分の１を乗じて得た額（当該額に千円未満の端数が生じたときは、これ

を切り捨てた額）又は当該紹介保育士の雇用契約に基づく１か月当た

りの勤務時間を施設で定める常勤職員の１か月当たりの勤務時間で除

して得た数に２００,０００円を乗じて得た額（当該額に千円未満の端

数が生じたときは、これを切り捨てた額）のいずれか少ない額とする。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ２,９９０ 

令和４年度  ３,３８９ 

令和５年度  ３,３６１ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・高崎市保育士確保補助金（当初）交付申請書 

・高崎市保育士確保補助金（当初）所要額調書 

・高崎市保育士確保補助金に係る事業の予算書 

・高崎市保育士確保補助金交付決定通知書（写） 

・高崎市保育士確保補助金実績報告書 

・高崎市保育士確保補助金（実績）所要額調書 

・高崎市保育士確保補助金に係る事業の収支精算書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

保育士確保補助金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO１８ 保育所等緊急整備事業補助金  

１ 事業の名称 保育所等緊急整備事業補助金 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業  

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市施設整備事業費補助金交付要綱 

６ 事業目的 私立保育所等における待機児童の解消を目指し、及び子どもを安心し

て育てることができる体制の整備の促進を図るため、国が実施する補

助事業を活用して市内の私立保育所等の設置者に対して補助金を交付

する。 

７ 事業の概要 主に利用定員の増加を図るための施設整備事業を対象とし、概ね  

国１/２・市１/４・法人１/４の負担割合で補助金を支出する。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額（現年） 実績額（繰越） 

令和３年度  １０５,７９２ － 

令和４年度  ０ ８２,２７６ 

令和５年度  １１７,９９１ １３３,２３６ 

   
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・補助金交付決定通知書（写） 

・高崎市施設整備事業費補助金交付（当初）申請書 

・高崎市施設整備事業費補助金実績報告書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

保育所等緊急整備事業補助金に対し、特段指摘及び意見すべき事項なかった。 
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NO１９ 副食費補助金  

１ 事業の名称 副食費補助金 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市第３子以降３歳以上児副食費徴収免除費補助金交付要綱 

６ 事業目的 国の副食費免除対象の範囲から外れる第３子以降がいる世帯に対し

て、副食費の保護者負担の軽減を目的とする。 

７ 事業の概要 令和元年１０月より開始された幼児教育・保育の無償化に伴い、保護者

の実費負担となる副食の提供に要する費用について、保育料の無料化

が適用されている第３子以降の幼児に係る副食費相当額を補助するも

の。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ３５，４５９ 

令和４年度  ３６，３４４ 

令和５年度  ３５，８８７ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・実績報告書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

副食費補助金に対し、特段指摘及び意見すべき事項なかった。 
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NO２０ 延長保育事業費補助金  

１ 事業の名称 延長保育事業費補助金 

２ 事業区分 補助事業  

３ 事業種別 補助金・負担金事業  

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市延長保育事業費補助金交付要綱 

６ 事業目的 市内の私立の保育所及び認定こども園の設置者に対し補助金を交付す

ることにより、保護者の就労形態の多様化、通勤時間の増加等に伴う保

育時間の延長に対する需要に対応し、通常の利用時間を超えて引き続

き保育を受けられるようにすることを目指す。 

７ 事業の概要 次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時間において行う延

長保育に要する経費を対象経費とし、その全部又は一部について補助

金を交付する。 

（１）標準時間延長保育区分 標準時間認定保育時間（１１時間）を 

超えた前後の時間において３０分以上行われるもの 

（２）短時間延長保育区分 標準時間認定保育時間（１１時間）内に 

おいて短時間認定保育時間（８時間）を超えた前後の時間において

１時間以上行われるもの 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ２３,０１６ 

令和４年度  ２１,９８３ 

令和５年度  ２１,０８０ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・高崎市延長保育事業費補助金交付（当初）申請書 

・高崎市延長保育事業費補助金（当初）所要額調書 

・高崎市延長保育事業費補助金（当初）明細書 

・高崎市延長保育事業費補助金に係る事業の予算書 

・高崎市延長保育事業費補助金交付（当初）決定通知書（写） 

・高崎市延長保育事業費補助金（変更）申請書 

・高崎市延長保育事業費補助金（変更）所要額調書 

・高崎市延長保育事業費補助金（変更）明細書 

・高崎市延長保育事業費補助金交付（変更）決定通知書（写） 

・高崎市延長保育事業費補助金実績報告書 

・高崎市延長保育事業費補助金（実績）所要額調書 

・高崎市延長保育事業費補助金（実績）明細書 
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・高崎市延長保育事業費補助金に係る事業の収支精算書 

・高崎市延長保育事業費補助金事業実施届 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

延長保育事業費補助金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO２１ 一時預かり事業費補助金  

１ 事業の名称 一時預かり事業費補助金 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市一時預かり事業費補助金交付要綱 

高崎市幼稚園型一時預かり事業費補助金交付要綱 

６ 事業目的 保育所等を利用していない家庭においても就労形態の多様化や、保護

者の疾病、災害等により、一時的に家庭での保育が困難となる場合があ

る。また、核家族化の進行や地域の子育て力が低下する中で、育児疲れ

による心理的・肉体的負担を軽減するための支援が必要とされている。

こうした保育需要に対応するため、保育所等において児童を、緊急的・

一時的に保育することで、安心して子育てができる環境を整備する。 

７ 事業の概要 一時預かり事業を円滑に実施するため、事業を実施する市内の私立保

育所及び認定こども園に対し、「子ども・子育て支援交付金交付要綱」

によりこども家庭庁が定める基準額と、事業にかかる必要経費から寄

附金その他の収入額を差し引いた額とを比較し少ない方の額を交付す

る。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ８３,５７４ 

令和４年度  ８７,４１５ 

令和５年度  ８９,１８３ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・実績報告書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

高崎市幼稚園型一時預かり事業費補助金交付要綱第４条において、「補助金の額は、別表

に定めるところにより算定した額とする。」と規定され、別表において補助基準額の算定は

以下のとおり規定されている。 
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  別表（第４条関係） 

補助基準額 

（利用者１人当たり日額） 

補助対象

経費 

補助金の額

の算定方法 

（１）基本分（平日の教育時間前後や長期休業日の利用） 

ア 年間延べ利用者数２，０００人超の施設 

（ア） 平日                 ４００円 

（イ） 長期休業日（８時間未満）       ４００円 

（ウ） 長期休業日（８時間以上）       ８００円 

 

イ 年間延べ利用者数２，０００人以下の施設 

（ア） 平日 （１，６００，０００円÷平日の年間延べ 

利用者数）－４００円（１０円未満切り捨て） 

（イ） 長期休業日（８時間未満）       ４００円 

（ウ） 長期休業日（８時間以上）       ８００円 

 

（２）休日分（土曜日、日曜日及び国民の祝日等の休日の利用） 

８００円 

（３）長時間加算Ⅰ 

ア 超えた利用時間が２時間未満        １５０円 

イ 超えた利用時間が２時間以上３時間未満   ３００円 

ウ 超えた利用時間が３時間以上        ４５０円 

 

（４）長時間加算Ⅱ 

ア 超えた利用時間が２時間未満        １００円 

イ 超えた利用時間が２時間以上３時間未満   ２００円 

ウ 超えた利用時間が３時間以上        ３００円 

事業の実

施に必要

な経費か

ら利用料

その他の

収入額を

差し引い

た額とす

る。 

補助金の額

は、補助基準

額と補助対象

経費とを比較

し、いずれか

低い額とす

る。ただし、

その額に 

１，０００円

未満の端数が

生じた場合に

は、これを切

り捨てるもの

とする。 

  備考 

   １ 「利用者」とは、設置者に係る事業を利用した本市に住所を有する園児（私立認定こ

ども園の在園児にあっては、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第１９

条第１号に規定する小学校就学前子どもに限る。）をいう。 

 （「高崎市幼稚園型一時預かり事業費補助金交付要綱」より抜粋） 

 

上記、別表の備考において「利用者」は本市に住所を有する園児とされ、高崎市の居住者

であることとされているため、「高崎市幼稚園型一時預かり事業費補助金交付申請額内訳書」

の（補助基準額の内訳）における補助基準額（１）基本分のア.年間延べ利用者数   

２，０００人超の施設、イ.年間延べ利用者数２，０００人以下の施設の判断基準である年

間延べ人数の算定方法について担当者に確認したところ、問題はなかった。 

一時預かり事業費補助金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO２２ 病児保育事業補助金  

１ 事業の名称 病児保育事業補助金 

２ 事業区分 補助事業/市単独事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業  

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市病児保育事業費補助金交付要綱 

６ 事業目的 保護者が就労している場合等において、子どもが病気の際に自宅での

保育が困難な場合がある。こうした保育需要に対応するため、病院・保

育所等において病気の児童を一時的に保育するほか、保育中に体調不

良となった場合への緊急対応等を行うことで、安心して子育てができ

る環境を整備し、もって児童の福祉向上を図ることを目的とする。 

７ 事業の概要 次の各号に掲げる事業を実施する施設に対し、人件費など事業の実施

に必要な経費を対象経費とし、その全部又は一部について補助金を交

付する。 

（１）病児対応型 

 児童が病気の「回復期に至らない場合」において、病院、保育所等に

付設された専用スペースで一時的に保育する事業 

【市単独事業】 

・巡回型施設加算：利用児童の容体及び症状について当該事業を担

当する職員との連携及び指導を図るため、年間を通じて医師が

実施場所を巡回する体制を整備する事業 

・病児保育受入体制強化事業：併設する医療機関等において開院前

の時間に診察を行った児童の受け入れを行い、当該児童の保護

者が早期に出勤できる体制を整備する事業 

（２）体調不良児対応型 

 児童が保育中に微熱を出すなど「体調不良」となった場合において、

保育所等における緊急的な対応を図る事業 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  １１７,３８２ 

令和４年度  １２４,４０９ 

令和５年度  １３３,３４５ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・高崎市病児保育事業費補助金交付（当初）申請書 

・高崎市病児保育事業費補助金（当初）所要額調書 

・高崎市病児保育事業費補助金（当初）明細書 
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・高崎市病児保育事業費補助金に係る事業の予算書 

・高崎市病児保育事業費補助金実績報告書 

・高崎市病児保育事業費補助金精算書 

・高崎市病児保育事業費補助金（実績）明細書 

・高崎市病児保育事業 低所得者減免分加算対象者名簿 

・高崎市病児保育事業 受入体制強化事業報告書 

・高崎市病児保育事業費補助金に係る事業の収支精算書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

病児保育事業補助金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO２３ 気になる子対策補助金  

１ 事業の名称 気になる子対策補助金 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市私立保育所等運営支援補助金交付要綱 

高崎市気になる子対策事業費補助金交付要綱 

６ 事業目的 市内の私立保育所及び認定こども園の設置者に対し補助金を交付する

ことにより、気になる子への必要な支援が適切かつ早期に行われるよ

う、施設における気になる子に対する支援体制の拡充を目指す。 

７ 事業の概要 発達、行動、情緒面等に特性を持ち、保育の実施に当たって特別の対応

が必要と認められるが、身体障害、知的障害、精神障害その他の心身の

機能の障害があると判定されていない児童を「気になる子」と定義し、

次のいずれかに該当する気になる子に対する支援のための対策に要す

る経費を対象経費とし、その全部又は一部について補助金を交付する。 

（１）気になる子の保育に必要な書籍、玩具、資料その他気になる子の

保育に資すると市長が認める物品の購入に要する経費 

（２）医師、心理士その他気になる子の保育に資すると市長が認める者

による研修、講演等の開催、参加等に要する経費 

（３）気になる子の保育に係る保育士及び保育教諭等の人件費等 

（４）前３号に掲げるもののほか、気になる子に対する支援に資すると

市長が認めるものに要する経費 

【補助基準額算定式】 

各月の初日において在籍する児童の数の合計数（４月～３月）×５％ 

×１０,０００円 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ５４,６２９ 

令和４年度  ５５,１０３ 

令和５年度  ５４,６９０ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・高崎市私立保育所等運営支援補助金交付（当初）申請書 

・高崎市私立保育所等運営支援補助金（当初）所要額調書 

・高崎市私立保育所等運営支援補助金明細書 

・高崎市私立保育所等運営支援補助金に係る事業の予算書 

・高崎市私立保育所等運営支援補助金実績報告書 
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・高崎市私立保育所等運営支援補助金（実績）所要額調書 

・高崎市私立保育所等運営支援補助金に係る事業の収支精算書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

気になる子対策補助金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO２４ 物価高騰対策支援事業補助金（私立保育所振興事業）  

１ 事業の名称 物価高騰対策支援事業補助金（私立保育所振興事業） 

２ 事業区分 補助事業  

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市物価高騰対策支援事業補助金交付要綱 

６ 事業目的 原油価格及び物価の高騰に起因する事業経費の増加に対し、利用者負

担を増やすことなく、安定的な施設運営を図れるようにする。 

７ 事業の概要 令和５年４月１日の在籍児童数に１万円を乗じて得た基準額を基礎に

補助を行う。 

※当該年度末に向けて在籍児童数の増加が見込まれる場合は、上記基

準額に、調整率（令和５年３月１日の在籍児童数を令和４年４月１日

の在籍児童数で除した数）を乗じる。 

※認可外保育施設においては、在籍児童数を定期利用契約児童数とし

て基準額を算定する。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  － 

令和４年度  ５８,１７７ 

令和５年度  ９５,０７０ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・実績報告書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

物価高騰対策支援事業補助金(私立保育所振興事業)に対し、特段指摘及び意見すべき事項

はなかった。 
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NO２５ 夜間・休日家庭児童相談委託料  

１ 事業の名称 夜間・休日家庭児童相談委託料 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 委託事業 

４ 所管部課等 福祉部 こども救援センター虐待対応担当 

５ 根拠例規 高崎市夜間・休日家庭児童相談業務実施要領 

６ 事業目的 高崎市における家庭児童福祉の向上を図ることを目的として、家庭児

童相談業務の２４時間体制による電話相談を実施する。 

７ 事業の概要 児童虐待に関する通告や相談、育児や家庭内の悩みについての相談等

に対応するため、２４時間３６５日相談専用電話を設置しており、こど

も救援センター職員の勤務時間を除く、平日の勤務時間外と土日祝日

の相談対応を民間事業者に委託しているもの。 

受託事業者は聞き取った相談内容により、緊急性のある事案について

は、同センター職員に連絡することとなっており、連絡を受けた職員が

対応に当たっている。 

 

Ｒ５年度相談実績 

・児童に関する相談 ４８件 

・児童虐待に関する相談（通告） ６件 

・その他（女性相談、こども救援センター担当職員との連絡希望等） 

     ２１６件 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ２，６４０ 

令和４年度  ２，６４０ 

令和５年度  ２，６４０ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書一式 

・契約関係書類一式 

１０ 課題 一定レベル以上の相談対応できる職員がいる受託事業者を確保する必

要がある。 

  

１１ 監査結果 

本事業は、月曜日から木曜日までは、午後５時３０分から翌日の午前８時３０分まで、金

曜日の午後５時３０分から翌週月曜日の午前８時３０分まで、祝日・年末年始休業期間は終

日、電話転送された相談を受けるものである。 

本事業は、随意契約により社会福祉法人希望館に委託がなされており、大橋町所在の児童
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養護施設希望館及び八幡町所在の児童養護施設希望館八幡の家において、それぞれ履行がな

されている。 

業務に従事する職員は、希望館においては、勤続年数３年から１２年の者が合計１２名、

八幡の家においては２年から９年の者が合計１２名それぞれ対応している。 

随意契約とされる理由は、社会福祉法人希望館が市内で児童養護施設を運営し、かつ児童

家庭支援ホーム事業を行っている市内唯一の法人であること、職員体制が充実しており、 

２４時間対応することが可能であることを理由にするものであるが、高崎市契約規則第１８

条第１項第２号「その性質又は目的が競争入札に適しないものとするとき」に該当するもの

と認められる。 

電話受付がなされた場合「高崎市２４時間電話 相談受付報告書」に受付日時、担当者を

記載した受付簿が作成される。相談内容が虐待通告に該当する場合には、Ｂ様式「児童虐待

通告受理票」が記載され、被虐待児、虐待の種類、虐待の現在の状況の聞き取りを行う。そ

の際、保護者や他機関への通告状況、家族特徴などの情報についても通告者が把握していれ

ば聞き取りがなされる。これらの通告者からの聞き取りを踏まえ、受理者の虐待軽重印象と

して「深刻（生命の危険等）」「重度」「中度」「軽度」「危険薄い」の５段階で評価し、こど

も救援センターと共有される。いずれのケースも遅滞なくこども救援センターの担当者に引

き継ぎがなされ、対応がされている。 

相談内容が、児童相談に該当する場合には、Ｃ様式「児童相談受付表」が作成され、相談

者、相談歴、電話、住所、相談意図、児童の聞き取りがなされ、主訴として相談概要が詳細

に記載される。その後対応内容として、「相談のみ」「関係機関を案内」「業務時間内の再電

話を案内」「後日折り返すと伝えた」「公用携帯・個人携帯へ連絡」との対応結果が報告され

る。 

令和５年度の児童相談に関する対応結果は、「相談のみ」２５件、「関係機関を案内」５

件、「業務時間内の再電話を案内」７件、「後日折り返すと伝えた」２件、「公用携帯・個人

携帯へ連絡」が１４件（複数回答あり）と報告されている。児童相談においても、直ちに対

応する必要がある案件や対応困難な事例については、こども救援センターの公用携帯を利用

し、対応を行っていることがうかがえる。 

相談内容がその他の相談に該当する場合には、上記相談受付報告書に概要を記載して管理

がなされる。 

  受付された相談内容は、翌日１０時までに相談受付報告書がこども救援センターに報告さ

れ、業務月報は、翌月２日までに、年間相談業務実績報告書は、翌年４月８日までにこども

救援センターに報告するものとされる。 

業務月報は、月間受付報告書として、虐待通告、児童相談、その他の相談に分けて件数が

報告される。同月間受付報告書の記載によれば、令和５年度の相談実績は、以下のとおりで

ある。 
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                                   単位（件） 

 虐待通告 児童相談 その他 

４月 ０ ４ ２２ 

５月 １ ６ １９ 

６月 ０ ４ １６ 

７月 １ ３ １５ 

８月 ０ １ １６ 

９月 ０ ３ １２ 

１０月 １ ６ １８ 

１１月 ０ ４ ２０ 

１２月 １ １１ ３２ 

１月 ０ ２ ２０ 

２月 １ ３ １３ 

３月 １ １ １３ 

合計 ６ ４８ ２１６ 

 

 月間受付報告書の記載においては、提出後こども救援センターにおいて、分類変更などが

記載されることがあり、例えば、１２月の月間受付報告書の虐待通報１件については、継続

ケースであることから未受理とし、その他の相談として扱う旨の記載があるほか、児童相談

についても１１件中５件がその他の相談とすることが記載されている。また、１月について

も、児童相談２件のうち１件は、高崎市以外の市民を対象とするものであったことから、そ

の他の相談として扱うとされている。これらのメモを反映すると、虐待通告は合計５件、児

童相談は４２件、その他の相談は２２４件となる。上記こども救援センターの実績報告件数

に照らすと、社会福祉法人希望館から提出された月間受付報告書の内容に基づいて件数把握

がなされているようであるが、分類変更をしたのであれば、管理業務に相違がないよう月間

受付報告書の訂正を求めるなど統一性を図る必要がある。 

  また、月間受付報告書の提出日は、概ね２日までに提出されているが、２日が土日・祝日

の場合には、次の月曜日ないし、年末年始休業明けに報告がなされている。具体的には、７

月３日（月）、１２月４日（月）、１月５日（金）、３月４日（月）となっている。翌月曜日

での提出でも問題ないと考えられることから、仕様書においても、２日との記載ではなく、

２日（但し、該当日が土日・祝日・休業期間である場合には、翌開庁日）などと実態に即し

た記載にすることが望ましい。 

年間相談業務実績報告書は、四半期ごとの相談件数実績報告書として、相談件数を記録し

たものによりなされている。同報告書によると、４月のその他の相談が１８件と記載されて

おり、月間受付報告書の記載と相違がある。また、こども救援センターで分類変更を行った

上記記載の反映もなされていない。件数の相違は、記載内容から同一人物からの連続した着

信を１件とするか着信数に応じて５件とするかの相違であると考えられるが、報告書の件数
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相違が明らかであるため、訂正を求めるなどの対応が必要である。 

本事業における相談対応については、提出された日報において、児童相談を中心に相談者

に傾聴し、適切な助言がなされているように見られることから適切になされていると認めら

れる。 

本事業における虐待通告は６件であったが、令和５年度の通告件数は３９１件あり、こど

も救援センターにおいて虐待加害行為者に指導を実施、所属先に見守りの依頼、児童相談所

との連携など、ケースごとに応じた対応を取っている。自治体においては措置権限がないこ

とから、基本支援を中心に実施がなされており、特段の問題性は認められない。今後児童相

談所を市独自で開設することが計画されており、更なる充実が期待される。 

 

【意見１０】報告書の件数の統一について 

年間相談業務実績報告書の件数と月間受付報告書の件数に相違がある場合には、報告書の訂

正を求めるなどの対応を図ることが必要である。 

また、こども救援センターにおいて、分類変更等を行った場合には、月間受付報告書の訂正

を求める必要があると考える。 

  

【意見１１】仕様書の記載について 

仕様書における月間受付報告書の提出期限について、「２日（但し、該当日が土日・祝日・

休業期間である場合には、翌開庁日）」と実態に即した記載にすることが必要であると考え

る。 
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NO２６ 子育て短期支援事業等委託料 

１ 事業の名称 子育て短期支援事業等委託料 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 委託事業 

４ 所管部課等 福祉部 こども救援センター虐待対応担当 

５ 根拠例規 高崎市子育て短期支援事業実施要綱 

６ 事業目的 児童を養育している家庭の保護者が疾病や仕事等の社会的な事由等に

よって、家庭における児童の養育が一時的に困難となった場合に、児童

福祉施設等において一定期間、養育することにより、これらの児童及び

その家庭の福祉の向上を図る。 

７ 事業の概要 一時的に養育・保護を必要とする児童に対し適切な処遇が確保される

児童福祉施設等において養育・保護を行うもの。養育・保護の期間は、

ショートステイは宿泊を伴い原則として７日以内、トワイライトステ

イは夕方から概ね２２時頃まで。 

Ｒ５年度実績 

・ショートステイ事業 延べ利用人数 ５６９人 

・トワイライトステイ事業 延べ利用人数 ６９人 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  １，６５６ 

令和４年度  ２，０３２ 

令和５年度  ３，０７５ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書一式 

・契約関係書類一式 

１０ 課題 年々利用者が増加しており受け入れ先となる施設の定員が一杯となっ

てしまい、利用できない事案が発生している。 

  

１１ 監査結果 

ショートステイ事業は、児童を養育している家庭の保護者が疾病や仕事等の社会的な事由

によって、家庭における児童の養育が一時的に困難となった場合、又は育児不安や育児疲れ

等の身体的・精神的負担の軽減が必要な場合に、児童福祉施設等において一時的に養育する

ことによりこれらの児童及びその家庭の福祉の向上を図ることを目的とするものである。養

育の期間は７日以内を原則とし、保護者が短時間での利用を希望しているときや実施施設等

が通常の利用時間での養育が困難と認めたときは、利用時間が４時間以下の短時間利用によ

り養育をすることができるとされている。 

トワイライトステイ事業は、児童を養育する保護者が仕事等の事由によって帰宅が夜間に
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わたるため、児童に対する生活指導や家事の面等で困難を生じている場合に、児童を児童福

祉施設等に通所させ、生活指導、夕食の提供を行うことにより生活の安定、児童の福祉の向

上を図ることを目的とするものである。 

各事業の実施施設は以下のとおりである。 

 

ショートステイ事業実施施設 

施設種別 施設名 所在地 指定年月日 

児童養護施設 希望館 高崎市大橋町２１０番地 平成７年４月１日 

児童養護施設 希望館「八幡の家」 高崎市八幡町２１４番地 平成２３年４月１日 

児童養護施設 フランシスコの町 高崎市金古町８３０番地３ 平成２７年４月１日 

乳児院 愛育乳児園 高崎市足門町２９０番地２ 平成７年４月１日 

 

トワイライトステイ事業実施施設 

施設種別 施設名 所在地 指定年月日 

児童養護施設 希望館 高崎市大橋町２１０番地 平成７年４月１日 

児童養護施設 希望館「八幡の家」 高崎市八幡町２１４番地 平成２３年４月１日 

児童養護施設 フランシスコの町 高崎市金古町８３０番地３ 平成２７年４月１日 

 

各事業を実施するための高崎市が負担する委託料及び保護者が負担する利用料は、以下の

とおりである。 

 

ショートステイ事業（１人日額単価） 

種別 利用料（保護者負担） 委託料（市負担） 

 

生活保護世帯 

２歳未満児 ０円 １０，７００円 

２歳以上児 ０円 ５，５００円 

短時間利用（４時間以下） ０円 １，５００円 

 

市民税非課税世帯 

２歳未満児 １，１００円 ９，６００円 

２歳以上児 １，０００円 ４，５００円 

短時間利用（４時間以下） ３００円 １，２００円 

 

上記以外の世帯 

２歳未満児 ５，３５０円 ５，３５０円 

２歳以上児 ２，７５０円 ２，７５０円 

短時間利用（４時間以下） ７５０円 ７５０円 
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トワイライトステイ事業（１人日額単価） 

摘要 利用料（保護者負担） 委託料（市負担） 

生活保護世帯 ０円 １，５００円 

市民税非課税世帯 ３００円 １，２００円 

上記以外の世帯 ７５０円 ７５０円 

 

   令和５年度における各事業所の利用実績は以下のとおりである。 

 

施設名 ショートステイ事業 トワイライトステイ事業 

希望館 ９２名／宿泊１７０日間・日帰り３６日間 ２６名／４４日間 

希望館「八幡の家」 １０５名／宿泊３０６日間・日帰り５日間 １５名／１９日間 

フランシスコの町 ２５名／宿泊４２日間 ・日帰り４日間 ３名／６日間 

愛育乳児園 １名／宿泊６日間  

 

第２期高崎市子ども・子育て支援事業計画においては、ショートステイ事業として概ね 

延べ７０人、トワイライトステイ事業として１０人を予定しているが、令和５年度について

は、いずれも大幅に上回る人数の利用実績が認められ、児童福祉の向上に寄与していると認

められる。また、委託料についても、いずれも適正に処理されていることが認められる。 

課題として、年々利用者が増加しており受け入れ先となる施設の定員が一杯となってしま

い、利用できない事案が発生しているとのことである。本事業は、利用者から利用申請を受

けた後、施設において受け入れが可能かを確認し、認められた場合に実施するものであるた

め、施設側の受け入れ状況によっては、保護者が事業を利用できない状態となる。 

  利用ができない事例件数は、令和４年度６月から３月までで１０６件（月平均１０．６件）、

令和５年度１３０件（月平均１０．８件）、令和６年度４月から１１月までで２７件（月平均

３．４件）と推移しており、令和６年度は大幅に改善されている。 

高崎市にある児童養護施設、乳児院は、いずれも上記のとおり指定済みであり、施設数を

増やすということは困難であるが、指定施設とも協議の上、利用者の希望にできる限り沿う

ように体制強化をすることが望ましい。 

なお、書類上の形式的な面として、「高崎市子育て短期支援事業実施要綱」第５条第１項に

ついては、「委託料」とされているが、当該規定を受けた別表２においては、「補助額」と表

現が異なっており、文言を合わせることが望ましい。 

また、業務委託単価契約約款末尾の委託料については、消費税法基本通達６－７－５（２）

ハに該当し、非課税とされているが、本事業を検査した検査調書においては、業務委託料の

欄において「（消費税を含む）」とされており、平仄を合わせることが望ましい。 
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【意見１３】文言の統一について 

高崎市子育て短期支援事業実施要綱の別表２に記載されている「補助額」は、第５条第１項

にあわせて「委託料」とする必要があると考える。 

また、検査調書（様式２２号）においては、業務委託料について、「消費税を含む」との括

弧書きが記載されているが、業務委託単価契約約款に添付の別表上、業務委託料については、

消費税基本通達６－７－５（２）ハに該当するため、非課税とされている点と平仄が合ってい

ない。検査調書においても、「消費税非課税」と明記する必要があると考える。 

  

【意見１２】体制強化について 

令和５年度は、１３０件の利用ができない事例が生じていることから、施設と協議して体制

強化が図られるように継続的な協議をしていく必要があると考える。 
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NO２７ 子育て支援センター事業委託料  

１ 事業の名称 子育て支援センター事業委託料 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 委託事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市地域子育て支援拠点事業実施要綱 

６ 事業目的 子育てに対する不安感や負担感の緩和を図り、安心して子育て・子育ち

ができる環境を整備するため、地域における子育て支援拠点の設置を

推進し、地域の実情に応じたきめ細かな子育て支援サービスの提供を

行うことにより、地域の子育て支援機能の充実を図る。 

７ 事業の概要 地域における子育て支援の拠点施設において子育て親子の交流や子育

てに関する相談等、地域の実情に応じた子育て支援事業について、私立

保育所等を経営している法人を中心に事業を委託して実施している。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ９０,２１２ 

令和４年度  ８９,８５０ 

令和５年度  ９３,４０５ 

  
 

９ 閲覧資料 ・執行伺 

・支出負担行為書 

・契約書 

・実績報告書 

・子育て支援センターのパンフレット 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

地域子育て支援拠点事業とは、児童福祉法第６条の３第６項に基づき、市町村が主体とな

って実施するものであり、乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育て

についての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業である。費用に関しては、国か

ら一定の補助金支給があり、また事業を実施するために必要な経費の一部を保護者から徴収

できる。高崎市においても、高崎市地域子育て支援拠点事業実施要綱を定め、目的や実施要

件に照らし、随意契約により委託している。 

なお、こども家庭庁が公表している令和５年度地域子育て支援拠点事業実施状況の中で高

崎市が記載されているものは以下のとおりである。 
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引用：令和５年度実施状況（こども家庭庁） 
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（１） 契約方式について 

令和５年度は１１の社会福祉法人に委託をしており、これらの業務委託に係る契約方法

は随意契約に基づいている。地方自治体における契約方法は「地方自治法第２３４条第２

項」及び「地方自治法施行令第１６７条の２」を法的な根拠としている。 

同一事業者で業務委託を継続する場合には、「随意契約理由書」を書面として記録し、随

意契約として更新している。国からの補助事業でもあることから、補助対象となる事業の

目的や実施要件等を満たし、適切な事業者を選択している理由が記載されている。 

随意契約は一般的に競争入札によらない特定の相手方を任意に選択する契約方式であり、

福祉分野における委託契約は業態の特殊性から特定の事業者が継続して事業を行うことで、

人的な信頼関係やネットワークが構築され円滑な業務運営に資する側面がある。また、国

の補助事業でもあることから、事業目的や実施要件を満たすなど、同様の基準において委

託先を決定している。 

 

【意見１４】随意契約理由書について 

随意契約の妥当性に疑義はないが、随意契約理由書の書面が１１の社会福祉法人においてす

べて同じ内容で作成されている。特に子育て相談ができる資格取得者として「保育士、栄養士、

看護師等」とあるが、保健師や助産師が所属する法人など、各法人において所属する専門家は

異なる。随意契約理由書の文章が同一のもので形骸化しないよう、各法人の特徴を正しく表記

する必要があると考える。 

 

（２） 契約の変更手続きについて 

高崎市地域子育て支援拠点事業の委託料は、こども家庭庁の「子ども・子育て支援交付

金要綱」における地域子育て支援拠点事業の補助基準額を適用しており、令和５年度の補

助基準額は、令和５年７月３１日付通知「子ども・子育て支援交付金の交付について（こ

成事３６５号）」により増額され、令和５年４月１日に遡って適用されることになった。 

高崎市の場合、地域子育て支援拠点事業は「一般型」のみで、そのうちの「５日型の常

勤職員配置」又は「６～７日型の常勤職員配置」が該当する。新旧対照表は以下のとおり

である。 

一般型 旧基準額 新基準額 差額 

５日型・常勤職員配置 ８,３９８,０００円 

 

８,６３９,０００円 

 

２４１,０００円 

増加 

６～７日型・常勤職員配置 ８,９７３,０００円 

 

９,２５１,０００円 

 

２７８,０００円 

増加 

 

当該増額分については、高崎市地域子育て支援拠点事業に関する変更契約書を令和５年

７月３１日に全委託事業者と締結し、５日型の事業者へは２４１,０００円、６～７日型の

事業者へは２７８,０００円の支給が適切に行われている。 
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１ 事業 ２ 区分 ３ 基準額 ４ 対象経費 

地域子育

て支援拠

点事業 

地域子育

て支援拠

点事業 

１ 運営費（１か所当たり年額） 

（１）一般型 

ア 基本分 

（ア）３～４日型 

 ・職員を合計３名以上配置する場合 

  ５，９４０，０００円 

   ・職員を合計２名配置する場合 

             ４，３９２，０００円 

  （イ）５日型 

   ・常勤職員を配置する場合 

             ８，６３９，０００円 

   ・非常勤職員のみを配置する場合 

             ５，３９１，０００円 

  （ウ）６～７日型 

・常勤職員を配置する場合 

             ９，２５１，０００円 

   ・非常勤職員のみを配置する場合 

             ６，３９０，０００円 

 

※（イ）及び（ウ）について、「平成２４年度子育

て支援交付金の交付対象事業等について」１（５）

③センター型（経過措置（小規模型指定施設）の場

合を除く）として実施し、引き続き同様の事業形態

を維持している場合は、「『常勤職員』を配置した

場合」の補助基準額を適用することができるものと

する。  

地域子育て支

援拠点事業の

実施に必要な

経費 

（令和５年７月３１日付通知「子ども・子育て支援交付金の交付について（こ成事３６５号）」の

子ども・子育て支援交付金交付要綱より抜粋） 

 

（３） 実績報告書について 

高崎市地域子育て支援拠点事業実施要綱に基づき、令和５年度地域子育て支援拠点事業

実績報告書の提出を受けている。具体的には、地域子育て支援拠点事業委託収支精算書、

地域子育て支援拠点事業実績調書、事業費内訳書、子育て支援拠点事業月報の他、添付書

類として、高崎市地域子育て支援拠点事業委託に係る事業の収支精算書、その他関係書類

（職員の名簿や賃金台帳・出勤簿、子育て支援センターのパンフレット）が適切に提出さ

れている。実績報告の結果、当初契約金額に満たない収支精算書においては返金の手続き

が行われている。また、「子ども・子育て支援交付金要綱」の基準額を判断するために、

常勤職員に関する資料や子育て支援センターのパンフレットを必ず添付するようにしてい

る。 
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NO２８ こども発達支援センター事業 

１ 事業の名称 こども発達支援センター事業 

２ 事業区分 補助事業  

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 こども発達支援センター発達支援担当 

５ 根拠例規 特になし 

６ 事業目的 発達に不安や課題をもつ子どもとその保護者や関係機関の相談に応じ

支援していく。 

７ 事業の概要 個別相談、保育所（園）・幼稚園・こども園巡回等相談業務にあたり、

保護者の不安の軽減を図るとともに支援者の指導を行うもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  １４，７７１ 

令和４年度  １５，４６８ 

令和５年度  １５，８８９ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・積算資料 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

１．こども発達支援センターの概要について 

（１）第２期子ども・子育て支援事業計画における位置づけについて 

高崎市における第２期子ども・子育て支援事業計画（以下、事業計画）は、【基本理

念】【基本的視点】【基本目標】【基本施策】に体系化されている。【基本理念】として、

「すべての子どもがあらゆる可能性にチャレンジすることができ、子育ての喜びを、親と

して、家庭で、地域社会全体で感じることができる支えあいのまちづくり」を掲げてい

る。この【基本理念】に基づき、「子ども」、「保護者」そして「地域・子育て支援関係

者」の３者の立場、視点からの方向性・目標を設定し、それぞれの権利や役割を明確にし

た子育て支援施策を推進している。 

こども発達支援センター（以下、同センターという。）は事業計画における施策の体系図

上、以下のように位置付けられている。事業計画における「第３章 計画の基本的な考え

方」の「施策の体系図」も併せて参照されたい。次節では同センターの事業内容について

触れたい。 

【基本理念】 

「すべての子どもがあらゆる可能性にチャレンジすることができ、子育ての喜びを、親とし

て、家庭で、地域社会全体で感じることができる支えあいのまちづくり」 
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【基本的視点】 

「子どもの視点からの方向性１あらゆる可能性にチャレンジできるサポート体制の構築」

「保護者の視点からの方向性２子育てに喜びや生きがいを感じながら自らの成長をも実感

し楽しむことができる支援体制の充実」 

【基本目標】 

「子どもの視点からの方向性１（２）特別な支援が必要な子どもへの支援の充実」 

「保護者の視点からの方向性２（１）安心して子どもを産み育てることができる環境づくり」 

【基本施策】 

「子どもの視点からの方向性１（２）②発達に不安のある子どものサポート体制の推進」 

「保護者の視点からの方向性２（１）③相談支援体制の充実」 

 

 （２）こども発達支援センターの事業内容について 

同センターは、発達に不安のある子どもとその保護者や関係者を総合的にサポートする

とともに中学校卒業までの子どもを対象として支援を行っている。発達に不安のある子ど

ものサポート体制を推進することで、乳幼児期から学齢期まで一貫した支援を行うことが

でき、子どもたちが将来自立して社会参加するために必要な力を培える体制づくりを推進

している。同センターでは、主な業務内容として子どもの発達時期に応じた、個別相談や

保育所等巡回相談、学校訪問を通じた先生のための相談、及び、保護者や先生向けの研修

の実施と子ども発達支援のために幅広い事業活動を実施している。 

また、各関係機関と連携し、相談内容に応じて必要な関係機関につなぐ役割を担ってお

り、具体的な事業内容について次に記載する。 
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① 子どもの視点からの方向性１（２）② 

以下、事業計画に記載された事業内容及び目標・実績について記載する。 

（ア）個別相談の充実 

子育てをする保護者向けに心理士、保健師、教諭、保育士、言語聴覚士、作業療法士

等の専門職による個別相談を随時実施している。相談内容に応じて各専門職が協働で行

っており、令和５年度における実績は以下のとおりである（件数は延べ件数）。 

（令和５年度実績）電話相談３,９９２件、個別来所相談３,８７５件 

 

（イ）保育所・認定こども園・幼稚園等巡回相談の推進 

保育所・認定こども園・幼稚園の集団生活の中で保護者・保育士・教諭等の何らかの

気付きを適切な支援につなげていくために心理士、保健師、教諭等のスタッフによる巡

回相談を行い支援している。当該事業では巡回相談の回数について目標を設定してい

る。 

（令和５年度目標）定期巡回２１８回 

（公立保育所等…年１回、私立保育所等…年２回） 

不定期巡回（保育所等からの希望によるため目標はなし） 

（令和５年度実績）巡回数２９７回（対象児１,６５３人） 

 

（ウ）学校訪問相談の充実 

小・中学校の集団生活の中で保護者・教諭等の何らかの気付きを適切な支援につなげ

ていくために心理士、保健師、教諭等のスタッフによる訪問相談を行い支援している。

当該事業では訪問相談の回数について目標を設定している。 

（令和５年度目標）小学校１年生訪問５８回（市内小学校数） 

学校訪問（学校からの希望によるため目標はなし） 

（令和５年度実績）小学校１年生訪問５８回（対象児４９５人） 

小学校訪問３４回（対象児３６人） 

中学校訪問０回 

 

（エ）乳幼児発達相談「にこにこるーむ」 

各保健センターを会場に作業療法士による乳幼児の発達相談を行い、保護者と子ども

が安心して日常生活を過ごせるよう支援している。 

（令和５年度目標）８４回 

（令和５年度実績）８３回（対象児４８１人） 

 

（オ）ペアレントトレーニング 

親が子どもの行動変容における心理やパターンを理解・分析し、問題行動を適切な対

応で減少することのできる技術を獲得することを目的として実施している。 

（令和５年度目標）３クール＋フォローアップ（１クール６セッション） 

（令和５年度実績）３クール＋フォローアップ（総受講者数４１人） 
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② 保護者の視点からの方向性２（１）③ 

（ア）子どもの発達相談の充実 

個別相談や保育所・認定こども園・幼稚園への巡回相談、学校訪問等で支援を必要と

する子どもやその保護者、及び保育士、教諭等の支援の充実を図ることを目的としてい

る。当該目的を達成するため、同センターとして支援者育成のための研修を実施してい

る。令和５年度における研修実績は以下のとおりである。 

（令和５年度実績） 

特別支援教育・発達支援コーディネーター研修（動画配信）受講人数１５７人 

コーディネータースキルアップ研修１回、受講人数７３人 

ティーチャーズトレーニング３回、受講人数９８人 

 

（３）こども発達支援センターにおける支援者育成について 

   同センターでは、電話や来所（予約制）による個別相談を無料で実施しており、保護者

や相談者の相談内容に応じて、発達に不安や課題をもつ子どもとその保護者や関係者の相

談に応じ、関係機関と連携しながら総合的に支援していくことで、その子どもや環境に適

した支援方法を一緒に検討し、子どもが健やかに日常を過ごせるようになり保護者の不安

が軽減されることを目標としている。特に同センターでは、保育所や学校等で実際に支援

にあたる職員が適切な対応を行えるように、支援者育成に力を入れている。 

具体的には支援技術向上のための「特別支援教育・発達支援コーディネーター研修」及

び「コーディネータースキルアップ研修」を実施しており、保育所や幼稚園の先生のうち

園で中心になり支援を行っている者を対象とし、子どもや保護者と接する際のスキルアッ

プを目的として実施している。 

同センターの課題認識として、「特別支援教育・発達支援コーディネーター研修」及び「コ

ーディネータースキルアップ研修」の実施回数を増やして支援者を増やし事業強化を図り

たいところ、保育所・認定こども園・幼稚園等での業務量増加と人員体制の関係から回数

を増やしづらい状況にあると伺っている。 

保育所・認定こども園・幼稚園等で子どもや保護者との相談に直接対応できる支援者を

増やすことにより、相談体制が充実し何らかの気付きを適切な支援につなげていくことが

できるものと考える。この点、コーディネータースキルアップ研修においてはコーディネ

ーターが保育所・認定こども園・幼稚園等における他の先生への支援の輪を広げられるよ

うな内容になっており、知識の習得のみにとどまらない、グループワーク形式による実習

が行われている。 

 

【意見１５】こども発達支援センターにおける支援者拡大の施策について 

 保育所・認定こども園・幼稚園等で子どもや保護者からの相談に適切に対応することが可能

となる支援者が増えることは、同センターの支援体制がより充実することになるため、支援者

拡大の施策が必要になると考える。 
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NO２９ 託児業務委託料（子育てなんでもセンター運営事業） 

１ 事業の名称 託児業務委託料（子育てなんでもセンター運営事業） 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 委託事業 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども企画担当 

５ 根拠例規 高崎市子育てなんでもセンター設置及び管理に関する条例 

高崎市子育てなんでもセンター設置及び管理に関する条例施行規則 

６ 事業目的 市民が安心して子どもを産み、育てられるまちづくりを推進し、子ども

達の健全な育成を図るため、「高崎市子育てなんでもセンター」内で誰

もが気軽に利用できる児童の一時預かりを実施する。 

７ 事業の概要 ＮＰＯ法人ぐんまこどもわくわくサポーターズに委託。 

次の条件による児童の一時預かりを実施する託児業務 

（１）託児時間 午前７時３０分から午後１０時まで  

（２）対象児童 ０歳（満６か月以上）から小学３年生まで  

（３）定  員 概ね２０人 

（４）使 用 料 利用児童１人につき１時間３００円 

（１日上限３,０００円） 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ４７,０００ 

令和４年度  ４７,０００ 

令和５年度  ４７,０００ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書等 

・業務委託契約書、業務委託契約約款 

・見積書 

・託児業務仕様書 

・収納事務に関する書類 

・実績報告書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

（１）子育てなんでもセンターの概要 

高崎市子育てなんでもセンターは、高崎市子育てなんでもセンター設置及び管理に関する

条例第２条において「子育て支援に関する事業を実施することにより、市民が安心して子ど

もを産み、育てることができるまちづくりを推進し、もって子どもたちの健全な育成を図る

ため、高崎市子育てなんでもセンターを設置する」と定められている。同条例第４条に掲げ
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られた事業は、以下のとおりである。 

 

（高崎市子育てなんでもセンター設置及び管理に関する条例） 

第４条 センターは、次に掲げる事業を行う。 

(１) 子育て支援情報の提供及び子育て相談に関する事業 

(２) 子育て世帯等の就労の支援に関する事業 

(３) 子育て世帯等の交流の促進に関する事業 

(４) 子どもの預かりに関する事業 

(５) 前各号に掲げるもののほか、センターの設置の目的を達成するために必要な事業 

 

子育て中の人や妊娠中の人が、１か所で気軽にさまざまな相談ができ、必要な支援を受けら

れる子育て支援の拠点である。安心して子どもを産み、育てることができるよう、子育て支

援、就労支援、託児など、市・関係機関・ＮＰＯ団体などが一体となって運営している。 

 

【 多機能型住居オアシス高崎２階フロア内の配置図 】 
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① 子育て相談について 

 保健師・保育士・教育相談員が子育ての不安や悩み、子どもの健康や発達などについての

相談や高崎市の子育て支援事業等の紹介をしている。また、各幼稚園・保育所（園）・認定

こども園の園長なども日替わりで相談を受け付けている。利用できる日時は、火曜日～日曜

日（祝日、年末年始を除く。）の午前１０時～午後６時である。 

令和５年度の開館日数は２９８日で、相談人数は１,１７７人であった。 

 

② 交流・プレイルームについて 

乳幼児向けの簡易な遊具、おもちゃなどで遊んだり、休憩したり、気軽に利用できる場を

設けている。利用できる日時は、火曜日～日曜日（祝日、年末年始を除く。）の午前１０時

～午後６時である。 

令和５年度の開館日数は２９８日で、利用人数は１０,５７５人であった。 

 

③ 就労相談について 

子育て世代の就職相談や求人情報の提供、再就職支援などを行っている。毎週水曜日はハ

ローワークの職員が、火曜日～金曜日はキャリアコンサルタントの資格を持つスタッフ（詳

細は、個別の事業 NO３０ 就労支援業務委託料参照）が、子育て世代の仕事に関する相談

を受け付けている。また、出産・子育てで離職した人の再就職、ひとり親の就労支援をする

他、資格取得やキャリアアップの相談にも応じている。相談できる日時は、火曜日～金曜日

（祝日、年末年始を除く。）の午前１０時～午後５時である。 

令和５年度の開館日数は１９７日で、相談人数は５６２人であった。 

 

④ 保育士情報ステーションについて 

   ハローワーク高崎と連携して、保育所等の求人情報の提供や就労相談などの支援を行って

いる。市内の私立保育所の園長や職員と直に話ができる機会も設定し、職場の雰囲気や働き

方など、実際に働く人の生の声を聞くことができる。また就労中の保育士の悩み事などの相

談も受け付け、継続して働けるよう支援している。なお、運営は高崎市と契約した委託事業

者が行っている。相談できる日時は、火曜日～土曜日（祝日、年末年始を除く。）の午前 

１０時～午後５時である。 

令和５年度の開館日数は２０８日で、相談人数は２８５人であった。 

 

⑤ 託児ルームについて 

   子育て中のリフレッシュ（映画鑑賞や観劇、買い物、美容院など）、急な用事（冠婚葬

祭、急な仕事、地域行事など）の際に、一時的な預かり施設として利用できる。 

令和５年度の開館日数は３６０日で、利用人数は１１,３３０人であった。 

 

⑥ その他の施設について 

   多機能型住居オアシス高崎２階フロア内の配置図のとおり、子育てに関連した講座等で幅

広く活用できる「ラウンジ」と「会議室」が設けられている。 
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（２）託児業務について  

高崎市の０歳から小学３年生（９歳とする）までの人口の推移は次のとおりである。 

単位（人） 

 平成２９年１２月 

（開設した年） 

令和３年１２月 令和４年１２月 令和５年１２月 

０歳 ２,９３３ ２,４２８ ２,３２０ ２,２９９ 

１歳 ２,９８３ ２,５７９ ２,４９１ ２,４０３ 

２歳 ２,９５４ ２,５８１ ２,５６４ ２,４９３ 

３歳 ３,１４０ ２,８２０ ２,６０３ ２,５６３ 

４歳 ３,０７３ ２,９８７ ２,８１６ ２,５９５ 

５歳 ３,２０４ ２,９７７ ２,９７１ ２,７８７ 

６歳 ３,１９６ ２,９５７ ２,９９２ ２,９７７ 

７歳 ３,２３１ ３,１５０ ２,９４６ ２,９７７ 

８歳 ３,３６３ ３,０８６ ３,１６０ ２,９４５ 

９歳 ３,５３４ ３,１８０ ３,０９５ ３,１５６ 

合計 ３１,６１１ ２８,７４５ ２７,９５８ ２７,１９５ 

平成２９年との対比 ９０.９％ ８８.４％ ８６.０％ 

 

過去３年間の利用人数は以下のとおりである。 

単位（人） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

① 延べ利用人数 ９,８９０ １０,１８９ １１,３３０ 

② 利用時間帯による集計方法

の延べ利用人数 

５３,９４１ ５４,６４６ ６０,２２２ 

③ 上記②令和３年度との比較 － １０１.３％ １１１.６％ 

 

コロナ禍の影響もあるため、単純な比較はできないが、出生率の減少による対象年齢の人口

は逓減しているものの、利用人数は増加傾向である。 

 

① 契約方式について 

託児業務は、子育てなんでもセンターが設置されて以来、継続してＮＰＯ法人ぐんまこど

もわくわくサポーターズに委託している。業務委託に係る契約方法は「一者随意契約」に基

づいている。地方自治体における契約方法は「地方自治法第２３４条第２項」及び「地方自

治法施行令第１６７条の２」を法的な根拠としている。 

同一事業者で業務委託を継続する場合には、「随意契約理由書」を書面として記録し、随意

契約として更新している。随意契約理由書にはまず、本事業の性質について「市民が安心し

て子どもを産み、育てられるまちづくりを推進していく中で、誰もが気軽に利用できる児童
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の預かり事業の実施に係る業務」と説明している。当該業務に関し、契約業者と随意契約を

締結した理由は以下のとおりとしている。 

 

（随意契約理由書） 

 当該業務においては、認可保育所と同等の基準による運営が必要で、当該法人は市内の社会

福祉法人が設置する既設の認可保育所等の園長等により組織された団体であり、知識、経験は

もちろんのこと、複数の認可保育所等における施設運営のノウハウを有することから、本市に

おける子育て環境の状況等を反映した適切な児童の預かりの実施が確実にできる。 

 

   ＮＰＯ法人ぐんまこどもわくわくサポーターズの現在の役員構成を確認したところ、１名

の理事（行政書士）を除く７名の理事及び２名の監事が高崎市内の保育園又はこども園の園

長で構成されている。 

   認可保育所と同等の基準による運営ができる社会福祉法人は当然複数存在するが、その中

で「既設の認可保育所等の園長等により組織された団体」という特殊性は、本業務について

一者随意契約を行う理由の根拠として妥当なものと考えられる。 

   なお、ＮＰＯ法人ぐんまこどもわくわくサポーターズの主たる事務所（本店所在地）は、

同法人の平成２９年８月２９日に開催された理事会の「第１号議案 事務所移転の件」にお

いて、群馬県高崎市田町７１オアシス高崎２階とする議案が可決確定し、移転日以降継続し

てオアシス高崎２階（高崎キッズサポートかしの木）となっている。特定非営利活動促進法

その他関連法令においては、ＮＰＯ法人の所在地が受託事業を行う公共施設であることを禁

止するような定めはない。ただし、本店所在地が当該委託事業を行う施設となっているため、

当該法人の令和５年度の総会及び理事会は、子育てなんでもセンターの会議室を利用して行

っている。また、特定非営利活動促進法第２８条（事業報告書等の備置き等及び閲覧）にお

いて、事業報告書、計算書類及び財産目録並びに年間役員名簿等は事務所に５年間保存の義

務があり、当該書類に関しても託児事業を行う施設内での保管が行われていることになる。 

 

【意見１６】託児業務以外のその他施設（会議室等）利用に関する取り決めについて 

子育てなんでもセンターは、１か所で気軽にさまざまな相談ができ、必要な支援を受けられ

る子育て支援の拠点として革新的な施設であり、運営においては既設の認可保育所等の園長等

により組織された団体であるＮＰＯ法人ぐんまこどもわくわくサポーターズは妥当であると考

える。 

また、子育てなんでもセンター内の子育て相談スペースでは各幼稚園・保育所（園）・認定こ

ども園の園長なども日替わりで相談を受けていることもあり、託児事業だけでなく１フロア全

体が当該法人や園長等により網羅的に支えられていることも十分に理解できる。ただし、業務

委託である以上は、業務委託内容以外の空間（会議室等）、業務委託の目的以外の利用（法人の

事業報告書等の保存等）についての取り決めを交わし、業務契約書等とともに保管を行うこと

が必要と考える。 
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② 収納事務について 

収納事務については「高崎市子育てなんでもセンター内託児ルーム使用料収納事務契約書」

が締結されている。実績報告は、契約書第４条において「ＮＰＯ法人ぐんまこどもわくわく

サポーターズは、毎月の利用実績及び公金の収納状況を高崎市の定めるところにより、高崎

市に報告するものとする」とある。 

収納の流れを確認するため、令和５年度の収納事務資料を監査した。まず、使用料及び利

用人数が集計されたレシートを稼働している日は毎日、２１時過ぎに印刷している（なお、

託児ルームでは収納の対象外であるおやつ代や軽食代の入金もあるが、収納事務に係る部分

のみ適切に出力されている）。当該精算レシートを原則３日間「精算レシート添付台紙」に添

付し、３日間の合計金額を「領収済通知書」に記載し、書類の提出及び出納を行っている。

金額の記録を毎日行い、３日間（稀に４日間）に一度、徴収した使用料をまとめて市へ納入

しており、令和５年度の事務処理においては集計の誤りや書類の不備等は確認されなかった。 

また、令和５年４月２６日に契約課担当者からの指摘があり、託児ルーム使用料が業務委

託者の収入ではなく、高崎市の収入であることを明確化するために「託児業務仕様書」の修

正が行われ、差し替え対応を実施している。修正内容は以下のとおりである。 

 

（仕様書の修正箇所：新旧対照表 ※下線部分が修正、追加事項） 

仕様書 修正前 修正後 

５ 業務内容 次の条件による児童の一時預かり

を実施する託児業務 

次の条件による児童の一時預かり

を実施する託児業務 

なお、使用料については、別途締

結する使用料収納事務委託契約に

基づき、利用者からの徴収及び市

への収納を行うこと。 

５ 業務内容（４） 業務内容 

（４）利用料金 

業務内容 

（４）使用料 

１１ その他 （１）利用料金の徴収及び納付並

びに報告方法については、市の指

示に従うこと。また料金の取り扱

いについては十分な注意を払い、

事故のないよう万全の態勢で業務

にあたること。 

（１）使用料の徴収及び納付並び

に報告方法については、市の指示

に従うこと。また現金の取り扱い

については十分な注意を払い、事

故のないよう万全の態勢で業務に

あたること。 

 

上記修正を行うことにより、託児ルーム使用料が業務委託者の収入ではなく、高崎市の収

入であることが明確化されており、修正された仕様書の内容は妥当である。 

ただし、令和５年度の業務委託契約書とともに保存されていた「託児業務仕様書」に関し

ては、差し替えはなく、修正前のもののみ保存されていた。修正内容に関しては、こども家

庭課担当者からの修正に関する案内が修正前仕様書に添付されていたことを受け、監査のた

め、担当者へ修正後の仕様書を照会依頼することで確認できた。 
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【指摘１】修正後の託児業務仕様書の適切な保存について 

託児ルーム使用料が業務委託者の収入ではなく、高崎市の収入であることが明確化された修

正後の「託児業務仕様書」を業務委託契約書とともに適切に保存すべきである。 

 

【指摘２】令和４年度の釣銭資金の「還付伺」決議書の適切な運用について 

令和４年度の釣銭資金の「還付伺」決議書については２種類の書面を上段と下段に折り、境

をホチキスで止める状態で１枚の書面とされている。具体的には上段の書面は決裁印があるが、

金額が決裁金額とは異なるもの。下段について、決裁印はないが金額が最終的な決裁金額とな

っているものである。このような方法では、決裁印自体が形骸化しており、また書面の遡及修

正も可能となってしまうため適切に事務処理を行うべきである。 

 

③ 見積金額について 

過去３年間の見積金額及び実績額は４７,０００千円である。先に示したとおり、令和３

年度に比べ、令和５年度は利用人数が１１１.６％となっている。また、実績報告書に添付

された職員名簿を基にまとめた人件費等は以下のとおりである。 

 

（収支報告書より人件費項目を抜粋） 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

人件費小計 ４１,１０７,８７６円 ３７,５２１,０９４円 ４０,３７６,５２８円 

摘要欄※ 
社員５名・フル３名 

パート６名 

社員５名・フル５名 

パート８名 

社員７名 

パート１３名 

支出総合計 ４７,０６７,８０７円 ４７,０１１,２０２円 ４７,０１４,５１６円 

※ 令和５年度は収支報告書の摘要欄が空欄であったため、別途添付されている職員名簿

より作成した。なお、令和３年度の職員名簿には「社員６名、フル３名、パート７

名」と記載があり、令和４年度の職員名簿には「社員６名、フル４名、パート８名」

と記載があり、収支報告書と職員名簿には若干のズレが生じる。 

 

【意見１７】託児業務の見積金額の妥当性について 

 最低賃金の上昇や職場環境の改善の動きもあって、人件費が増加傾向であり、また託児業務

の利用人数も増加している。市民が安心して子どもを預けられるよう、見積金額については、

前年を引き継ぐだけではなく、様々な観点から総合勘案し、正しく妥当性を検証する必要があ

ると考える。特に職員名簿は、次年度の見積りの妥当性について有効に活用する必要があると

考える。 

 

④ 使用料について 

高崎市子育てなんでもセンター設置及び管理に関する条例第７条には、託児の対象者が生

後６月から小学第３学年とある。また、同条例第１１条には、使用料が１時間３００円と定

められている。対象者及び使用料に関しては、近隣の託児施設等との比較や、事業目的に照

らして検討した結果、妥当なものであると考える。 
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NO３０ 就労支援業務委託料（子育てなんでもセンター運営事業） 

１ 事業の名称 就労支援業務委託料（子育てなんでもセンター運営事業） 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 委託事業 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども福祉担当 

５ 根拠例規 高崎市子育てなんでもセンター設置及び管理に関する条例 

高崎市子育てなんでもセンター設置及び管理に関する条例施行規則 

６ 事業目的 就労相談員が子育て世帯等の就労に関する様々な相談に応じ、出産、育

児を機に離職した人の再就職に向けた支援等を行うことにより、市民

が安心して子どもを産み、育てられるまちづくりを推進し、子ども達の

健全な育成を図る。 

７ 事業の概要 出産、育児を機に離職した人の再就職支援、子育てと仕事の両立に関す

る相談、ハローワークと連携した求人情報の提供等を行うため、火～金

曜日の午前１０時～午後５時、就労に関する相談業務を委託により実

施するもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ２,６８５ 

令和４年度  ２,６８５ 

令和５年度  ４,９４８ 

  
 

９ 閲覧資料 ・業務委託契約書 

・支出負担行為書 

・実績報告書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

就労支援業務委託料とは、出産、育児を機に離職した人の再就職支援、子育てと仕事の両

立に関する相談、ハローワークと連携した求人情報の提供等を行うため、火～金曜日の午前

１０時～午後５時に子育てなんでもセンターに設置した相談所にて就労に関する相談業務を

委託により実施するものである。 

令和５年５月まではＮＰＯ法人Ａに業務を委託していたが、高崎市とＮＰＯ法人Ａとの双

方協議により、年度途中で契約解除となり、令和５年６月からは株式会社Ｂと委託契約を締

結している。上記の過去３年間の決算の状況に関する内訳は以下のとおりである。 
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業務委託料の委託先別内訳         単位（千円） 

   実績額 ＮＰＯ法人Ａ 株式会社Ｂ 

令和３年度  ２,６８５ ２,６８５  

令和４年度  ２,６８５ ２,６８５  

令和５年度  ４,９４８ ４４８ 

（２,６８５千円×２か月

／１２か月） 

４,５００ 

（１０か月分の委託料とし

て） 

    

   ＮＰＯ法人Ａ及び株式会社Ｂとは、いずれも一者随意契約により締結しており、業務委託

内容は同じものとなっている。令和５年度の相談実績は以下のとおりである。 

 

                 就労相談等業務実績            単位（人） 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

法人Ａ ９０ ３７           

（株）Ｂ   ３５ ４４ ５１ ４１ ４３ ３８ ５０ ５１ ３３ ４９ 

 

   毎年４月は相談が多く季節変動性が生じるが、ＮＰＯ法人Ａは１２７名、株式会社Ｂは 

４３５名の相談を受けた（継続相談者を含み、年間５６２名）。 

 

（１）当初委託先との契約解除について 

令和５年の中途において委託先が変更になった経緯について担当者へ確認したところ

「ＮＰＯ法人Ａについては、以前より、委託料の範囲での人員の確保や代表者の高齢化な

どを理由に、事業継続が難しいなどの相談があり、一旦契約したのちに双方協議のうえ、

年度途中での契約解除に至った。株式会社Ｂについては、年度途中で急きょ、就労相談業

務を委託する必要があり、これまで本市において保育士等福祉分野の人材確保について実

績がある事業者として、一者随意契約とした」との回答があった。 

 

【指摘３】当初委託先との随意契約の妥当性について 

令和５年４月に業務委託契約を締結したにも関わらず同年５月に契約解除になり、また経緯

について担当者の回答にあった「以前より事業継続が難しいという相談を受けていた」という

点から、当初より事業継続性に疑念がある中で、一者随意契約が行われていた可能性が考えら

れる。随意契約は理由書の添付のみならず、委託契約事務チェックリストにて厳格な判断が必

要であるが、当該チェックが形骸化していると考えられる。年度途中での契約解除は、最悪の

場合、事業の休止も想定され、行政サービスが提供できないことは避けなければならない。毎

年、随意契約の妥当性を慎重に検討すべきである。   
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（２）新規委託先との随意契約について 

新旧委託業者間では、同様の委託事業にも関わらず、年換算した委託料が２倍になって

いる。その点について担当者へ確認したところ「ＮＰＯ法人については、一般的に助成金

などを活用している例もあり、株式会社と比較すると運営コストが低く抑えられる傾向が

ある。また、ＮＰＯ法人Ａは、同様の業務を複数掛け持ちしていたことから、運営コスト

を低く抑えることができたものと考えている。一方で、株式会社Ｂでは、管理上のマニュ

アルや記録書類等が明確に管理され、組織的な対応を可能としているため、前段のＮＰＯ

法人Ａと比較すると委託料が高額となっている。また、人材不足や物価高騰の中、同様の

内容を従来の委託料で受託する団体を見つけることが難しかったといった経緯もある」と

の回答があった。 

  また、ＮＰＯ法人Ａとの随意契約理由書には「ＮＰＯ法人は、公益性という点において

民間事業者と異なり、収益を法人の構成員に分配せず事業活動に充てる特性があり、法人

の具える専門的能力も高い」とし、ＮＰＯ法人であることも随意契約理由の１つとしてい

た。 

一方、株式会社Ｂとの随意契約理由書には以下の記述があり、福祉分野における人材派

遣業務を熟知しており、有資格者が多数所属していることで専門性の高い相談業務を年度

途中でも円滑に実行できる点を主な理由としている。 

 

保育士や介護、その他福祉分野の人材派遣業務を実施するほか、国や自治体から再就職支援

等にかかる業務を受託している法人である。保育士や保育事業者を対象とした研修事業や、育

児・介護等を理由に離職した者への再就職セミナーなどを開催している。 

こうした事業実績より、企業側、特に福祉分野における事業所がどのような人材を求めてい

るか熟知していることから、相談者と求人事業所とのマッチングまでを視野に入れた、より質

の高い相談業務を担うことができる。 

また、キャリアコンサルタント資格を持つ職員を多数有しており、就労支援分野における専

門性の高い相談業務の提供が可能であるとともに、年度途中からの契約においても速やかに人

員を確保し、通年の事業実施に対応できるほか、事業の継続性を担保することができる。 
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【意見１８】一者随意契約の妥当性について 

従来までの随意契約の理由は「ＮＰＯ法人の公益性」を掲げていたにも関わらず、新たな契

約は営利法人であった。営利法人であっても高い専門性が確保でき、またＮＰＯ法人の事業継

続性に関しても疑念があったことから、営利法人との契約について問題はないと判断するが、

従来の理由書との整合性を確保できる理由などを記載することで透明性を高める必要があると

考える。 

また、新たな事業所との随意契約理由には、福祉分野における人材派遣業務の実績が記載さ

れている。当該就労支援業務は福祉部こども家庭課の所管ながら、ハローワークと連携した再

就職支援や就労相談の場である。相談者においては当然、福祉分野に限らず、様々な分野の就

職や就労相談を求めており、同じ子育てなんでもセンター内にある保育所等の求人情報の提供

や就労相談を行う保育士ステーションとは趣旨が異なる。よって、就労支援分野における高い

専門性は随意契約の理由として妥当だが、特に福祉分野に精通しているという点は事業目的に

照らした場合、重要ではない。就労支援分野における高い専門性を有し、国や自治体から再就

職支援等にかかる業務を受託している実績のある営利法人は他にも存在するため、一者随意契

約の妥当性について検討していく必要があると考える。 

 

【意見１９】委託料の妥当性について 

新たな契約業者の収支状況報告書には、委託初年度のためマニュアル作成や相談管理用ファ

イル等の内部資料作成費用が想定より発生した点が総括として報告されている。新旧契約業者

間でひと月当たりの委託料が２倍に増額した点は、法人格の違いやシステム等の運用コストの

違いなど、様々な要因を総合勘案して判断することになるため、一概に妥当性を検証すること

は困難である。ただし、今後において契約を更新するのであれば、初年度におけるコスト等は

反映されていることから、見積りの手続きを形式的に行うのではなく、事業の継続性や委託料

の妥当性などを慎重に判断していく必要があると考える。 
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NO３１ 建物借上料（子育てなんでもセンター運営事業）  

１ 事業の名称 建物借上料（子育てなんでもセンター運営事業） 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課子育てなんでもセンター 

５ 根拠例規 高崎市子育てなんでもセンター設置及び管理に関する条例 

高崎市子育てなんでもセンター設置及び管理に関する条例施行規則 

６ 事業目的 子育て支援に関する事業を実施することにより、市民が安心して子ど

もを産み、育てることができるまちづくりを推進し、もって子どもたち

の健全な育成を図るため、高崎市子育てなんでもセンターを設置する。 

７ 事業の概要 オアシス高崎ビル２階部分について、借上料を支出するもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ２３,０２９ 

令和４年度  ２３,０２９ 

令和５年度  ２３,０２９ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書等 

・賃貸借契約書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

子育てなんでもセンターが入居するオアシス高崎ビル（高崎市田町及び連雀町）の敷地面

積２７４１．４１㎡、建築面積１７５９．４８㎡のうち６８０．５２㎡を令和４年４月１日

から令和９年３月３１日までの長期継続契約で契約締結している（１㎡当たり年額    

３３,８４０円）。当該事業の法令遵守性は確保されており、また書類や精算事務の不備等も

確認されなかった。  

  

【意見２０】借上料の妥当性について 

 借上料は、当該事業開始の時点から変更がない（消費税率の改定時を除く）。安定した事業

運営のため、長期継続契約は妥当であると考えるが、令和９年４月以降の契約更新時において

は、築年数や周辺の時価など市場性を考慮し、借上料の妥当性を判断する必要があると考える。 
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NO３２ 子育てＳＯＳサービス事業  

１ 事業の名称 子育てＳＯＳサービス事業 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 委託事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市子育てＳＯＳサービス事業実施要綱 

６ 事業目的 子育てに不安を抱え、負担に感じ悩んでいる、出産を控えた家庭や未就

学児童をもつ子育て中の家庭に対して、保護者の精神的・肉体的負担の

軽減を図る。 

７ 事業の概要 妊娠期や就学前児童の保護者の精神的・身体的負担を軽減するため、ヘ

ルパーを派遣して家事等を援助し、安心して育児や日常生活が営める

よう支援する。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ２９，５８０ 

令和４年度  ３１，０１８ 

令和５年度  ３３，９２８ 

  
 

９ 閲覧資料 ・執行伺 

・契約書 

・支出負担行為書 

・調定通知書 

・実績報告書 

１０ 課題 申し込みの多い時間帯や土日に働けるヘルパーの確保 

  

１１ 監査結果 

 （１）事業の概要について 

子育てＳＯＳサービス事業は高崎市独自の子育て支援施策として展開されており、安心

して子育てができる環境整備の一環として事業が展開されているものである。 

提供されるサービスは、高崎市子育てＳＯＳサービス事業実施要綱によれば、 

① 家事に関する支援  

   ア 食事の準備及び後片付け 

   イ 居室等の掃除及び片付け 

   ウ 衣類の洗濯及び整理 

   エ 食料品・生活消耗品の買い物等 

② 育児に関する支援 

   ア 乳幼児・児童の育児支援 

③ 子育てに関する相談対応 
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   となっており、実際に高崎市ホームページにて掲載されている内容は要綱と同様の内容と

なっていることが確認できる。 

利用者は上記のサービスについて、電話、ファクシミリ等により申し込むものとする（要

綱第８条）とされており、事前の申し込みが必要となっている。 

 また、利用者は１時間につき、２５０円を負担することになっている。 

 

（２）利用状況について 

  令和５年度 高崎市子育てＳＯＳサービス事業年間延数より、令和５年度の子育てＳＯ

Ｓサービス事業の利用状況について集計を行うと以下のとおりとなる。 

①  延利用件数 ３，１３３件 

②  サービス内容 調理 ２，０５６件 

掃除 ２，３３１件 

洗濯 １，２３５件 

買物 ２２１件 

育児支援 １，２７２件 

相談支援 ２０７件 

③  支援内容延べ件数 ７，３２２件 

④  サービス時間帯希望件数 

（対応していないもの含む） 

８:００-１２:００ ８４４件 

１２:００-１６:００ １，０２６件 

１６:００-２０:００ １，６０２件 

⑤  サービス提供時間 ０時間 ２４件 

１時間 ２，１４６件 

２時間 ９６３件 

⑥  サービス提供時間累計 ４，０７２時間 

 

利用実態として①より年間の利用者は３,１３３人（複数回利用含む）となっている。

当該サービスが利用できるのは出産を控えた家庭や未就学児童をもつ子育て中の家庭であ

ることから、ここでは集計可能な人口として高崎市ホームページより「人口及び世帯数令

和６年３月３１日現在年齢別人口」より０歳～６歳までの人口を集計すると８,６６６人

となり、複数回利用や２人以上世帯等の各種の前提条件を排除すると、利用率は３６％と

なっている。 

支援内容は②より大きく偏っているわけでもなくバランスよく利用者が各サービスを利

用していることが分かる。③と①の関係からすると、各利用者は１回の利用につき、２つ

以上のサービスを利用していることが分かる。 

④のサービスの時間帯としては１６時から２０時での利用時間の希望が多く、朝の早い

時間帯よりも午後の遅い時間帯での利用希望が多いことが分かる。⑤のサービス提供時間

では、利用者の７割ほどが１時間の利用となっており、３時時間以上の利用については報

告されていない。 
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（３）事業の受託者について 

当該事業については事業を委託しており、契約事業先として高崎市社会福祉協議会が選

定されている。当該契約については随意契約となっており、高崎市契約規則第１８条第１

項第２号を適用し、その性質又は目的が競争入札に適しないものであるとし、社会福祉協

議会が高崎市内で長年培ってきた社会福祉事業へのノウハウと信頼性から随意契約をして

いるものである。 

 

（４）事業費について 

子育てＳＯＳサービス事業の費用については２つに大別される。業務委託単価契約書に

よれば、 

 

① 業務委託料 基本経費 ２４，４９８千円 

② ヘルパー出動経費 １時間 ３，３００円 

ヘルパー待機料 待機１日 ３，３００円 

となっており、その実績額は、①が２４，４９８千円、②が９，４３０千円で、合計 

３３，９２８千円となっている。 

 

下記はサービスの利用時間帯ごとの実際の利用件数を集計したものである。サービスの利

用希望は時間帯が遅くなるほど多くなる傾向が見て取れる。 

なお、利用希望が集中する期間帯において、利用できない状況が見受けられる。 

 

単位（件） 

サービス希望時間 ８-１２時 １２-１６時 １６-２０時 

４月 ６０ ６２ １２８ 

５月 ６４ ６０ １１５ 

６月 ６８ ７２ １１７ 

７月 ７４ ８２ １０６ 

８月 ５２ ６６ ９４ 

９月 ６０ ８１ １１３ 

１０月 ６２ ８５ １１８ 

１１月 ７１ ８５ １２９ 

１２月 ７３ ８９ １０８ 

１月 ６７ ８５ １１０ 

２月 ６１ ９８ １１１ 

３月 ８０ １０１ １２６ 

合計 ７９２ ９６６ １，３７５ 
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【意見２１】ヘルパーの確保について 

 当該事業の目的を鑑みれば、利用希望者が全員サービスを利用できることが望ましいといえ

るが、予算は無限ではなく市民の税金が投入されていることを鑑みればサービスの利用がいつ

でもできるといった状況にすることまでは求められないと考えられるため、利用ができない状

況が生じることは許容されるべきである。 

 サービスの利用者は夕方以降に多くなる傾向があることから、ヘルパーについても同時間帯

に多くの人員を確保することが望ましいと考える。 

 

当該事業の利用者は１時間当たり２５０円の利用料を支払うことになっているが、実際領

収されている金額は以下のとおりとなっている。 

受託収入金計算書、利用料の合計より作成した。 

 

月 領収額（円） 支援時間（時間） 

４月 ８１，０００ ３２４ 

５月 ７５，５００ ３０２ 

６月 ８５，５００ ３４２ 

７月 ９０，２５０ ３６１ 

８月 ７０，７５０ ２８３ 

９月 ７８，５００ ３１４ 

１０月 ８６，２５０ ３４５ 

１１月 ９１，５００ ３６６ 

１２月 ８６，０００ ３４４ 

１月 ８４，７５０ ３３９ 

２月 ８７，５００ ３５０ 

３月 ９９，７５０ ３９９ 

合計 １，０１７，２５０ ４，０６９ 

 

領収額は支援時間と１時間当たり２５０円の合計となっていることが確認できたため、利

用料の徴収は適切に行われていると考えらえる。利用料は領収通知書にて利用者及び日付や

金額を確認することができるが、領収書を確認すると１年を通して相当な頻度で利用してい

る利用者がいた。実際の令和５年度における利用件数は、３，１３３件であるところ、利用

者数は２８５人である（子育てＳＯＳサービス延利用件数、利用実人数、新規利用者数の推

移エクセルより）。これによれば単純計算で、３，１３３件÷２８５人でおよそ一人当たり

平均１１回ほど利用している計算となる。利用者別に利用回数を集計しているものは存在し

ていないが、利用者の中には平均利用回数である１１回を大きく上回って利用している市民

も存在していると考えられる。 

事業の利用者からは１時間ごとに２５０円を徴収することになっており、サービスの内容
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からすると利用料は非常に安く抑えられ、誰もが利用しやすい料金となっている。 

   サービス利用者の中には年間を通して相当回数利用している方がいるのも実情である。サ

ービスの利用は、利用対象の市民に対して公平に行われるべきであるが、利用するかしない

かは利用者の自由意志であるため利用しない市民に対して不公平であるということではない

と考えられる。 

一方で、サービスの利用者がある一定の利用者に偏っている状況や、サービスの内容に対

する利用料の低さを鑑みた場合、当該サービスを相当回数利用しているような利用者に対し

て１時間当たり２５０円という安価な料金で常に利用できるという点では、そのような利用

者に対して多くの税金が投入されている状況が生じており、公平さに欠けていると考えられ

る。 

 

【意見２２】複数回利用者への対応について 

市民がサービスを公平に利用享受する観点からも、複数回利用者に対して、一定の利用回数

以降では、利用料金の金額を引き上げることや利用の制限等を行うことで、一定の負担を求め

ることが必要であると考える。 
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NO３３ 児童相談所建設等工事 

１ 事業の名称 児童相談所建設等工事 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 児童相談所準備室 

５ 根拠例規 特になし 

６ 事業目的 年々増加する児童虐待事案への対応として、「高崎の子どもは高崎で守

る」をコンセプトとし、高崎市独自の「行動する児童相談所」を設置し

相談・支援体制を強化するため、その準備を実施している。 

７ 事業の概要 ・児童相談所、一時保護施設の建設等工事費用 

【建設工事スケジュール】 

・令和５年１２月着工 

・令和７年３月竣工を予定 

※債務負担行為による２か年事業 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 ※決算内訳 

建設工事 539,000 

電気設備  87,849 

空調設備  61,287 

衛生設備  41,580 

令和３年度  － 

令和４年度  － 

令和５年度  ７２９，７１６ 

  
 

９ 閲覧資料 ・執行伺 

・入札結果登録 

・監督員の指定について伺 

・現場代理人・主任技術者等選任届 

・課税事業者届出書 

・請負代金額のうち解体工事に要する費用等 

・建設工事請負仮契約書 

・契約締結伺 

・前払金支出伺 

・監督員の指定について伺（変更） 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

高崎市における児童相談所の建設にあたり、児童相談所建設工事、児童相談所建設電気設

備工事、児童相談所建設空調設備工事及び児童相談所建設衛生設備工事についての契約締結

の関係書類を監査した。 

建設工事については２者の入札、電気設備工事については７者の入札、空調設備工事につ

いては４者の入札、衛生設備工事については３者の入札がなされており、それぞれ基準価格

を上回る事業者のうち最も低額な事業者（共同事業体）に対し発注が決定されていた。 

児童相談所建設等工事に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。  
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NO３４ 生活支援特別給付金  

１ 事業の名称 生活支援特別給付金 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども福祉担当 

５ 根拠例規 高崎市低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金

（ひとり親世帯分）支給事業実施要綱 

高崎市低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金

（ひとり親世帯以外の低所得の子育て世帯分）支給事業実施要綱 

６ 事業目的 食費等の物価高騰に直面し、影響を受ける低所得の子育て世帯に対し、

その実情を踏まえた生活の支援を行う観点から、児童１人当たり５万

円の特別給付金を支給する。 

７ 事業の概要 低所得の子育て世帯に対し、児童１人当たり５万円を支給する。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ３５４，６５０ 

令和４年度  ３４４，４００ 

令和５年度  ３５６，４５０ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書等 

・実績報告書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

当該事業はこども家庭庁による新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金に

より行われるものであり、こども家庭庁からの事務連絡に従い、給付金の支払い処理が行わ

れていることを確認した。 

生活支援特別給付金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO３５ 保育所入所委託料  

１ 事業の名称 保育所入所委託料 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 委託事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 子ども・子育て支援法 

６ 事業目的 子ども・子育て支援法に基づき、市町村の確認を受けた施設・事業に対

して、財政支援を保障することで、子どもが健やかに成長するように支

援することを目的とする。 

７ 事業の概要 保育認定子どもが私立保育所において保育を受けた場合に、当該私立

保育所に対し、その保育に要した費用について、公定価格（内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用の額）を委託費として支払うもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ３,３０９,５３５ 

令和４年度  ３,２６２,１３２ 

令和５年度  ３,４７２,５１３ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・実績報告書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

「NO３７子どものための教育・保育給付費」の項目において記載したとおり、平成２７年

度から導入された新しい子ども・子育て支援制度の中で創設された施設型給付のうち、私立

保育所については、市町村からの運営を委託されているという建付上、当該委託費を別事業

として区分しているが、支給の目的や機能、支給額の算定方法や支給事務等に関して両者に

ほぼ違いはないことから、この項目に係る監査結果については、「NO３７子どものための教

育・保育給付費」を参照されたい。 
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NO３６ 母子生活支援施設入所負担金  

１ 事業の名称 母子生活支援施設入所負担金 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 こども救援センター虐待対応担当 

５ 根拠例規 児童福祉法 

児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金に係る交付要綱 

６ 事業目的 児童福祉法第３８条に基づき、配偶者のない女子又はこれに準ずる事

情にある女子及びその者の監護すべき児童を入所させて、これらの者

を保護するとともに、これらの者の自立の促進のためにその生活を支

援することを目的とするもの。 

７ 事業の概要 本負担金は、児童福祉法第３８条に基づき、配偶者のない女子又はこれ

に準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき児童を市外や県外の

母子生活支援施設に高崎市が入所させた場合に、入所に係る費用を高

崎市から施設側に支払うもの。 

 

令和５年度実績 

・市外６施設に７世帯入所：延べ７２カ月利用 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ４,１４２ 

令和４年度  １２,８６７ 

令和５年度  ２８,４０３ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

１０ 課題 市外や県外に入所しているため直接的な支援ができず、どうしても入

所している母子生活支援施設に日々の支援を依頼することになるが、

施設によって支援体制に温度差がある。 

  

１１ 監査結果 

母子生活支援施設は、上記のとおり児童福祉法第３８条において定められた施設であり、

１８歳未満（特別な事情がある場合には例外的に２０歳になるまで）の子どもを養育してい

る母子家庭、又は何らかの事情で離婚の届出ができないなど、母子家庭に準じる家庭の女性

が、子どもと一緒に利用できる施設とされている。 

母子生活支援施設には自治体が設置・運営しているもの、自治体が設置し、民間（社会福

祉法人等）が運営しているもの、民間が設置・運営しているものがあり、こども家庭庁が５

年に１度実施している「児童養護施設入所児童等調査」の結果を受けて、令和６年２月に公



 

144 

 

 

表された「児童養護施設入所児童等調査の概要」によれば、調査日（令和５年２月１日）現

在において、全国における母子生活支援施設入所世帯数は２，７８０世帯となっており、前

回調査の３，２１６世帯よりも４３６世帯（１３．６％）減少している。 

また、上記の資料によると、施設への入所理由としては、入所世帯全体のうち１，３９９

世帯（５０．３％）が「配偶者からの暴力」を理由としており最も大きい割合を占めてい

る。入所理由としては、これに「住宅事情による」が４３８世帯（１５．８％）、「経済的理

由による」が２９６世帯（１０．６％）、「不適切な家庭内環境」２３８世帯（８．６％）、

「母親の心身の不安定による」１２６世帯（４．５％）と続いている。 

群馬県内に母子生活支援施設は３か所あり、そのうちの１つは高崎市に所在する市営の施

設である。当該施設の運営に係る費用については、別途、母子生活支援施設運営事業として

予算化され支出されている。 

ここで対象としている母子生活支援施設入所負担金事業は、高崎市が県外や市外の母子生

活支援施設に入所させた場合に、高崎市から母子を受け入れているそれらの施設に対して、

「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金」に係る交付要綱に定める事務費その

他諸経費に係る所定の単価に基づいて算定された額を措置費として高崎市から支出するもの

である。当該負担金の支払いは、支弁額の明細とともに施設より提示される請求書に基づ

き、各々の施設の預金口座に振り込まれている。なお、当該措置費については国と高崎市と

の負担割合はそれぞれ１／２とされている。（通常、国１／２、県と市とがそれぞれ１／４

ずつであるが、中核市の場合は県の負担はなし。） 

今回の監査の中で、各施設から提示されている支弁額の明細を見たところ、施設によって

事務費負担額算定における加算項目にかなりばらつきが見られた。母子生活支援施設に関し

ては、最低限義務付けられている職員配置等の基準が設けられているものの、当該基準に近

いような配置で運営されている施設もあれば、専門職員などを配置するなど支援体制を充実

させている施設もあり、上記の「１０課題」に記載されているように、施設により支援体制

に温度差があることから、各母子が抱える課題と施設の特性をマッチさせるべく、施設の選

定・決定までに、母子の意向確認、施設との連絡、事前見学を含めた調整を高崎市が主導し

て対応し、入所後においても適宜施設側と連絡を取り合って支援を実施している。 

また、これまで利用実績がない施設については、施設ホームページや電話連絡等でその都

度、夜間の職員体制、心理士、保育士の有無や、施設周辺の環境（医療機関、公共施設、生

活日用品店舗、交通機関）などについて確認している。 

高崎市としては、上記のような対応をしているものの、ＤＶ被害からの避難だけでなく、

入所者が抱える精神面、就労面、生活・育児面等の問題を改善するためには施設職員との対

人関係を含め、入所者自身のニーズ、考え方に左右される一面があるため、適切な施設マッ

チングになるかの判断が難しい現状があるとの課題認識を持っている。 

また、施設により配置基準を満たしていても、心理士等の専門職は未配置である施設があ

るが、ＤＶ被害、精神面、就労、育児など入所者の抱える問題は多様であり、対人支援であ

ることから、配置基準に専門職等の上乗せが望ましいと考えている。（特に、入所者はＤＶ
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被害等の問題を抱えての入所となる事例が多いことから、施設内で心理士カウンセリング等

の専門職による支援を受けられることは、有効な支援であると考えている。） 

一方で、前述したように入所理由もＤＶ被害や経済的な困窮など様々であり、精神疾患を

抱えた母子もいるなど、多様な課題を抱えている中で、個々の母子の課題に対応した支援を

行うことが、安定した生活と自立の促進につながると考えられる。 

 

【意見２３】個々の母子の課題やニーズへの対応について 

課題については、国として制度設計を見直していくべきことと考えられるため、市として対

応できることは個別に現場で対応できる点に限られているものと思われるものの、より現場に

近く、個々の母子の課題やニーズを肌で感じているからこそ、他の自治体と協同しながら説得

力を持った国への制度改善の要望もできるのではないかと考える。 
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NO３７ 子どものための教育・保育給付費  

１ 事業の名称 子どものための教育・保育給付費 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 子ども・子育て支援法 

６ 事業目的 子ども・子育て支援法に基づき、市町村の確認を受けた施設・事業に対

して、財政支援を保障することで、子どもが健やかに成長するように支

援することを目的とする。 

７ 事業の概要 認定こども園における教育又は認定こども園、公立保育所（管外）又は

地域型保育事業における保育を支給認定子どもが受けた場合に、当該

施設等に対し、法定代理受領により、その教育又は保育に要した費用に

ついて、公定価格（内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の

額）から高崎市が定める利用者負担額（保育料）を控除した額を給付費

として支給するもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ７,０８８,３７６ 

令和４年度  ７,４４３,７８９ 

令和５年度  ７,８３４,９６６ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・実績報告書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

平成２７年度において現行の子ども・子育て支援制度が開始される以前、保育所などの保

育施設運営費用は、保護者から徴収する保育料と独自に自治体が施設に対して個別に支給す

る補助金等の財政支援により賄われていた。このような保育施設への財政支援を公費負担と

して一本化を図り保育支援を拡充し少子化に歯止めをかけるべく、新しい子ども・子育て支

援制度の中で、保育施設に共通の財政支援制度として施設型給付と地域型保育給付が創設さ

れた。 

ここで検討対象としている子どものための教育・保育給付費は、施設型給付のうち私立の

保育所への措置として支弁される委託費を除く部分である。施設型給付のうち私立保育所に

ついては、市町村からの運営を委託されているという建付上、当該委託費を別途、「NO３５

保育所入所委託料」という事業として区分しているが、支給の目的や機能、支給額の算定方

法や支給事務等に関して両者にほぼ違いはないことから、ここでは「NO３５保育所入所委託
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料」と「NO３７子どものための教育・保育給付費」を含めた施設型給付全体について取り扱

うこととする。 

 

 

（こども家庭庁のホームページより） 

 

なお、高崎市の令和３年度から令和５年度までの過去３年の給付費、委託費の対象施設数

と給付額は下記のとおりである。 

 

（子どものための教育・保育給付費）  

 施設数（か所） 給付額（千円） 

令和３年度 １４１ ７,０８８,３７６ 

令和４年度 １３２ ７,４４３,１３４ 

令和５年度 １３８ ７,８３４,９５４ 

※上記には過年度分は含んでいない 

 

（保育所入所委託料）   

 施設数（か所） 給付額（千円） 

令和３年度 ８１ ３,３０９,５３５ 

令和４年度 ８０  ３,２６１,９９６ 

令和５年度 ６９ ３,４７２,５１３ 

※上記には過年度分は含んでいない 
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施設型給付において各施設へは、上記に記載のとおり公定価格から利用者負担額を控除し

た額を給付費及び委託費として支給することとされている。公定価格は施設における人件

費、事務費、管理費を共通要素とし、それに保育認定ごとに定められた子ども１人当たりの

標準時間等を考慮して算定された基本部分に、職員の配置状況や実施体制等による各種の加

算を加味して算定され、園児の状況や職員の配置等、公定価格や加算項目に関連する情報を

各施設から入手した上で高崎市において給付額の算定を行っている。なお、当該給付は高崎

市が施設に対して実施するが、負担については国、県、市が所定の割合で分担している。 

高崎市では、各施設からの情報をメール又は書面で入手しており、入手した情報をシステ

ム（e-SUITE）とエクセルの双方に入力し、各々にて給付費、委託費の算定を行い、その結

果、両者が一致していることを確認することで計算の正確性を検証している。 

また、施設より入手した情報の正確性については、根拠となる資料の他、３年に１度実施

する、指導監査課による施設への監査により確認しており、令和５年度は２４施設で監査を

実施した。監査では過去に「講師配置加算の算定に必要な資格を満たしていない」といった

ことや「報告している勤務時間と実態が相違している」などの指摘がされている。 

 

【意見２４】入手情報登録方法の効率化について 

給付費、委託費に係る情報はメールや書面で施設より入手し、システム（e-SUITE）やエク

セルに手入力している。 

業務の効率性や作業の正確性を高めるためには、例えばシステムにデータを直接読み込ませ

ることのできるような入力フォーマットを施設に提示し、施設側で入力してもらった上で、市

側ではそれをチェックするだけになるような仕組みが将来的に構築されることが必要であると

考える。  

 

なお、公定価格や加算については、年度内で改定が頻繁に発生するとともに、国からの通

知の内容が曖昧で高崎市では判断に苦慮するケースもあるとのことである。また、改定が頻

繁に行われるためシステムの改修にも時間がかかるという状況になっている。 

ちなみに、令和５年度においては、年度途中において以下のような改定があった。 

４月 公定価格の改定 

５月 留意事項通知の改正（チーム保育推進加算の要件等） 

１２月 公定価格の改定 

１２月 職員配置に係る取り扱いについて 

（主幹保育教諭等の配置の取り扱いについて（２月から適用）） 
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【意見２５】改定の頻度や改定内容に関する事前相談対応等について 

給付費、委託費の算定方法については、保育施設等に係る環境変化に応じて適時に改定を行

うことが望ましいと言える一方で、改定が行われた場合の市や施設等の事務負担やシステムの

改修等も考えると、年度途中で頻繁に改定が行われることで必要以上に公的コストを払ってい

るということも言える。 

算定方法の改定は、国が主導しているものであると考えられるため、市サイドでは如何とも

しがたい部分ではあるものの、改定に伴う事務負担やコストに関しては、他の自治体も同様の

問題意識を持っているものと考えられることから、他の自治体とも協同して、改定の頻度や改

定内容に関する事前相談対応等について国へ改善提案を行うことを検討することも必要である

と考える。 

 

【意見２６】精算シートのチェックについて 

 令和５年度の給付費、委託費の実績精算にあたり、精算シート（エクセル）の関数に誤りが

あり、事後的に支給額の戻し入れや追加請求が発生したという事案があった。 

 システムで計算した毎月の給付費等の算出は正しく行われていたものの、年度の給付額精算

のためのエクセルシート上で給付費を集計する際に誤ったセルを参照先としたため、ある月の

給付費が別の月の給付費として集計されてしまっていた。 

 毎年、算出する加算項目が追加され単価も変わるため、毎年シートの変更を行わざるを得な

い状況であることから、このような事態が発生するリスクはある程度想定する必要がある。そ

の上で、作成者の自己チェックと他担当者によるダブルチェック、管理職による最終チェック

など、チェック体制を強化することが必要であると考える。 

  



 

150 

 

 

NO３８ 子育てのための施設等利用給付費  

１ 事業の名称 子育てのための施設等利用給付費 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 子ども・子育て支援法 

６ 事業目的 子ども・子育て支援法に基づき、一時預かり事業や認可外保育所に対し

て、財政支援を保障することで、子どもが健やかに成長するように支援

することを目的とする。 

７ 事業の概要 小学校就学前の子どもに係る施設等利用給付認定を受けた保護者に対

し、当該子どもが子ども・子育て支援施設等から子ども・子育て支援を

受けた場合に、内閣府令で定めるところにより、当該子ども・子育て支

援に要した費用を支給するもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ３８,５１２ 

令和４年度  ３８,８１３ 

令和５年度  ３９,１２６ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

子育てのための施設等利用給付費は、保育を必要とする事由に該当する保護者が、認可外

保育施設や預かり保育事業を利用して支払いを行った利用料に対し、無償化請求を行うこと

により給付上限額まで支給するもので、無償化の範囲と上限額は以下のとおりである。 

 

年齢 区分 認定の種類 無償化の対象 

認可外保育施設、一時預かり事

業、病児保育事業、子育て援助

活動支援事業（ファミリー・サ

ポート・センター）の基本的な

利用料の合計 

無償化の対象外 

（保護者が負担す

るもの） 

３～５歳児

クラス 

保育 施設等利用給

付２号認定 

月額３７，０００円まで 通園送迎費、食材

料費（主食費・副

食費）、行事費な

ど一部の費用 
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０～２歳児

クラス 

保育 施設等利用給

付３号認定 

※市民税非課

税世帯のみ 

月額４２，０００円まで 通園送迎費、食材

料費（主食費・副

食費）、行事費な

ど一部の費用 

 

高崎市における子育てのための施設等利用給付費の認可外保育施設等と預かり保育の区分

ごとの過去３年の給付実績（過年度分支給含む）は下記のとおりであり、当該給付額を国が 

１／２、県と市で１／４ずつ負担することとされている。 

  単位（千円） 

 認可外保育施設等 預かり保育 

令和３年度 ２１,９８１ １６,５３０ 

令和４年度 ２０,９８１ １７,８３１ 

令和５年度 １９,１６９ １９,９５５ 

 

保護者への支給の方法としては、一旦、利用料を利用した施設に保護者が支払い、その

後、高崎市に請求をすることで無償化相当分を保護者に直接返金する方法（償還払い）を原

則とするが、子ども・子育て支援法第３０条の１１第３項に基づき、一部法定代理（保護者

へ直接給付せず、高崎市から施設に支払う）方式も採用されている。 

保護者が当該給付を受領するためには、まず、保育の必要性を証する書類とともに、認定

のための申請書を高崎市へ提出して施設等利用給付認定を受け、その上で実際に利用した後

に、施設等から利用料に係る領収証と利用実績の証明書を添付して高崎市に対して施設等利

用費の請求（無償化申請）を行うことが必要となる。 

負担金の支出に関する資料を閲覧したところ、過年度分を支給している例があった。この

ような支給の遅延は、施設等利用給付認定を受けた保護者（認定者）や施設（法定代理受領

の場合）からの請求書の提出時期が遅れているということが要因であるとのことであるが、

高崎市としては、認定者が実際に施設を利用しているか把握していないため特段の対応はし

ていないとのことである。 

 

【意見２７】支給遅延の防止について 

子育てに係る保護者の権利を守るとともに、高崎市として本来支払いすべき時期に適時に支

払いを行い、今後の遡及支払いの可能性をできるだけ低減させる観点から、施設を通して保護

者に対してより一層十分な説明を実施するとともに、過去の未払発生（請求遅延）の要因分析

を行い、それを踏まえて未払いの発生可能性がありそうな施設や個人に対して問い合わせを行

うなどの対応を検討することが必要であると考える。 
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NO３９ 児童扶養手当  

１ 事業の名称 児童扶養手当 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども福祉担当 

５ 根拠例規 児童扶養手当法 

６ 事業目的 父母の離婚等により、父又は母と生計を同じくしてない児童を監護又

は養育しているひとり親家庭等の生活の安定と自立を助け、児童の福

祉の増進を図る。 

７ 事業の概要 支給対象は、父母等の離婚や、死亡、障害などにより、児童を監護して

いる母、監護し生計を同じくする父、又は父母に代わって児童を養育し

ている人で、児童が１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの

間。 

本人及び扶養義務者の所得により手当額を決定する。手当額及び支給

方法は以下のとおり。 

 

【支給額】本人及び扶養義務者の所得により、全部支給、一部支給、支

給停止となる。 

児童１人    全部支給 月額４４,１４０円 

       一部支給 月額４４,１３０円～１０,４１０円 

児童２人目  全部支給 月額１０,４２０円加算  

             一部支給 月額１０,４１０円～５,２１０円加算 

児童３人目以降  

１人につき  全部支給 月額６,２５０円加算 

       一部支給 月額６,２４０円～３,１３０円加算 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  １,１６５,８５８ 

令和４年度  １,１２３,９５２ 

令和５年度  １,１０７,９２３ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書等 

・実績報告書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

児童扶養手当は、上記記載の事業目的に従い、支給対象の児童を養育するひとり親等で、
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政令で定める所得限度額未満の者に、高崎市から直接手当を支給するものであり、当該支給

額については、国が１／３、市が２／３を負担することとされている。 

児童扶養手当の支給を受けるためには、申請者と児童の戸籍謄本や振込先口座情報などと

ともに申請書類を提出する必要があり、また、継続申請にあたっては毎年一回現況届の提出

を要するほか、支給要件となる事実等が変更された場合には、その都度届出が必要とされて

いる。 

児童扶養手当に関する情報管理については児童手当と同じくシステム（e-SUITE）及びエ

クセルを利用しており、また、入力も主に手作業にて行っている点については児童手当と同

様の課題がある。 

児童扶養手当については、児童手当と同様に未払いや過払いが発生するケースがあり、現

況届や各種届の情報をシステムに入力すると、自動的に未払い、過払いの対象者がシステム

上でリストアップされ、そこで未払額、過払額の算定も行われる仕組みになっている。ただ

過払いの管理（過払理由、過払発生日、最終納付日、時効成立時期、過払期間等）について

はエクセルを利用している。 

未払いについては、受給者からの届出書等が提出され次第、早急に支払処理を行ってお

り、届出書等の提出が遅延している場合は当人に連絡し、提出を促しているとのことであ

る。 

一方、過払いの状況は以下のとおりであり、これについては当人に対して年度当初に納付

書を送付して納付を求めているほか、手当受給中の場合は、現況届の提出等で窓口に来る機

会を利用して返納するよう指導しているとのことである。 

なお、児童扶養手当の過払人数と残高の合計と、うち過払発生後１年を経過したものは下

記のとおりである。 

（令和６年１１月２９日時点） 

 人数（人） 金額（千円） 

過払合計 ２７ ５,２０６ 

うち過払発生後１年以上 ２４ ３,３８６ 

 

また、過払いの発生要因別の件数と金額は下記のとおりである。（令和５年度からの繰越

と、令和６年度新規発生分。金額は発生時の総額。） 

 件数（件） 金額（千円） 

公的年金の受給 １６ ６,１３４ 

所得更正 ６ １,９８８ 

事実婚 ２ ３５８ 

その他 ３ ７３９ 

 

児童手当も過払いは発生するものの、１０月末時点での未回収は１件で金額１０,０００円

と少額であるが、児童扶養手当は上記のとおり未回収件数や金額が大きくなっている。その
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理由は、児童扶養手当の方が児童手当に比べて支給制限の多い制度であるためであり、例え

ば、児童扶養手当特有の支給停止になる事例としては、障害年金が過去に遡って支給される

場合や、事実婚の発覚などがある。また、児童扶養手当の方が所得制限の金額が低いため、

所得更正に伴い支給停止になる場合が多くある。 

 

【意見２８】過払手当の回収について 

過払金は必ずしも少額ではなく、また、毎年一定程度過払額の回収はあるものの、過払いに

占める１年以上長期の件数や金額の割合が高くなっている。このような長期の過払いの回収を

促進するため、現状の回収施策に加えて、例えば費用対効果も検討した上ではあるが専門の債

権回収業者を利用するといった施策も検討する必要があると考える。 

また、過払いの発生要因としては圧倒的に公的年金の受給の割合が大きいことから、過払い

の防止や回収の促進について年金事務所と協同しながら対応することも検討が必要であると考

える。 
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NO４０ 児童手当費  

１ 事業の名称 児童手当費 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども福祉担当 

５ 根拠例規 児童手当法 

６ 事業目的 父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという

基本的認識の下に、児童を養育している方に児童手当を支給すること

で、家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う

児童の健やかな成長に資することを目的としている。 

７ 事業の概要 支給対象者は、１５歳到達後の最初の３月３１日までの児童（中学校修

了前の児童）を養育している方。 

支給額（児童１人当たりの月額） 

※第３子以降とは、養育している児童のうち高校卒業（１８歳の誕生日

後の最初の３月３１日）までの児童から数えて３番目以降の児童の

こと。 

児童の年齢 

所得制限限度

額未満の場合

（児童手当） 

所得制限限度

額以上かつ所

得上限限度額

未 満 の 場 合

（特例給付） 

所得上限

限度額以

上の場合 

０歳～３歳未満 １５,０００円 

  ５,０００円 支給なし 

３歳以上 

～小学校 

修了前 

(第１子・第２子) １０,０００円 

(第３子以降) １５,０００円 

中学生 １０,０００円 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ５,４１０,０１０ 

令和４年度  ５,１９０,４０５ 

令和５年度  ４,９９０,７０５ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

１０ 課題 特になし 

  

 



 

156 

 

 

１１ 監査結果 

児童手当は、上記記載の事業目的に従い、高崎市から直接保護者に所定の額を手当として

支給するものであり、当該支給額については国や県、市等で所定の割合に応じて負担するこ

ととされている。 

児童手当の支給を受けるためには、保護者からの申請が必要であり、申請には児童手当認

定請求書とともに銀行振込口座情報や本人確認書類等を提示することが求められている。 

 

【意見２９】情報の取得、入力方法について 

児童手当に係る情報管理や支給額の算定についてはシステム（e-SUITE）を利用している。

また、所得更正による所得上限限度額超過など支給事由がない者に対して受給者からの情報入

手までの期間に手当を支給してしまうようなケースがあり、このような過払いについて、氏

名、金額、過払いの理由と対応内容、処置の内容（返納や相殺等）等の情報管理にエクセルを

利用している。 

児童手当に関してシステムやエクセルで管理されている情報については、各受給者による情

報源が主に紙の申請書になるため、紙ベースで入手した情報をシステムやエクセルに手入力し

ている。 

業務の効率性や作業の正確性を高めるためには、できるだけシステムで管理できる領域を拡

大するとともに、情報の取得、入力についてはタブレットや Web を使って、保護者の入力した

情報がそのままシステムに反映され、市側ではそれをチェックするだけになるような仕組みが

将来的に構築されることが必要であると考える。 

 

【意見３０】業務量増加への対応について 

児童手当については、児童手当法の一部改正（令和６年１０月１日施行）により、令和６年

１０月（１２月支給分）から所得制限が撤廃されるほか、支給の対象が高校生年代まで拡大さ

れている。 

当該法改正に伴う業務への主な事務内容や影響としては、対象児童が約１２，０００人増え

たことに伴う申請等の増加とその応対・処理、支払回数の倍増による支払業務の増加、システ

ム改修対応やマニュアル改廃等が挙げられる。 

このような業務量の増加に対応するためにも、手当支給業務を担う人員の拡充とともに、さ

らなる業務の効率化が必要であると考える。 
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NO４１ 保育所管理経費（需用費）  

１ 事業の名称 保育所管理経費（需用費） 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市立保育所設置条例 

高崎市立保育所運営規程 

６ 事業目的 良質かつ適切な内容及び水準の保育の提供を行うことにより、全ての

子どもが健やかに成長するための環境が等しく確保されることを目指

す。 

７ 事業の概要 保育所運営で必要な消耗品費、燃料費、会議費、印刷製本費、電気料、

水道料、修繕料及び給食材料費を支出するもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ２７２，９２０ 

令和４年度  ３１１，４６２ 

令和５年度  ３０２，４７８ 

  
 

９ 閲覧資料 ・物品購入請求書 

・支出負担行為書 

・執行伺 

・請書 

・契約書 

１０ 課題 特になし 

 

１１ 監査結果 

保育所管理経費（需用費）に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO４２ 保育所管理経費（役務費）  

１ 事業の名称 保育所管理経費（役務費） 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市立保育所設置条例 

高崎市立保育所運営規程 

６ 事業目的 良質かつ適切な内容及び水準の保育の提供を行うことにより、全ての

子どもが健やかに成長するための環境が等しく確保されることを目指

す。 

７ 事業の概要 保育所の電話料、各種検診・検査手数料及びカーテンクリーニング料等

諸手数料の経費を支出するもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ６，２８７ 

令和４年度  ７，１４３ 

令和５年度  ６，９０４ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・見積書 

・執行伺 

・業務委託単価契約書 

・納品書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

保育所管理経費（役務費）に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO４３ 給食残渣堆肥化委託料  

１ 事業の名称 給食残渣堆肥化委託料 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 委託事業 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市立保育所設置条例 

高崎市立保育所運営規程 

６ 事業目的 高崎市立保育所における環境教育とごみ減量化対策の一環として、保

育所から排出される生ごみを再資源化することにより循環型社会に寄

与する。 

７ 事業の概要 保育所から排出される給食の残渣の回収、堆肥化及び完成した堆肥の

各保育所への配布業務を委託し、堆肥は保育所の花壇等で使用してい

る。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ６，４８０ 

令和４年度  ６，４８０ 

令和５年度  ６，４８０ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・執行伺 

・業務委託契約書 

・作業完了報告書兼履行確認書 

・検査調書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

給食残渣堆肥化委託料に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO４４ 保育所用地土地借上料  

１ 事業の名称 保育所用地土地借上料 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市立保育所設置条例 

高崎市立保育所運営規程 

６ 事業目的 良質かつ適切な内容及び水準の保育の提供を行うことにより、全ての

子どもが健やかに成長するための環境が等しく確保されることを目指

す。 

７ 事業の概要 箕郷第一保育園、箕郷第二保育園、箕郷第五保育園及び箕郷第三保育園

はるな分園の保育所用地の借上料を支出する。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ５，３４２ 

令和４年度  ５，３９５ 

令和５年度  ５，３９５ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・土地賃貸借契約書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

保育所用地土地借上料に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO４５ 保育所施設借上料  

１ 事業の名称 保育所施設借上料 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市立保育所設置条例 

高崎市立保育所運営規程 

６ 事業目的 入所希望の増加に伴い、保育所敷地内に保育室を増設し、受入れ児童数

の増加を図る。 

７ 事業の概要 高崎市立国府保育園及び高崎市立新高尾北部保育所の敷地内に建設し

た保育室の借上料を支払うもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  １０，２０４ 

令和４年度  １０，２０４ 

令和５年度  １０，２０４ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・契約締結伺 

・入札結果報告書 

・執行伺 

・債務負担行為に関する調書 

・賃貸借契約書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

保育所施設借上料に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 

  



 

162 

 

 

NO４６ 保育所管理経費（各所整備工事）  

１ 事業の名称 保育所管理経費（各所整備工事） 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市立保育所設置条例 

高崎市立保育所運営規程 

６ 事業目的 良質かつ適切な内容及び水準の保育の提供を行うことにより、全ての

子どもが健やかに成長するための環境が等しく確保されることを目指

す。 

７ 事業の概要 各施設からの要望や報告、各種点検等により危険及び不具合箇所を把

握し、各所の補修・整備工事を実施する。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ６，３３２ 

令和４年度  ５，９８２ 

令和５年度  ６，２７３ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書 

・請書 

・仕様書 

・見積書 

・少額工事執行伺 

・見積依頼書 

・少額工事施工連絡票 

・引渡書 

・工事完成届 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

保育所管理経費（各所整備工事）に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO４７ 保育所管理経費（備品購入費）  

１ 事業の名称 保育所管理経費（備品購入費） 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 保育課保育担当 

５ 根拠例規 高崎市立保育所設置条例 

高崎市立保育所運営規程 

６ 事業目的 良質かつ適切な内容及び水準の保育の提供を行うことにより、全ての

子どもが健やかに成長するための環境が等しく確保されることを目指

す。 

７ 事業の概要 保育所運営に必要な保育所備品、給食室用備品及び消火器等を購入す

る。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ５，５８５ 

令和４年度  ６，５６３ 

令和５年度  ５，５６２ 

  
 

９ 閲覧資料 ・物品購入請求書 

・仕様書 

・見積書 

・納品書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

保育所管理経費（備品購入費）に対し、特段指摘及び意見すべき事項ななかった。 
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NO４８ 母子生活支援施設運営事業（給水管等更新工事） 

１ 事業の名称 母子生活支援施設運営事業（給水管等更新工事） 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 こども救援センターあすなろ寮 

５ 根拠例規 特になし 

６ 事業目的 一部水道から不具合が見つかり、飲料水として適さないことが判明し

たため、給水管等について更新工事を行うもの。 

７ 事業の概要 ①給水管等更新工事  ５，８３０，０００円 

（事務所棟、１０３号室、１０５号室、１０６号室） 

②１０１号室給水管改修工事  ９９４，４００円 

③管理人室給水管改修工事  ５４５，６００円 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  － 

令和４年度  － 

令和５年度  ７，３７０ 

  
 

９ 閲覧資料 ①給水管等更新工事 

・竣工払支出伺 

・引渡書 

・竣工検査調書 

・工事完成届 

・前払金支出伺 

・契約締結伺 

・建設工事請負契約書 

・請負代金額のうち解体工事に要する費用等 

・課税事業者届出書 

・保証証書 

・現場代理人・主任技術者等選任届 

・監督員の指定について伺 

・入札結果登録  

・執行伺 

②１０１号室給水管改修工事、③管理人室給水管改修工事 

・支出負担行為書 

・見積書 

・請書 
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・仕様書 

・少額工事執行伺 

・引渡書 

・工事完成届 

・検査調書 

・給水管改修工事図面    

１０ 課題 入所者の生活施設であるため修繕は随時対応しているが、昭和５０年

築のため老朽化により修繕費が高額となることがある。 

  

１１ 監査結果 

当該事業に関する資料を閲覧した結果、事業の概要に記載のある①給水管等更新工事につ

いて、見積合わせにより施工業者が選定されており、業者の選定が適切に行われていること

を確認した。 

また、②１０１号室給水管改修工事及び③管理人室給水管改修工事については①と併せて

行われるものであることから、①の業者と随意契約として工事を依頼しているものである。

工事の効率性や経済性を考慮すれば随意契約することに合理性がある。 

母子生活支援施設運営事業（給水管等更新工事）に対し、特段指摘及び意見すべき事項は

なかった。 

  



 

166 

 

 

NO４９ 高等職業訓練促進給付金  

１ 事業の名称 高等職業訓練促進給付金 

２ 事業区分 補助事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業  

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども福祉担当 

５ 根拠例規 高崎市高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱 

６ 事業目的 母子家庭の母及び父子家庭の父の就職に有利で生活の安定に資する資

格の取得を促進するため、養成機関で６ヶ月以上のカリキュラムを修

業し対象資格の取得が見込まれ、経済的に就労（育児）と修学の両立が

困難と判断された者に対して、一連の修学期間における４年間を上限

として給付金を支給し負担軽減を図り資格取得を容易にする。 

７ 事業の概要 支給対象は、①市内に住所を有する母子家庭の母又は父子家庭の父で、

②児童扶養手当を受給しているか同等の所得水準にあり、③資格取得

のため専門（各種）学校などの６ヶ月以上のカリキュラムを修業し、対

象資格の取得が見込まれ、④就業又は通学と育児などの両立が経済的

に困難であると認められる方となっている。 

支給額は、非課税世帯が月額１００，０００円（最終学年は月額   

１４０，０００円）。課税世帯が月額７０，５００円（最終学年は月額   

１１０，５００円）となっている。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ５１，８４７ 

令和４年度  ５７，５８９ 

令和５年度  ５３，４２８ 

  
 

９ 閲覧資料 ・令和５年度母子家庭等対策総合支援事業の事業実績報告について 

・支出負担行為書 

・令和５年度高等職業訓練促進給付金等支給額計算表 

・高等職業訓練促進給付金等支給額変更決定通知書（写） 

・高等職業訓練促進給付金等支給申請書 

・出席証明書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

当該事業は、こども家庭庁における補助事業であり、上記事業の概要に記載の支給要件に

該当する者に対して給付金を支給しているものである。 

高崎市では受給者からの高等職業訓練促進給付金等支給申請書に基づき、毎月支給対象者
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に対して給付金の支出を行っている。 

給付金支出に際して、高崎市担当者は月額の支給額が正しいことを確認するために、支出

負担行為書に「高等職業訓練促進給付金等支給決定通知書（写）」又は「高等職業訓練促進

給付金等支給申請書」、「出席証明書」を添付し、内容の確認を毎月行っている。 

監査手続きとして、受給者への給付金支給額の適切性を確認するために以下の確認を行っ

た。 

①受給者による「高等職業訓練促進給付金等支給申請書」作成の有無の確認 

②年度の途中で支給額が変更されている受給者について「高等職業訓練促進給付金等支給

額変更決定通知書」作成の有無の確認 

③受給者が学校等のカリキュラムを受講していることの確認として「出席証明書」が毎月

提出されているため、当該「証明書」が提出されていることの有無の確認。ここでは令

和５年度の最終給付金支給月である、令和６年３月の「出席証明書」が提出されている

ことを確認する。 

 

№ 確認事項① 確認事項② 確認事項③ 補足 

１ 有 該当なし 有  

２ 有 該当なし 有  

３ 有 該当なし 有  

４ 有 該当なし 有  

５ 有 該当なし 有  

６ 有 該当なし 有  

７ 有 該当なし 有  

８ 有 該当なし 有  

９ 有 該当なし 該当なし ９月卒業 

１０ 有 該当なし 有  

１１ 有 該当なし 有  

１２ 有 該当なし 有  

１３ 有 該当なし 有  

１４ 有 該当なし 有  

１５ 有 該当なし 有  

１６ 有 該当なし 有  

１７ 有 該当なし 有  

１８ 有 該当なし 有  

１９ 有 該当なし 有  

２０ 有 該当なし 有  

２１ 有 該当なし 有  

２２ 有 該当なし 有  
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２３ 有 有 該当なし 転居で非課税 

２４ 有 有 有 秋入学最終学年 

２５ 有 該当なし 有  

２６ 有 有 有 ８月より非課税 

２７ 有 該当なし 有  

２８ 有 該当なし 有  

２９ 有 該当なし 有  

３０ 有 有 有 ８月より非課税 

３１ 有 該当なし 該当なし ８月より課税 

３２ 有 有 有  

３３ 有 該当なし 該当なし 支給は２月まで 

３４ 有 有 有  

３５ 有 該当なし 有  

３６ 有 該当なし 有  

３７ 有 有 有 ８月より課税 

３８ 有 該当なし 有  

３９ 有 該当なし 有  

４０ 有 該当なし 有  

４１ 有 該当なし 有  

４２ 有 該当なし 該当なし １１月で卒業 

４３ 有 該当なし 有  

４４ 有 該当なし 有  

４５ 有 該当なし 有  

４６ 有 該当なし 有  

４７ 有 該当なし 有  

４８ 有 該当なし 有  

  

高等職業訓練促進給付金は、住民税非課税世帯かどうかによってその支給額が異なること

になっている。そのため、支給額の決定については住民税非課税世帯かどうかを確認する必

要があり、確認が行われた時点で支給額が決定することになる。修業期間は一般的に４月か

ら３月となる対象者が多く、支給額の決定の時期により、年度の途中において支給額の変更

が行われている。 

   高等職業訓練促進給付金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO５０ 児童館指定管理料  

１ 事業の名称 児童館指定管理料 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 委託事業 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども企画担当 

５ 根拠例規 児童福祉法 

高崎市児童館条例 

６ 事業目的 児童福祉法第３５条第３項の規定に基づき、児童に健全な遊びを与え

て、その健康を増進し、又は情操を豊かにすることを目的として児童館

を設置する。 

７ 事業の概要 市内児童館について、民間事業者の能力を活用しつつ、住民等に対する

市民サービスの効果、効率を向上させ、もって地域福祉の一層の増進を

図るため管理を行わせるもの。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ４２，１８３ 

令和４年度  ４２，１８３ 

令和５年度  ４２，１８３ 

  
 

９ 閲覧資料 ・前金払確認報告書 

・検査調書 

・高崎市児童館の管理に関する実績報告書 

・基本協定書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

児童館指定管理料に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。 
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NO５１ 児童センター運営補助金  

１ 事業の名称 児童センター運営補助金 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 補助金・負担金事業 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども企画担当 

５ 根拠例規 社会福祉法人等が設立した小型児童館・児童センター運営補助要綱 

６ 事業目的 地域児童の健全育成を図るため、社会福祉法人等が設置する小型児童

館及び児童センターの運営に関し、適正で安定的な運営が図られるこ

とを目的として、当該社会福祉法人等に対し、予算の範囲内において補

助金を交付する。 

７ 事業の概要 箕郷地区にある児童センターいずみを運営する社会福祉法人清光会に

対して、運営補助金を交付している。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度 １０，７６３ 

令和４年度 １０，７６３ 

令和５年度 １０，７６３ 

  
 

９ 閲覧資料 ・前金払確認報告書 

・事業報告書 

・支出負担行為書 

・事業計画書 

１０ 課題 特になし 

  

１１．監査結果 

児童センター運営補助金は旧箕郷町において地域住民からの要望により社会福祉法人が設

置運営にあたっているものである。補助金の金額は令和５年度においては前金払いにより支

給していることから、前金払いの支給の内容が適切であったかどうかについて最終的な確認

を行う必要がある。これについて、運営元の社会福祉法人より事業実績報告書が提出されて

おり、前金払確認報告書にて担当者が内容を確認している。 

「社会福祉法人等が設立した小型児童館・児童センター運営補助要綱」の第３条（交付の

対象）によれば、 

（１）自然体験活動事業 

（２）子どもボランティア育成支援事業 

（３）児童健全育成相談支援事 

（４）年長児童等来館促進事業 

の４つの事業のうち、２以上の事業を実施したものとする、 
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と記載されているため、補助金を交付するに際して、上記の４つの事業のうち、２つ以上が

実際に実施されていることを確認する必要があるものである。 

しかしながら、資料の閲覧をした結果、交付対象の事業とこれに対応する事業が実際に行

われたかどうかの確認が行われた結果としての資料が保管されていない状況であった。 

 

【意見３１】交付対象事業の確認について 

 要綱においては、補助金支給の対象となる事業が明確に示されていることから、今後は社会

福祉法人からの事業報告において、補助金支給の対象の事業を行ったことが明確に示されるこ

とが望まれる。 

また、補助金を交付する側としては、前金払いを行っている関係から事後的に事業の結果に

ついての確認は行われているが、補助金対象の事業が行われたかどうかの確認を行ったことに

ついての資料の作成保管が必要であると考える。 
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NO５２ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計繰出金 

１ 事業の名称 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計繰出金 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども福祉担当 

５ 根拠例規 特になし 

６ 事業目的 母子及び父子並びに寡婦福祉法に則り、母子父子寡婦福祉資金貸付事

業にかかる事務費等について、一般会計から特別会計へ事務費を繰出

す。 

７ 事業の概要 母子父子寡婦福祉資金貸付事業にかかる事務費等について、特別会計

への繰出金を支出したもの。主な内訳については、システム使用料、シ

ステムで使用しているサーバーの使用等にかかる電算事務負担金等。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ３，９５６ 

令和４年度  ３，９４４ 

令和５年度  ４，１９０ 

  
 

９ 閲覧資料 ・振替命令書 

・調定通知書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

歳出説明執行状況一覧表により確認したところ、年度当初に母子父子寡婦福祉資金貸付事

業特別会計に繰出した繰出金４，２００，０００円は、特別会計にかかる事務費等である印

刷製本費９４，６００円、消耗品費２４，２７７円、郵便料１６，８００円、電算事務負担

金４，０１８，５６２円、口座振替手数料３６，０００円として支出され、特別会計残額 

９，７６１円については、特別会計から本繰出金に正しく振替処理されていた。 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計繰出金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はな

かった。 
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NO５３ （母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計）電算事務負担金 

１ 事業の名称 電算事務負担金 

２ 事業区分 市単独事業 

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども福祉担当 

５ 根拠例規 特になし 

６ 事業目的 市役所全体の電算に係る費用について、母子父子寡婦福祉資金貸付事

業特別会計分として按分された負担金。 

７ 事業の概要 母子父子寡婦貸付システムに係るサーバーやネットワークの機器のリ

ースや保守点検にかかる費用。本金額については、高崎市の各課で使用

している部分について、情報政策課が按分して算出している。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ３，８０４ 

令和４年度  ３，８８４ 

令和５年度  ４，０１９ 

  
 

９ 閲覧資料 ・振替命令書 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

 本事業は、市役所全体の電算に係る費用について、母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会

計分として按分された負担金を処理したものである。 

按分負担金の計算は、システム規模に応じて負担額を算出したもの（区分Ｔ）とＰＣ台数

で負担額を算出したもの（区分Ｖ）で算出され、母子父子寡婦福祉資金貸付事業の割合は以

下のとおり算出されている。 

 

区分 割合

T 0.0368 ①/②

※共同利用システム内（一次・二次調達、GCC分）でのシステム規模割合

① 母子寡婦システム合計額 2,400,000円

② e-SUITEソフトウェア全体額 65,182,932円

V 0.0063 ①/②

※吉井支所除くH23入替後のPC台数で計算（Ｈ30は同数入替のため、割合変更なし）

① 母子寡婦専用PC台数 4台

② 契約合計PC台数 630台

名称

全システム規模割合（母子寡婦）

H23/30端末割合（母子寡婦）
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項目 単価（税抜） 月数 区分 負担割合 R5年額

ソフトウェア使用料

    貸付（新システム利用サービス） 200,000 12 1.0000 2,400,000

ハードウェア

    新システムSaaS基盤使用料 10,548,720 1 T 0.0368 388,192

    総合住民情報システム業務端末等賃借料(H30導入) 22,952,600 1 V 0.0063 144,601

    総合住民情報システム業務端末等賃借料(H30導入)　再リース 208,660 1 V 0.0063 1,314

    個人番号利用事務系システム強靭化業務用機器賃借料 6,324,000 1 T 0.0368 232,723

電算業務派遣委託料 13,289,091 1 T 0.0368 489,038

税抜合計 3,655,868

8% 11,568

10% 351,126

合計 4,018,562  

 

新システムＳａａＳ基盤使用料、個人番号利用事務系システム強靭化業務用機器賃借料及び

電算業務派遣委託料については、全システム規模における、母子父子寡婦システムの規模割合

により、算出されている。 

個人番号利用事務系システム強靭化業務用機器賃借料として計上されているのは、個人番号

利用事務系システムにログインする際の機器利用料であり、その他についてもシステムの利用

維持に必要な費用であるところ、導入時における全体のシステム費用における母子父子寡婦シ

ステム事業で利用したシステム規模に応じた費用を按分して負担する計算方法については合理

性が認められる。 

平成３０年に導入された総合住民情報システム業務端末等賃借料については、高崎市に導入

されたＰＣ台数のうち、母子父子寡婦事業として専用で利用するＰＣ台数で按分したものであ

る。当該端末料賃借料は、端末数に応じて発生するものであるため、台数で按分する計算は合

理性が認められる。 

電算事務負担金に対し、特段指摘及び意見すべき事項はなかった。  
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NO５４ （母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計）母子父子寡婦福祉資金貸付金 

１ 事業の名称 母子父子寡婦福祉資金貸付金 

２ 事業区分 補助事業  

３ 事業種別 その他 

４ 所管部課等 福祉部 こども家庭課こども福祉担当 

５ 根拠例規 高崎市母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則 

高崎市母子父子寡婦福祉資金貸付及び償還事務取扱要領 

６ 事業目的 母子家庭の母及び父子家庭の父、児童、寡婦等に対し、その経済的自立

の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその扶養している児童（子）

の福祉を図るため、各種資金の貸付けを行う。 

７ 事業の概要 母子家庭の母及び父子家庭の父、児童、寡婦等に対し、その経済的自立

の助成と生活意欲の助長を図り、その扶養している児童（子）の福祉を

図るため、各種資金の貸付けを行っているもの。 

平成２３年度中核市移行により県より事務移譲された。また、平成２６

年１０月に父子も対象拡大となっている。 

８ 過去３年間の

決算の状況 

単位（千円） 

   実績額 

令和３年度  ２０，６８４ 

令和４年度  １７，４７４ 

令和５年度  １４，８７８ 

  
 

９ 閲覧資料 ・支出負担行為書一式 

１０ 課題 特になし 

  

１１ 監査結果 

母子父子寡婦福祉資金貸付の概要及び限度額等は、以下のとおりである。 

 

資金名称 資金の使途 貸付限度額 貸付期間 据置期問 償還期間 利子 

事業開始資金 
事業を開始するのに必要な設備費、什器、

機械等の購入資金 

3,470,000 円（母子・父子福祉団

体の場合 5,220,000 円） 
- 貸付後 1 年 

据置経過後 

7 年以内 

保証人有：無利子 

保証人無：年 1% 

事業継続資金 
現在営んでいる事業を継続するために必要

な商品材料等を購入する運転資金 
1,740,000 円 - 貸付後 6 か月 

据置経過後 

7 年以内 

保証人有：無利子 

保証人無：年 1% 

修学資金 

高等学校、大学、大学院、高等専門学校又

は専修学校に就学させるための授業料、書

籍代、交通費等に必要な資金 

国公立・私立、自宅外通学又は自

宅通学に応じ、月額 27,000 円～月

額 183,000 円 

就学期間中 卒業後 6 か月 

据置経過後 

10 年以内 

(専門学校一般過程

は 5 年以内） 

無利子 

技能習得資金 

事業を開始し又は就職するために必要な知

識技能を習得するための必要な資金（看護

師等）高等学校への修学及び入学に必要な

資金 

月額 68,000 円 

(特別な事情有：年 816,000 円） 

運転免許取得 460,000 円 

5 年以内 習得後 1 年 
据置経過後 

10 年以内 

保証人有：無利子 

保証人無：年 1% 

修業資金 
事業を開始し又は就職するために必要な知

識技能を習得するために必要な資金 

月額 68,000 円 

運転免許取得 460,000 円 
5 年以内 習得後 1 年 

据置経過後 

6 年以内 
無利子 
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就職支度資金 
就職するために直接必要な被服、履物等及

び通勤用自動車等の購入資金 

105,000 円 

通勤用自動車購入の場合 

340,000 円 

- 貸付後 1 年 
据置経過後 

6 年以内 

保証人有：無利子 

保証人無：年 1% 

(但し児童は無利

子) 

医療介護資金 
医療や介護(1 年以内に限る)を受けるため

に必要な資金 

340,000 円(医療)特に経済的に困

難にある場合 480,000 円 

介護資金は 500,000 円 

- 

医療・介護 

期間満了後 

6 か月 

据置経過後 

5 年以内 

保証人有：無利子 

保証人無：年 1% 

生活資金 

知識技能を習得している間、医療若しくは

介護を受けている間、失業中、母子家庭又

は父子家庭になって間もない間、家計急変

者など生活を安定・自立するための資金 

生活安定の必要な資金ごとに月額

44,140 円～141,000 円 

6 か月以内

～3 年以内 

期間満了後 

6 か月 

据置経過後 

5 年～10 年以内 

保証人有：無利子 

保証人無：年 1% 

住宅資金 住宅建設、購入、改築などの資金 

1,500,000 円 

災害等による住宅全壊又は老朽等

による増改築 2,000,000 円 

- 貸付後 6 か月 

据置経過後 

6 年以内 

(特別な場合 7 年以

内) 

保証人有：無利子 

保証人無：年 1% 

転宅資金 住宅移転のための賃借資金 260,000 円 - 貸付後 6 か月 
据置経過後 

3 年以内 

保証人有：無利子 

保証人無：年 1% 

就学支度資金 
就学、修業するために必要な被服等の購入

に必要な資金など 

学校種別に応じ自宅通学・自宅外

通学に応じ 64,300 円～590,000 円 
- 卒業後 6 か月 

据置経過後 

就学 10 年以内 

修業 5 年以内 

無利子 

結婚資金 

母子家庭の母又は父子家庭の父が扶養する

児童及び寡婦が扶養する 20 歳以上の子の

婚姻に際し必要な資金 

320,000 円 - 貸付後 6 か月 
据置経過後 

5 年以内 

保証人有：無利子 

保証人無：年 1% 

 

令和５年度の貸付実施は、以下のとおりである。令和５年度に新規で貸付が決定された件

数は、修学資金が４件、技能習得資金が２件、就学支度資金が７件であった。 

 

区分 件数（件） 金額（千円） 

母子貸付金 ２４ １４，３５２ 

 修学資金 １１ ８，９５０ 

 技能習得資金 ６ ３，１２１ 

 就学支度資金 ６ １，９８１ 

 生活資金 １ ３００ 

父子貸付金 １ ５２６ 

 就学支度資金 １ ５２６ 

寡婦貸付金 － － 

合計 ２５ １４，８７８ 

 

いずれの貸付金についても、借受申請資金の種類及び金額は、必要資金の範囲内であり、

かつ貸付限度額範囲内での貸付がなされていることを確認し、問題性は認められない。 

 

(１) 連帯保証人について 

① 直接の面談について 

  令和５年に実施された貸付事業のうち、連帯保証人の確保ができず、連帯保証人無しで

貸付をしている事例が２事例、連帯保証人の申請がある事例が１１事例であった。１１事

例の連帯保証人について、連帯保証人と面談して直接の意思確認をしたのは、１件であ

り、残り１０件はいずれも電話での連帯保証意思の確認をしていたに留まる。 
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母子父子寡婦福祉資金貸付及び償還事務取扱要領（以下「事務取扱要領」という。）第

６条第４号においては、貸付申請の調査について、「連帯保証人に対し、原則、面接によ

り、連帯保証人として借受人及び連帯借受人から返済がない場合には返済する意志がある

か確認する。ただし、相当の理由がある場合には電話及び郵送での確認も可とし、その場

合には、十分に本人確認を行うよう留意の上、実施すること。」とされている。 

しかしながら、上記１０事例については、いずれも「相当の理由」についての記載がな

く、電話での意思確認とする理由は一切不明であり、事務取扱要領に沿った対応がなされ

ているとは言い難い。 

また、電話において、どのように意思確認をしたのか、具体的な確認方法の記載もな

く、本人確認方法の記載もない。そのため、上記意思確認において、貸付額、償還金額、

期間、主債務者など契約の要素となる内容が確認できているかという点で疑義がある。 

そもそも、民法上保証債務については、書面でしなければ効力が生じない（民法第４４

６条第２項）とされている趣旨は、保証人による軽率な保証を防止し、保証人が予期しな

い不利益を被らないようにする点にある。そのため、事務取扱要領に記載のとおり、面談

での意思確認を原則とし、保証人の保証意思を確認するべきであり、電話での確認をする

のであれば、相当の理由及び確認事項についての回答を記載するべきである。 

  なお、貸付決定後の事務取扱要領第８条第２項においては、「貸付決定通知後に、本人

及び連帯借受人並びに連帯保証人（連帯保証人を立てる場合のみ）を来所させ、貸付けの

趣旨及び償還等について指導を行い母子父子寡婦福祉資金借用書（細則様式第１５号）及

び誓約書（様式第４号）を提出させること。原則として、三者が同席することとするが、

やむを得ない理由がある場合は、別々の日時での来所も可能とする。このとき、貸付申請

書受付処理簿（様式第１号）に面接年月日を記入すること。また、連帯保証人に対しては

貸付けの趣旨及び償還等の指導について文章による通知をもってかえることができるもの

とする。」としている。当該事務取扱要領によれば、連帯保証人に対しては文章による通

知をもって代えることができるとしているが、原則としては、あくまで来所であり、来所

を促すように尽力すべきである。実際、福祉資金貸付申請書受付処理簿において、連帯保

証人に関する面接年月日の記載欄が設けられているが、上記１０事例は、空欄のままとな

っており、形骸化しているといわざるを得ない。 

 

 

 

【指摘４】連帯保証人の意思確認について 

事務取扱要領に従い、連帯保証人の意思確認については、直接の面談を原則として、対応す

るべきである。 

また、仮に直接の面談が困難である場合には、相当の理由を明確にするほか、電話での保証

人の本人確認内容、回答内容を記載し、保証債務を負担する意思が明らかであることを記載し

て記録化するべきである。 
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 ② 署名等の確認 

連帯保証人として記載されている事例のうち、４事例においては、借受人と筆跡が酷似

し、連帯保証人本人が記載したのかも一見明らかではない事例が存在する。 

事務取扱要領第３条第８号においても、連帯保証人が自ら記入することとされている

が、その確認がなされたかは不明である。 

仮に連帯保証人本人が記載していないとすれば、上記保証債務の効力に疑義が生じるた

め、本人が署名等をした点についての確認も徹底する必要がある。 

 

  

③ 貸付申請書の記載文言（様式第１号、様式第１５号）について 

貸付申請書は、高崎市母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則第３条、様式第１号によ

って定められ、以下のような申請書とされている。

 

 

上記のとおり、末尾には、「この借用について連帯して債務を負担します。」旨の記載が

なされている。当該「連帯して債務を負担します。」旨の文言は、連帯債務を負担する意

思表示と考えるのが自然であり、連帯保証は厳密には異なる概念であるため、連帯保証人

の意思表示としては、文言に齟齬が生じている。 

また、様式第１５号については、以下のように規定されている。 

【指摘５】署名の確認について 

連帯保証人の署名について、自署であるかの確認を徹底するべきである。 
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上記借用書においても、「連帯借受けに同意します。」という意思表示が妥当するのは法

定代理人のみであり、連帯保証人の意思表示「連帯して保証します」旨の文言はなく、

「法令の定めるところに従い、相違なく償還します」旨の記載しかない。 

それぞれの意思表示の内容に合致した記載方法に改める方が望ましい。 

なお、様式第２７号の連帯保証書においては、「債務を保証します」と記載されてお

り、他の申請書等についても、意思表示と記載を整合性のある記載とすることが望まし

い。 

 

【意見３２】申請書の文言の統一について 

〇様式第１号について 

申請者と連帯申請者が連帯債務を負担することが明確になるよう「次のとおり（母子・父

子・寡婦）福祉資金の貸付けを受けたいので申請します。」とあるのを「次のとおり（母子・

父子・寡婦）福祉資金の貸付けを受けたいので申請するとともに、当該借用について連帯して

債務を負担します。」に変更することが必要であると考える。 

連帯保証人氏名の次の行には、「当該借用について、申請者（及び連帯申請者）の債務を連

帯して保証します」旨の記載とし、保証する意思が明らかとなるように変更することが必要で

あると考える。 

〇様式第１５号について 

借受人・連帯借受人の末尾に「次のとおり連帯して借用します」の旨の文言を、法定代理人

の記載の後に「上記連帯借受けに同意します」旨の文言を、連帯保証人の記載の後に、「借受

人及び連帯借受人の債務を連帯して保証します」旨の文言を入れ、それぞれの意思表示と整合

性のある記載内容とすることが必要であると考える。 



 

180 

 

 

(２) 法定代理人について 

令和５年度の新規貸付において、未成年者が連帯借受人（連帯申請者）となる事例が３

事例あり、いずれも法定代理人の欄は空欄とされている。 

事務取扱要領第３条第１号エにおいても、「法定代理人は、父母のない児童が申請者と

なるときに法定代理人の同意を得ることを必要とする」との記載があり、連帯申請者の場

合や、父母がいる児童が申請者となる場合には、あたかも法定代理人の同意が不要である

かのような記載となっている。 

しかし、未成年者が契約をする際には、法定代理人の同意が必要であり、連帯借受人と

なる本件貸付契約においても、法定代理人の記載を省略するべきではない。付言すれば、

申請者（借受人）となる者が、法定代理人（親権者）であったとしても、申請者と高崎市

との間の貸付契約と、未成年者と高崎市との間の貸付契約及び連帯債務の合意は、別個の

契約合意であるため、未成年者の契約について、法定代理人が同意をしていることを明確

にするべきである。 

 

 

(３) 連帯借受人の意思確認について 

事務取扱要領第６条第３号においては、「連帯借受人に対し、面接により、連帯債務者

として返済する意志があるか確認する。」とされ、面談での確認が実施され、「母子父子寡

婦福祉資金 面談時確認事項（連帯借受人）」と題するシートにより意思確認がなされて

いる。 

例えば、連帯借受人の意思確認として、⑨貸付を受ける金額は分かっているか、⑪毎月

の償還額についてイメージができているか、⑫借受人・連帯借受人・保証人の３者が同じ

責任を負うことを理解しているかといった貸付金についての認識の確認が求められてい

る。 

ところが、令和５年度の新規借入分については、貸付金額について「だいたい」と答え

ている例が３件、「分からない」とするのが１件記載されており、償還額についての記載

も４件とも記載がない。のみならず、その後説明によって、理解がなされたのか否かも不

明である。 

この点、確かに借入の申請書に本人の意思表示が示されている以上、いわゆる客観説的

な立場に立てば、連帯借入の意思表示と認められ、内容について理解をしていないとして

も、有効な合意であるという考えも成り立ちうる。しかし、貸付金額についても、償還額

についても把握していない者に対して、連帯借受人となる意思表示があったと形式的に捉

えることは、極めて疑問である。 

【指摘６】法定代理人の同意について 

未成年者が連帯申請者（連帯借受人）となる場合には、法定代理人の署名を求め、同意した

ことを明確にするべきである。 

事務取扱要領第３条第１号エの記載内容について、「法定代理人は、未成年者が契約をする

ときには、法定代理人の同意が必要となるので、これを確認の上、申請書を受理すること」と

確認すべき事項として明確に記載すべきである。 
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   事務取扱要領が、意思確認を求めている趣旨は、未成年者又は若年者の予期せぬ負担を

負わせることがないよう、自ら債務を負担するということを理解させる点にある。 

   そのため、形式的な質問の回答を記載するのではなく、最低限本貸付による契約内容を

理解するように説明をするべきである。 

 

 

(４) 償還について 

過去３年間において、貸付後に借受人が自己破産した事例が２件あったが、連帯借受人

及び連帯保証人において約定どおりの償還がなされているようであり、特段遅延等の問題

は生じていない。 

なお、事務取扱要領第２３条第３項によれば、滞納額が累積する前に早期に対応をする

ことが規定され、遅延等が生じた場合の対応が以下のとおりマニュアル化されている。 

 

 

【指摘７】連帯借受人の意思確認の徹底について 

連帯借受人の意思確認については、貸付契約の内容を理解しているかを確認するとともに、

仮に金額が不明など理解をしていない場合には、貸付をそのまま進めるのではなく、理解をさ

せた上で、貸付をするように徹底するべきである。 

（１）償還金が納入期限までに納入されないときは、財務規則の定めるところにより督促状

（様式第５号）を発行する。 

（２）督促後１か月を経過しても償還されない者に対しては、早期に家庭訪問等を行い、生活

実態を把握し、償還できない原因の把握、その後の償還についての助言、指導等を行

う。  

（３）前号の規定による指導等を行なっても借受人から償還されない場合は、借受人に対し、

呼び出しによる面接指導行い、償還計画書（様式第６号）を提出させる。 

（４）前号の規定による面接指導等を行っても償還されない場合は、連帯借受人、連帯保証人

に対し、借受人の納入履行についての指導協力を依頼する。  

（５）前号の規定による協力依頼を行っても借受人から納入がない場合は、連帯保証人に対し

て電話又は文書により、借受人の代わりに納入するよう連帯保証債務履行要請を行い、

概ね６か月以上滞納している者に対しては、債務確認及び償還計画書（様式第７号）の

提出を求め、これに基づき償還指導を行う。 

（６）概ね６か月ごとを目安に、前月までの滞納額を記載した催告書（様式第８号）を発行す

る。償還状況に応じて、借受人及び連帯借受人、連帯保証人等の送付先を選択して催告

を行う。  

（７）前号の指導等を行った結果、償還金の償還猶予に該当する事由が認められるときは、速

やかに償還猶予に係る事務を行う。 

【意見３３】償還について 

償還実務上の問題点はないが、今後指導を行う場合においては、滞納となった際のフローに

従い対応するとともに、面談指導等により具体的な生活状況を確認し、過酷執行にならないよ

う十分配慮することが必要であると考える。 
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３ たかさき子育て応援情報サイト「ちゃいたか」について 

高崎市では、インターネット上で「ちゃいたか」を開設し、子育てに関する情報を集約し

て、網羅的に探せる仕組みを作っている。 

現代の高度情報化社会において、インターネットを通じた情報収集やコミュニケーションが

欠かせないものとなっており、子育てをしている人たちの重要な情報源となっている。しかし

様々な情報が氾濫し、子育て当事者が真に求めている情報が見つからない、見つけづらいとい

う弊害が生じていた。こうした現状を踏まえ、高崎市では子どもや子育てに関連する情報を集

約して、高崎でこれから子育てをする人や今まさに子育てをしている人たちに「真に必要な情

報」、「確かな情報」、「身近な情報」、「安心できる情報」を分かりやすく、見つけやすく整理し

て提供していくことによって、子育てに対する不安や悩みを軽減、解消し、また地域の子育て

ネットワークを充実させることにより、子どもを産み育てやすい環境を整備していくことを目

的として、子育て応援情報サイトとして「ちゃいたか」を開設している。 

 

サイトの目指す方向性と基本コンセプトは以下のとおり。 

〇目指す方向性 

子どもや子育て当事者はもちろんのこと、このサイトを利用した人たちがここで得た情報や

ネットワークを活かして次に出産や子育てを迎える人たちを支援する側になって運営に参画す

ることによって地域の子育て支援の輪を絶やさず、地域の子育て力を市民自らが育てていくこ

とを念頭に次の方向性を示していきます。 

・たかさきの子どもたちを支援するサイト 

・たかさきの子育てをする親を応援するサイト 

・たかさきの子育て力を育んでいくサイト 

〇基本コンセプト 

子育てサイトの具体的な項目等を構築していく上で、次の考え方を基本コンセプトとして定

めます。 

・『高崎の子ども・子育てに関するすべての情報を網羅した総合地域子育て支援サイト』 

・『生活に密着した“生きた情報”をいつでもどこでも手に入れられる子育て生活応援サイ

ト』 

・『関係団体や市民ボランティアが運営に参画し市民目線で情報を提供する、市民が育てて

いくサイト』 
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各年度のサイトの閲覧状況は以下のとおり。 

 

単位（件） 

 アクセス数 ページビュー数 
mobile 
tablet 

desktop 

平成２９年度 ２５６,２７５ ２１８,９７４ ３７,３０１ ５２２,６２９ 

平成３０年度 ３３０,０７７ ２９２,０４８ ３８,０２９ ６５１,２５９ 

令和元年度 ３３２,８７６ ２９６,７７１ ３６,１０５ ６０１,０６２ 

令和２年度 ３２０,１０６ ２８８,８１０ ３１,２９６ ４９９,７０７ 

令和３年度 ８９,０９６ ８５,２０５ ３,８９１ ２１３,９７７ 

令和４年度 ２００,３２３ １９８,２３３ ２,０９０ ３５６,５５２ 

令和５年度 １９８,２０９ １８０,９４６ １７,２６３ ３４３,４６５ 

令和６年度（見込） １７８,８０６ １５６,８７４ ２１,９３２ ３３２,８３０ 

 

【意見３４】閲覧数減少への対策について 

閲覧するページ数を示すページビュー数は平成３０年度をピークに減少傾向にあることから

も、利用者の利便性の向上や、利用者への「ちゃいたか」の周知が必要であると考える。 

 

【意見３５】リンクが有効でない状況の改善について 

「ちゃいたか」内の一部のリンク先（「児童相談所」、「国際交流コーナー」）において、群

馬県もしくは高崎市のホームページのリニューアルに伴い、リンクが有効でない箇所が見受け

られた。「ちゃいたか」の運営は、主に「たかさき子育て応援情報サイト運営委員会」、「たか

さき子育て情報サイトサポーター」、「システム開発事業者」及び「高崎市」の４者が連携、協

力して進めているが、子育て当事者が真に求めている情報が見つからない、見つけづらいとい

う弊害の解消に向けて、適宜、適切なサイト運営、情報の更新が必要であると考える。 
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第４章 指摘・意見一覧 

ここまでの外部監査の結果、次表のとおり指摘は７件、意見は３５件となった。 

詳細ついては各項目参照されたい。 

 

区分 番号 項目 ページ 

指 

摘 

１ 修正後の託児業務仕様書の適切な保存について １２９ 

２ 令和４年度の釣銭資金の「還付伺」決議書の適切な運用について １２９ 

３ 当初委託先との随意契約の妥当性について １３１ 

４ 連帯保証人の意思確認について １７７ 

５ 署名の確認について １７８ 

６ 法定代理人の同意について １８０ 

７ 連帯借受人の意思確認の徹底について １８１ 

意 

見 

１ アンケートの有効活用について ６５ 

２ 保育士情報ステーションとの連携について ７２ 

３ 放課後児童クラブの収支差額について ８０ 

４ 放課後児童クラブの運営委託先について ８０ 

５ 提出書類のチェック体制について ８０ 

６ 国への交付金申請の情報入力について ８０ 

７ 放課後児童クラブの面積基準について ８０ 

８ 実績報告書の提出時期について ８７ 

９ 保護者に対するきめ細やかな対応について ９４ 

１０ 報告書の件数の統一について １１０ 

１１ 仕様書の記載について １１０ 

１２ 体制強化について １１４ 

１３ 文言の統一について １１４ 

１４ 随意契約理由書について １１７ 

１５ こども発達支援センターにおける支援者拡大の施策について １２２ 

１６ 託児業務以外のその他施設（会議室等）利用に関する取り決めについて １２７ 

１７ 託児業務の見積金額の妥当性について １２９ 

１８ 一者随意契約の妥当性について １３３ 

１９ 委託料の妥当性について １３３ 

２０ 借上料の妥当性について １３４ 

２１ ヘルパーの確保について １３８ 

２２ 複数回利用者への対応について １３９ 

２３ 個々の母子の課題やニーズへの対応について １４５ 

２４ 入手情報登録方法の効率化について １４８ 
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区分 番号 項目 ページ 

意 

見 

２５ 改定の頻度や改定内容に関する事前相談対応等について １４９ 

２６ 精算シートのチェックについて １４９ 

２７ 支給遅延の防止について １５１ 

２８ 過払手当の回収について １５４ 

２９ 情報の取得、入力方法について １５６ 

３０ 業務量増加への対応について １５６ 

３１ 交付対象事業の確認について １７１ 

３２ 申請書の文言の統一について １７９ 

３３ 償還について １８１ 

３４ 閲覧数減少への対策について １８３ 

３５ リンクが有効でない状況の改善について １８３ 

 




